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　１　研究の背景
世界人口は，開発途上国を中心に過去 50年間で 2.2

倍に増加し，今後 30年間でさらに 1.3倍に増加するも
のと予測されている（Fig. 1）。
増え続ける人口に食料を供給するため，主食となる穀
物の増産が進められてきた結果，世界の穀物生産量は，
国連食糧農業機関（Food and Agriculture Organization: 
FAO）による統計「FAOSTAT」が公表されている 1961
年から 2008年までの約 50年間で，2.8倍に増加した。

その間，生産基盤である農地の面積は 1.1倍の増加に留
まり，穀物生産量の増加は，主に単収が 2.6倍に増加し
たことによって実現されてきた（Fig. 2）。この単収の増
加には，近代品種の導入，肥料の多投に加えて，作物の
生産環境を整える灌漑施設の整備が有効であった（World 
Bank，2007）。そこで，開発途上国を中心に灌漑施設の
整備が進められてきた結果，世界の灌漑面積は 1961年
から2008年までの約50年間で2.2倍に増加した（Fig. 2）。
開発途上国の中でも，その人口の過半数を有し

（Fig. 1），1960年代後半から「緑の革命」が行われてき
たアジアモンスーン地域の開発途上国では，灌漑面積は
上記の期間に世界平均を上回る 2.4倍に増加し（Fig. 3），
コメを代表とする同地域の穀物の増産に大きく貢献し
た（大塚，2003）。ここで，本研究における「アジアモ
ンスーン地域の開発途上国」とは，東アジア，東南ア
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ジア，南アジアの湿潤地域を含む国々のうち，経済協
力開発機構（Organization for Economic Co-operation and 
Development: OECD）の開発援助委員会（Development 
Assistance Committee: DAC）が公表している，援助実績
統計の対象となる受取国・地域名のリスト，「DACリス
ト」（OECD，2009），に掲載されている 18カ国（中国，
北朝鮮，ベトナム，カンボジア，ラオス，タイ，マレー
シア，インドネシア，東ティモール，フィリピン，ミャ
ンマー，バングラデシュ，インド，パキスタン，スリラ
ンカ，モルディブ，ネパール，ブータン）を意味するも
のとする。なお，東アジア，東南アジア，南アジアの湿
潤地域を含む国には，上記の 18カ国の他に，日本，韓国，
シンガポール，ブルネイがある。
灌漑面積の増加が穀物の増産に貢献する一方で，灌漑

用水を含む水資源などの天然資源の開発が進むにつれ
て，熱帯林の破壊や砂漠化，生物多様性の喪失などの環
境の破壊が，地球的規模で進んだ（World Commission on 
Environment and Development，1987）。その結果，世界では，
人口増加に合わせて増大する水需要には，環境への圧力
が懸念される新規の水資源開発よりも，既存の水利用の
効率性改善に重点を置くことによって対応し，持続可能
な水利用を促進することが目指されるようになった（国
土交通省，2003）。
このように，灌漑は増え続ける世界人口に食糧を供給

注）上記の「その他の開発途上国」の値は，DACリスト（OECD，
2009）掲載国から，①アジアモンスーン地域の開発途上国
18カ国，②旧ソ連の 11カ国，③旧ユーゴスラビアの 5カ国，
を除いた 117カ国・地域の合計である。

データ）FAO (2011)

Fig. 1　世界人口の推移
Transition of the world population
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 データ）FAO (2011)

Fig. 2  世界の穀物生産量，穀物単収，人口，灌漑面積，農地
面積の推移

Transition of the production of cereals, the yield of cereals,  the total 
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注）上記の「その他の開発途上国」の値は，DACリスト（OECD，
2009）掲載国から，①アジアモンスーン地域の開発途上国
18カ国，②旧ソ連の 11カ国，③旧ユーゴスラビアの 5カ国，
を除いた 117カ国・地域の合計である。

データ）FAO (2011)

Fig. 3　世界の灌漑面積の推移
Transition of the total area equipped for irrigation in the world
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し，経済・社会の発展を支えるために必須のものである
が，その面積を拡大する「開発」局面は終わりを迎え，
現在では，既存の施設の機能を十分に発揮させ，それを
持続させる「水管理」に重点が移っている。

　２　既往研究
Faures and Mukherji（2009）は，これまでアジアモンスー

ン地域の開発途上国において灌漑面積が拡大してきたの
は，国際援助機関から支援を受けた途上国政府が，大規
模灌漑プロジェクトなどを発案・実施してきた結果であ
ると述べている。
灌漑プロジェクトでは，建設された灌漑施設に十全の
機能を発揮させるため，水管理が不可欠である。ここで
「水管理」とは，一般に，配水のために施設を操作する「操
作管理」，施設を点検・保守する「維持管理」，管理組織
を運営する「組織・財政管理」の 3つの要素からなると
言われており，本研究でもそれに従う。
上記の大規模灌漑プロジェクトでは，完成した施設
の多くは，政府自らによって水管理が行われてきた
（Groenfeldt et al.，1999）。ところが，石井・佐藤（2003）
によれば，多数の小規模農民が灌漑プロジェクトの主
な受益者であるアジアモンスーン地域の開発途上国で
は，上流部の農民の過剰取水によって用水配分が計画し
たようにはうまくいかなかった。さらに，Vermillion and 
Sagardoy（1999）によれば，水管理を担う政府機関の職
員が多数の小規模農民にきめ細かなサービスを提供する
能力に欠けていたりしたことから，政府が発案・実施し
てきた大規模灌漑プロジェクトでは，灌漑施設の急速な
劣化や不平等な水配分などの問題が引き起こされるよう
になった。Ostrom（1992）は，その結果，多くのプロジェ
クトで灌漑の効果が十分に得られなくなり，その経済的
な持続性も低下していったと述べている。

Coward and Uphoff（1986）によれば，このような，灌
漑部門における水利用の効率と持続性の低下という水管
理の問題は，財政窮乏を抱える途上国政府にとって重大
な政治的懸案事項であった。そこで，それまで政府自ら
が行ってきた水管理に灌漑用水の利用者である農民が関
わることにより，水管理に要する政府の歳出を減らすと
ともに，水利用の効率と持続性を改善しようという考え
方が注目されるようになった。
そのような考え方は，1990年代に入って「PIM」（ピー
アイエムまたはピム）と呼ばれる用語で世界的に知られ
るようになった。PIMは，英語の Participatory Irrigation 
Managementの略語であり，「参加型水管理」と訳される
が，参加型灌漑管理，農民参加型水管理と称されること
もある。

PIMは，世界最大の開発援助機関である世界銀行
（World Bank: WB）や，国際水管理研究所（International 
Water Management Institute: IWMI），FAOなどの国際機関
がその実現へ向けた取り組みを支援してきたことから，

現在では，開発途上国における灌漑開発において標準的
な考え方となっている。また，WBは PIMの定義を，「灌
漑用水の利用者が，水管理のあらゆる側面，あらゆるレ
ベルに関わることをいう。ここで，あらゆる側面とは，
新規・改良灌漑プロジェクトにおける当初の計画立案，
設計のみならず，灌漑システムの施工，施工管理，資金
調達，意思決定のルール，操作，維持管理，モニタリング，
評価を含む。また，あらゆるレベルとは，灌漑システム
の物理的な境界および国会における政策レベルまでを言
う。」（著者訳）としている（Groenfeldt et al.，1999）。
このようにして PIMの実現へ向けた取り組みが進

められるようになったが，その一方で，Svendsen et 
al.（2000）は，「第二世代の問題」と呼ばれる，PIMを
導入したことにより新たに発生・顕在化した問題，具体
的には，PIMの実現を急ぐあまり，その受け皿となる農
民水管理組織を運営する農民の能力強化が不十分なまま
PIMを導入し，設立された組織が次第に機能しなくなっ
たり，もともと農業生産性が低く農民の家計に余裕がな
かった地域で水利費の徴収を始めたことにより，家計が
圧迫されたり，水利費の徴収率が漸減したりするなどの
問題が発生したと述べている。
このような問題により，国際援助機関や先進国から支

援を受けて導入した PIMの自立発展性は低下し，現在で
は，多くの研究者や援助関係者が，今のところ全体とし
て PIMは十分に成功しているとは言い難いと述べている
（Facon, 2007; Munoz et al., 2007; Mukherji et al., 2010）。
上記の「自立発展性」とは，英語の Sustainabilityの訳語
であり，持続可能性と称される場合（福島，2006）や，最
近では単に持続性と言われる場合（国際協力機構評価部，
2010）もある。日本も加盟している OECD（2002）は，自
立発展性を「開発インターベンション（ドナーおよび非ド
ナーが支援を行うための手段）の終了時における，開発
インターベンションによる便益の持続性」（外務省ら訳）と
定義している。そこで，本研究では，PIMの「自立発展性」
を，PIMに対する支援の終了時における，「農民が継続
して水管理に参加する見込み」という意味で用いる。
このように，PIMは，それを実現することにより水利
用の効率や持続性を向上させることができると広く考え
られているものの（Giordano et al.，2006），「第二世代の
問題」が発生し，導入した PIMの自立発展性の向上と
いう課題に直面している。
ところで，以上のような PIMを取り巻く状況の中，
集落と土地改良区が共同で水管理を行っている，日本の
重層的農民組織（岩田・岡本，2000）が，PIMの先行成
功例として世界的に紹介され（石井・佐藤，2003），そ
の経験と知見を活かした農民水管理組織の育成および能
力強化に係る技術協力が，成功を収めた事例も生まれて
いる（外務省，2008a）。
佐藤（2007）は，このような日本の技術が海外におい
て有効であった理由は，①日本における稲作農業の発展
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を支えてきた大きな条件の一つが，灌漑排水，農地改良
などに関する技術であったこと，②日本で培ったそれら
の知識，技術，ノウハウなどは，ハードウェア，ソフト
ウェアのいずれにおいても，開発途上国，とりわけ水田
農業を中心とする国々と一定の共通性を持っていたこと
である，と述べている。その上で，気候条件を共有し，
水稲作を主とするアジアモンスーン地域に対する技術協
力は，わが国による国際協力の柱であり，また日本の経
験と知見が最も活かされる可能性を持っている分野であ
る，と述べている。

　３　研究の目的
前節で述べた PIM（参加型水管理）の自立発展性の向
上という課題に取り組むために，水管理を各要素（維持
管理，操作管理，組織・財政管理）に分けて見た場合，
維持管理は，灌漑の基礎をなす水路の機能発揮に直結す
るので重要である。水路は維持管理をしなければ，経年
的な土砂堆積，雑草繁茂などによりその通水が阻害され，
次第に機能を発揮しなくなる。水路が機能を発揮しなく
なれば，操作管理はできなくなる。維持管理をせず，操
作管理ができなくなれば，それらを担う組織の組織・財
政管理は必要がなくなる。
次に，PIMの自立発展性の向上に取り組む場合，維持

管理は，農民が自ら労力を負担して行うことが重要であ
る。なぜなら，農民が実際に現場で維持管理の労力を負
担することは，彼らが水路の現状を理解し，今後も継続
して維持管理に参加するかを検討する重要な機会となる
からである。
そして，国家などによる強制力が働かない制度下では，
自発的かつ持続的な維持管理の実現にとって，農民の意
欲（維持管理しようと思う気持ち）は最も基本的な条件
である。
このことから，PIMの自立発展性の向上という課題の
中でも，農民の維持管理労力負担意欲（以下，労力負担
意欲という。）を高めることは大きな課題であると考え
る。そして，意欲を高めるためには，意欲に影響を与え
る諸要因の中から意欲を高める要因を選択し，その要因
に応じたインセンティブを農民に与えるなどの方法が必
要である。
そこで本研究は，農民の労力負担意欲とそれに影響を
与える要因との関係を分析することにより，意欲を高め
る方法を明らかにすることを目的にした。
なお，本研究では，「労力負担意欲」を「労力負担をしよ
うと思う気持ち」という意味で使用する。したがって，それ
には積極的に負担しようと思う気持ちから，積極的では
ないものの負担してもよいと思う気持ちまでを含む。
また，上記の「インセンティブ」は，山田（1999）に
従い「行動が生起するために必要な外的条件」の意味で
用いており，以下本研究で同様とする。

　４　研究の方法
本研究では，はじめに，農民水管理組織の設立支援の
現状を，「日本型 PIM支援プロジェクト」の優良事例を対
象にして分析することにした。水路は，始点から終点まで
全体が維持管理されてはじめて十全の機能を発揮する。
全体が維持管理されるためには，一部の農民の労力負担
意欲ではなく，水路を利用するすべての農民の意欲を全
体的に高める必要がある。農民の意欲を全体的に高める
ためには，意欲を高める働きかけの受け皿となる農民水
管理組織が設立され，少なくとも機能していることが
前提となる。農民水管理組織が機能しているためには，
PIMを導入する際に，持続的に機能する仕組みを持った
組織が設立されることが重要である。そして，そのよう
な仕組みを持った組織の設立を支援するためには，国際
援助機関や先進国による支援の優良事例を分析すること
が効果的であると考える。優良事例の中でも，Ⅰ．2で
述べたとおり，日本の重層的農民組織は PIMの先行成功
例として世界的に紹介されているので，その経験と知見
を活かして行われる「日本型 PIM支援プロジェクト」の優
良事例を対象にすることが，より効果的であると考える。
ここで，日本型 PIM支援プロジェクトとは，「PIMの
実現をプロジェクトの目標や成果に位置付けた，アジア
モンスーン地域の開発途上国で実施された技術協力プロ
ジェクト」とする。なお，技術協力プロジェクトとは，
国際協力機構（Japan International Cooperation Agency: 
JICA）が実施機関となって行う，日本の政府開発援助
（Official Development Assistance: ODA）の一事業である。
日本型 PIM支援プロジェクトの優良事例としては，

タイ国チャオプラヤデルタで行われた「水管理システム
近代化計画（Modernization of Water Management System 
Project: MWMS）」を取り上げた。MWMSは，その終了
時評価報告書（国際協力機構農業開発協力部，2003）に
おいて，「本地区で成功した農民水管理組織の活動は，
各国で展開される PIMの優良事例として活用されるべ
きである」と評価されている。
次に，日本型 PIM支援プロジェクトにおける自立発
展性の評価の現状を分析することにした。日本型 PIM
支援プロジェクトの評価では，自立発展性の視点から価
値判断を行うとともに，貢献要因と阻害要因を特定する
こととされている（国際協力機構企画・調整部事業評価
グループ，2004）。そこで，評価の現状を分析すること
により，農民の労力負担意欲に影響を与える要因を明ら
かにできる可能性があると考えた。
最後に，上記の評価の現状分析の結果および既往研究
に基づいて，農民の労力負担意欲に影響を与えると考
えられる要因を整理・検討することにした。その上で，
MWMSが行われたタイ国のコカティアム維持管理事業
支線用水路 18R地区で質問紙調査を行い，その結果を
使って意欲と影響要因との関係を分析することにより，
意欲を高めるための方法を検討することにした。
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　５　論文の構成
本論文は，7つの章から構成されている。
はじめに，Ⅰ章（本章）では，研究の背景，既往研究，

研究の目的，研究の方法，論文の構成を示す。
Ⅱ章では，研究の方法に対応して，①農民水管理組織
の設立支援，② PIMの自立発展性の評価，③農民の労
力負担意欲，という側面から PIMの自立発展性の向上
に関する議論の動向を整理する。
Ⅲ章では，アジアモンスーン地域の開発途上国で PIM
が必要とされ，その導入が進められてきたものの，導入
した PIMの自立発展性の向上が課題とされるに至った
経緯を整理することで，本研究を今行う必要性について
明確にする。
Ⅳ章では，日本型 PIM支援プロジェクトの優良事例

における農民水管理組織の設立支援について，タイ国
チャオプラヤデルタで行われたMWMSを対象にして，
その現状を分析する。
Ⅴ章では，日本型 PIM支援プロジェクトにおける自

立発展性の評価について，上記のMWMSを含む，8つ
の日本型 PIM支援プロジェクトを対象にして，その現
状を分析する。
Ⅵ章では，上記の評価の現状分析の結果および既往研
究に基づいて，農民の労力負担意欲に影響を与えると考
えられる要因を整理・検討する。その上で，MWMSが
行われた支線用水路 18R地区で質問紙調査を行い，そ
の結果を使って意欲と影響要因との関係を分析すること
により，意欲を高めるための方法を明らかにする。
最後に，Ⅶ章では，前章までに明らかにした内容を総
括するとともに，今後 PIMの自立発展性を向上させる
ために取り組むべき課題を示す。
本論文を取りまとめるにあたり，多大なるご指導を賜っ

た筑波大学大学院生命環境科学研究科の佐藤政良教授に，
心から感謝申し上げます。また，貴重なご指摘，ご助言
を頂きました筑波大学大学院生命環境科学研究科の島田
正志教授，足立泰久教授，増田美砂教授に厚く御礼申し
上げます。さらに，調査・研究にご協力頂いた，タイ国
農業・協同組合省王室灌漑局の方々，ロッブリ県コカティ
アム村およびバンリー村の方々に，厚く御礼申し上げます。
なお，本論文は筑波大学審査学位論文（博士）である
ことを付記する。

本章では，前章で示した本研究の方法に対応して，①
農民水管理組織の設立支援，② PIMの自立発展性の評
価，③農民の労力負担意欲，という側面から PIMの自
立発展性の向上に関する議論の動向を整理する。

　１　農民水管理組織の設立支援
PIMでは，農民参加の含意として，しかるべき農民組

織の設立が想定されている（石井・佐藤，2003）。この
ような組織は，これまでWater Users’ Association，Water 
Users’ Organization，農民水利組織，水利組合などと呼
ばれているが，本研究では，以下「農民水管理組織」と
総称することにする。

PIMにおける農民水管理組織の設立支援について，そ
の方針や方法を最初に取りまとめたのは，PIMの実現を
主動的に支援してきたWB，FAO，IWMIなどの国際機
関である。

WBは，開発途上国の PIM推進者の能力開発（エン
パワーメント）に用いるハンドブック（Groenfeldt et al.，
1999）の中で，責任を持って水管理を担うことができる
農民組織がなければ，政府から農民への水管理の移管は
失敗に終わるので，農民水管理組織の設立は，水管理へ
の農民参加を実現する過程において最も重要である，と
述べている。また，組織の設立支援の方法として，①農
民による組織の設立を支援する者（原文では organizer）
を選ぶ，②その支援者に対する研修（PIMの原理，農民
とのコミュニケーション技術，対象地区の社会・経済状
況の分析方法，農民からの情報収集方法，農民の組織化
方法）を行うための講師を養成する，③養成された講師
は，支援者に上記の研修を行う，④支援者は，農民や行
政機関の関係者などを集めて，水管理において農民が担
うべき役割などについて議論するとともに，組織の設立
へ向けて農民の支持を得るための戦略を立案・実行する，
⑤支援者は，農民が組織の設立を始めた後は，集会の開
催，規約の制定，役員の選挙などについて支援する，こ
となどを示している。そして，この方法に基づいて組織
の設立支援を始める条件は，農民と政府機関の職員の両
者に，農民参加に対するインセンティブを与えることで
あり，適切なインセンティブを与える前に組織の設立を
始めると，農民参加に向けたすべての努力は簡単に無に
帰す，と述べている。

FAOは，IWMIなどと協力して作成した，水管理の
移管に関するガイドライン（Vermillion and Sagardoy，
1999）の中で，持続的な農民水管理組織の設立支援の方
針は，対象地域の現状や，水管理に参加する農民の目的，
要請に合わせて策定しなければならず，普遍的な方針を
示すことはできない，と述べている。その上で，一般的
に受け入れられている方針として，①組織を設立する過
程で，すべての関係者に発言権を持たせる，②農民や関
係者の正当な代表者を明確にした上で設立を進める，③
必要に応じて，設立を支援する者（原文では community 
organizers。農民水管理組織の設立に際し，農民と共に
活動する者）を導入する。その支援者は，農民の能力開
発を助けることを目的としており，組織の設立に関する
主導権を握ったり，農民に代わって何かを決定したり，
農民に依存されたりしてはいけない，④組織の目標，活
動内容，ルール，諸手続などについて農民の同意を得る，
⑤農民に，管理する施設の現状を確認させたり，水路の

Ⅱ　PIMの自立発展性の向上に関する議論の動向
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補修などの活動を体験させたりすると，組織の設立につ
いて同意が得られやすくなる場合がある，ことなどを示
している。
このように，PIMの実現を主動的に支援してきた国際
機関では，農民水管理組織の設立を支援する者を養成・
導入することの重要性を指摘している。また，上記の
WBのハンドブックでは，組織の設立支援を始める条件
として農民に参加のインセンティブを与えることの必要
性を強調しているものの，その具体的内容は示していな
い。
このインセンティブの具体的内容について，Meinzen-

Dick and Reidinger（1995）は，より多くの農民にとって
価値のあるインセンティブは，地域や農民のタイプに
よって異なるので，灌漑システムの中で最も重要な改善
点を農民に尋ねることにより，適切なインセンティブを
特定することができる，と述べている。その上で，農民
に与えるインセンティブの具体的内容として，①配水状
況を改善する，②施設が壊れた時に迅速に対応する，③
施設の更新や機能の向上を図る，④水利費を減額する，
ことなどを挙げている。そして，国際援助機関や先進国
から支援を受けて先駆的に実施する PIM実現のための
プロジェクトでは，適切なインセンティブを見つけるこ
とが難しいからといって，特別な補助金やサービスなど
をインセンティブとして与えても，他地区で PIMを普
及する際にそれらを同様に与えることはできないので留
意する必要がある，と述べている。
また，Meinzen-Dick and Subramanian（1996）は，農民

水管理組織の設立とその自立発展性は，他のいかなる要
因よりも，農民に参加のインセンティブを十分に与えら
れるか否かに懸かっている，と述べている。その上で，
インセンティブの具体的内容として，①灌漑施設を更新
する，②配水の効率と信頼性を向上させる，③農民水管
理組織に配水の決定権を持たせる，④農民を設計に参加
させることによって，彼らが不要と考える施設を作らな
い，⑤農業生産と農業収入を増やす，⑥農民水管理組織
を財政的に存続可能なものにする，⑦農民の能力開発を
図る，⑧水を巡って農民間あるいは農民・政府間で発生
した問題を速やかに解決する，ことなどを示している。
この他にも，農民参加のインセンティブの具体的

内容として，Rice（1997），Peter（2004），Ounvichit et 
al.（2008a），Teamsuwan and Satoh（2009）はそれぞれ，
配水の信頼性の向上，政府からの補助金の交付，灌漑開
発のための基金の創設，配水受益と費用負担における公
平性の確保などを示している。
このように，組織の設立支援を始める条件として，農
民に参加のインセンティブを与えることの必要性が強調
され，その具体的内容についてさまざまなものが示され
ている。しかし，それぞれのインセンティブが，農民の
参加に影響を与えるどの要因に応じたものであるかが示
されていないので，複数あるインセンティブのうちどれ

を優先して農民に与えることが彼らの参加を促すために
より効果的であるのか分からない。
次に，これまで多くの農民水管理組織の設立が，上述
のハンドブックやガイドラインなどの形で国際援助機関
が示した設立支援の方針や方法に基づいて進められてき
たことについて，永代ら（1999）は，PIMを導入した国
の状況は必ずしも順調ではなく，その要因の一つは，単
一化した制度（グローバルスタンダード）の適用にある
と思われるので，PIMへの移行に際しては，各国，各
地域の「社会的・風土的特性を考慮した制度の創出」と
いう視点が必要である，と述べている。また，Munoz et 
al.（2007）は，農民水管理組織に水管理が移管された
43事例のデータに基づいて，これまで多くの国際援助
機関が，どこでも簡単に適用できる農民参加の促進方法
を開発しようと試みてきたが，同じ国の中でも物理的，
制度的，社会経済的な条件は異なるので，各国共通で適
用可能な方法を開発することは不可能である，と述べて
いる。さらに，Facon（2007）は，FAOがアジアで行っ
た大・中規模灌漑プロジェクトの評価結果に基づいて，
PIM実現のために多くの国で行われている努力は，基本
的には同じモデルに基づいているので，同じ結果をもた
らすことになりそうである，と述べている。
このように，持続的に機能する農民水管理組織を設立
するための支援の方針や方法は，単一化されたものを適
用するのではなく，対象地域の社会的・風土的特性など
の地域特性を考慮して策定する必要があることが明らか
にされている。
そのような地域特性のうち，社会的特性を明示的に説
明できる可能性を持つものとして「ソーシャル・キャピ
タル」が提唱されている。ソーシャル・キャピタルは，
社会関係資本と訳される概念であり，「調整された諸活
動を活発にすることによって社会の効率を改善できる，
信頼，互酬性の規範，ネットワークといった社会組織の
特徴をいう。」とされる（Putnam，2001）。山岡ら（2005）は，
今後の PIMの展開の可能性として，共同利用を行う末
端水路などの水利施設の整備と，多数の農民が多角的に
参加する水利用に関する合意形成に現実性があり，これ
にはソーシャル・キャピタルが形成されている必要があ
る，と述べている。ソーシャル・キャピタルは，その計
測手法が提案されており（国際協力事業団国際協力総合
研修所，2002a），例えば松下・浅野（2007）は，タイ国
の 5つの灌漑プロジェクトを対象に質問紙調査および聞
き取り調査を行い，ソーシャル・キャピタルが豊富な地
区では農民水管理組織の活動が活発で，水管理は効果的
である，と述べている。しかし，ソーシャル・キャピタ
ルが，PIMの自立発展性にどのようにして，またどの程
度影響を与えるのかについて，定量的に示した議論は見
られない。
ここまで述べてきた議論は，いずれも，途上国政府が
実施した，いわゆる近代的な大規模灌漑プロジェクトに
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おける農民水管理組織を対象に行われたものである。一
方，持続的に機能する組織の設立支援の方針や方法を決
める助けとなる情報を，これまで地域ごとにそれなりの
合理性を持って水管理を行ってきた，伝統的な農民水管
理組織に求めようとする議論も行われている。
平島（1984）は，日本，インドネシア，フィリピン，

タイなどの伝統的な農民水管理組織が成功している理由
を，①構成員の義務と権利が明確にされている，②意思
決定の過程が明確で，全構成員の同意を必要とする意味
で，水の配分，労働提供などの決定に対し拘束力が強い，
③灌漑施設の建設に直接参加することによる帰属意識と
水利権の強さ，④個人に対する組織の絶対優勢性，であ
ると述べている。

Mizutani and Mase（1999）は，アジア各国の伝統的な
農民水管理組織では理想的な共同活動が見られると述
べ，その理由として，①組織の単位である集落が小規模
である，②農民が守りたいと考える有形・無形の共有財
産がある，③外部からの介入が少ない，④共同活動が目
に見える短期的な利益をもたらす，ことなどを挙げた上
で，それらの経験が近代的な大規模灌漑プロジェクトに
活かされることが望まれると述べている。

Ounvichit et al.（2006）および Ounvichit et al.（2008b）
は，タイ国北部において政府の援助を受けないで自立的
かつ持続的に運営されている，「ムアン・ファイ（Muang 
Fai）」と呼ばれる伝統的な農民水管理組織について複数
の事例を分析し，それが，組織の構成員による直接選挙
によって決まるリーダーのもと，受益と費用・労力負担
に関する極めて精緻な平等原理の下に運営されている，
と述べている。
野沢（2009）は，フィリピンのルソン島北部におけ
る「サンヘラ（Zanjera）」と呼ばれる伝統的な農民水管
理組織の特徴と，Ostrom（1990）が示した長期的持続型
コモンズの存続条件とを対比し，両者が一致したことか
ら，サンヘラは長期にわたって存続する条件を内在して
きた，と述べている。その上で，サンヘラに見られた長
期的存続条件を他地区の組織に技術的に移植することが
できるかは今後の課題である，と述べている。上記のコ
モンズとは，灌漑用水，川，海，森林などのように，個
人や組織が共同で使用・管理する共有資源のことであ
る。コモンズでは，「フリーライダー（費用負担しない
で共有資源の便益を享受する者）」が発生するため，従
来からコモンズを長期的に保全管理する方法として，「国
家による解決（中央集権的な国家が共有資源の保全管理
を行う）」と「市場による解決（共有資源を民営化して
資源配分を市場に委ねる）」が議論されていた（岡田，
2010）。この 2つに加えて，上記の Ostrom（1990）は，「自
主統治」（共有資源の当事者が自主的に適切なルールを
定めて保全管理を行う）の可能性を示し，それが成功す
るために必要な条件（上記の長期的持続型コモンズの存
続条件）として，コモンズの境界・範囲の画定，費用と

便益の釣り合いなどの 8つを示している。
伝統的な農民水管理組織の一つとして日本の重層的農
民組織を取り上げたり，日本の土地改良事業を取り上げ
たりして，持続的に機能する組織の設立支援の助けとな
る情報を求めようとする議論も行われている。
佐藤（2007）は，開発途上国における灌漑排水事業の
実施に当たって日本の経験を適用しようとする場合，日
本の経験の背景になっている社会的特徴はもちろんであ
るが，日本の土地改良事業が持っている特徴，ないし特
殊性を十分に理解しておくことが重要である，と述べて
いる。その上で，日本の土地改良事業の主な特徴は，①
受益予定者からの申請がなければ事業が実施できない制
度（申請主義）によって，農民は灌漑排水事業の発案か
ら参加し，自分たちの事業という意識を得ることになる，
②事業の申請には予定される受益農民の 3分 2以上の同
意が必要とされているので（同意主義），事業を推進し
ようとする者は，多くの受益予定者の利益を図るよう計
画内容に配慮することが必要である，③必要な条件がす
べて満たされ，政府によって事業が開始された場合には，
事業実施に反対した者を含めてすべての者が事業へ参加
することが法律によって強制されるので（強制参加），
一部の農民の反対によって事業実施が困難になることは
ない，ことであると述べている。
岩田・岡本（2000）は，きわめて多数の農民が共同し
て一つの水利施設の系統を管理するという課題は，耕作
者の耕作規模が零細な日本やアジアモンスーン地域の開
発途上国で典型的に現れるので，このような条件下での
成功例として土地改良区が注目されたのであろう，と述
べている。その上で，日本では，水管理組織として土地
改良区とムラにより事業地区全体をカバーする重層的農
民組織が形成されていること，各組織の役員は，一人一
票による直接選挙や話し合いによって選出をしていて，
PIMの必要条件である Democracy，Transparency要件を
満たしていること，維持管理費用は水利費という形でほ
ぼ全額が受益者負担となっていて自立性が高くなってい
ること，を示している。
このように，これまでの議論では，農民水管理組織を
持続的に機能させ，導入した PIMの自立発展性を向上
させるためには，日本の重層的農民組織を初めとする，
伝統的な組織の経験や知見を活用するなどして，対象と
する地域の社会的・風土的特性を考慮し，地域ごとに設
立支援の方針や方法を検討する必要があることが明らか
にされている。また，農民にインセンティブを与えるこ
との必要性が指摘され，その具体的内容も複数示されて
いる。
しかし，日本の重層的農民組織の経験と知見を，実際
に組織の設立支援に活用した事例を分析した議論や，そ
の際行ったどのような支援が，その後組織が持続的に機
能することに有効であったのかを具体的に分析した議論
は見られない。
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　２　PIMの自立発展性の評価
開発途上国への援助に関する国際的な意見調整の場

である OECDの DACは，1991年に「DAC評価 5項目」
と呼ばれる 5つの評価項目（妥当性，有効性，効率性，
インパクト，自立発展性）を提唱した。現在，世界の開
発援助機関の多くが，これを基本的な評価基準にしてい
る（藤本，2008）。このように，自立発展性は援助にお
ける基本的な評価基準の一つになっている。

WB（1996）は，プロジェクトが期待される結果に対
してどの程度実施されているのかを比較する実績モニタ
リング指標のハンドブックの中で，灌漑排水セクターで
は環境と財政の 2つの視点から自立発展性を評価するこ
ととし，環境面の具体的な指標として，塩害発生面積／
プロジェクト総面積を，財政面の指標として，水利費徴
収額／計画維持管理費額，水利費徴収額／計画維持管理・
更新費額の 2つを，それぞれ示している。
アジア開発銀行（Asian Development Bank: ADB）（2006）
は，灌漑開発を含む公共セクターの実績評価報告書作成
ガイドラインの中で，実績は 4つの評価基準（妥当性，
有効性，効率性，自立発展性）に基づく総合評価による
こととし，自立発展性に 20％の重みを付けている。また，
自立発展性は，耐用年数を迎えるまで維持管理を継続す
るために必要な，人的資源，組織，財政，天然資源が得
られる見込みによって評価することにしている。そして，
自立発展性に影響を与える重要な要因として，維持管理
予算の配分，管理者の能力，受益者組織の収益性，環境
への影響を示している。

IWMIにおいて農民参加の効果の評価や農民参加のガ
イドラインの作成を行ってきた Vermillion（2006）は，
これまで多くの研究者によって灌漑に関する相当数の評
価指標が提案されてきたが，それらの中で実際に開発途
上国において使われているものは少ない，と述べている。
その上で，灌漑プロジェクトを評価する有望な指標とし
て，①実灌漑面積／目標灌漑面積，②実灌漑面積／灌漑
可能面積，③生産量／総配水量，④生産高／総配水量，
⑤灌漑費用／生産高，⑥収入／必要経費，⑦地下水の水
位変化／基準となる水位，⑧正常に機能する灌漑施設の
数／全灌漑施設の数，⑨水利費徴収額／水利費徴収見込
み額，⑩農民水管理組織の管理面積／全農地面積，⑪提
供したサービスの件数／要請されたサービスの件数，を
提案し，これらの指標を数年にわたって使用することに
より自立発展性を評価することができる，と述べている。

Saaf（2007）は，PIMは世界の多くの国々に導入され
てきたので，これまで標準的な導入方法を開発すること
には多大な労力が費やされてきたが，設立された農民水
管理組織の能力を評価する指標の開発は不十分であっ
た，と述べている。その上で，制度的・財政的な自立発
展性を測定するための指標として，①水管理に直接関係
する組織を「農民水管理組織」と呼ぶ農民の増加人数，
②農民水管理組織の現金収入（水利費や組合費）の増加

額，の 2つを提案している。
Abernethy（2010）は，灌漑システムにおいて水管理
が成功していると評価できるのは，①灌漑農業の生産力
が相対的に高い，②水利用者が灌漑システムから得られ
る利益および生活の質に満足している，③灌漑システム
が長期間にわたり持続している，ことが観察された場合
であると述べている。
日本では，ODAの評価を担当する外務省国際協力局

評価室（2009）が，評価の基準としては DAC評価 5項
目が広く活用されているものの，5つの項目を 1セット
で用いなければならないわけではなく，評価の目的や対
象に応じて選択して用いられる，と述べている。そし
て ODAの主要な事業のうち，技術協力プロジェクトで
は，主にプロジェクト終了半年前を目途に実施する終了
時評価と，プロジェクト終了後 3年目までを目途に実施
される事後評価において，また，円借款事業と無償資金
協力では事後評価において，それぞれ自立発展性（持続
性）を評価することとされている。さらに，自立発展性
（持続性）を評価するためには，政策，技術，環境，社
会・文化，組織制度・管理運営，経済・財政の視点を用
いて分析することで，包括的な評価を試みることとさ
れている（国際協力機構評価部，2010）。なお，円借款
事業の実施機関であった国際協力銀行（2008年 10月に
JICAに統合。）では，灌漑に関する複数の運用・効果指
標を策定していたものの，著者が聞き取り調査を行った
2008年 7月時点で非公表としていた。
このように，援助において自立発展性を評価すること
の重要性が認められているとともに，PIMの自立発展性
の評価に適用可能と考えられる複数の指標が提案されて
いる。しかし，実際に PIMの実現を支援する事業の評
価の中で行われる，自立発展性の判断についてはあまり
検討されていない。また，提案された指標が肯定的な値
を示した時に，なぜ自立発展性が高いと判断できるのか
という，指標と自立発展性の因果関係が十分に明らかに
されていないので，提案された複数の指標のうち，どれ
を優先して自立発展性を測定することがより効果的であ
るのか分からない。

　３　農民の労力負担意欲
意欲の問題は，仕事への動機づけの問題として，組織
行動論の分野では古くから議論されていると言われてい
る（林，2000）。しかし，PIMにおける農民の意欲を扱っ
た議論は，次に示すとおりあまり見られない。

Duncan（1979）は，タイ国チャオプラヤデルタのほ
場整備事業地区において，農民水管理組織による操作管
理，維持管理が次第に行われなくなっていった事例を，
農民への質問紙調査などの結果をもとに分析し，操作管
理，維持管理に関する農民の能力と意欲（willingness）
へ悪影響を与えた要因は，①農民の自発性や公共心が不
足していた，②農民水管理組織の構成員同士が離れた場
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所で暮らしており，彼らの間に社会的な結びつきが不足
していた，ことであると述べている。その上で，本質的
な要因は，幹線水路レベルでの不安定な水配分かもしれ
ない，と述べている。
佐藤（勝）・佐藤（政）（2006）は，アフリカのガーナ
国の灌漑事業地区において，水利費の徴収率やその運用
管理などの点で対照的な違いを見せた 2地区を対象に詳
細な観察と質問紙調査を行い，その分析結果から，水利
費の徴収には組合員個人の支払い意欲などが要因になっ
ていると考えるべきである，と述べている。また，支払
い意欲は，組合費の支払いが当然であるという個人レベ
ルでの義務感と，それを側面から進める外的環境条件か
ら決まるものと考えることができる，と述べている。

Nizamedinkhodjayeva（2007）は，中央アジアのキルギ
スタン国，タジキスタン国，ウズベキスタン国に跨が
る 3つの幹線用水路において，政府から農民組織に水管
理が移管された事例を，組織の構成員への質問紙調査な
どの結果をもとに分析し，ほとんどの場合，水管理が
移管されたことによる利益の増加よりも，水利費など
の費用の増加の方が大きく，農民が水利費負担の意欲
（willingness）を持つのは，利益が費用を上回る場合に
限られている，と述べている。

Munoz et al.（2007）は，FAOの支援を受けて政府か
ら農民水管理組織に水管理が移管された世界 33カ国の
43事例について，水利費の徴収率が移管前後でどのよ
うに変化したかを分析し，配水状況が改善された場合に
徴収率が向上している，と述べている。その上で，農民
の支払い意欲（willingness）に関係するのは，配水状況
の改善などの，農民水管理組織が構成員に提供するサー
ビスの質だけではなく，それを管理する仕組みと，水利
費負担額の決定方法が透明性を持っていることである，
と述べている。

Vandersypen et al.（2008）は，アフリカのマリ国の灌
漑事業地区において，水管理における共同活動への動機
づけの指標に，末端水路の取入れ口の操作を導入するこ
とに対する農民の意欲（willingness）を用い，意欲とそ
れに影響を与えると考えられる複数の要因についての質
問紙調査データを統計的に分析した。その結果，調査対
象者の 65％は意欲があると回答し，自分のほ場が末端
水路の中流部にあり，その面積が大きな者ほど意欲が高
いものの，それらの要因が意欲に与える影響は大きくな
かった，と述べている。
松岡（2009）は，日本の岡山県において，農家を中心
とする地元住民が行ってきた用水路の維持管理に，絶滅
危惧種の淡水魚保全を目指す NPO（特定非営利活動法
人）が参加した事例を取り上げ，質問紙調査と聞き取り
調査の結果から，NPOが継続的に参加していくことが
できるのか分析した。その結果，NPOの会員個人の意
欲が萎えない限り継続性は保たれると考えられる，と述
べた上で，活動の継続性には，活動資金の確保よりは，

会員個々の自主性や活動に対する意欲が発揮できる環境
整備などが大きく影響するだろう，と述べている。
上記の，維持管理に対する農民の労力負担意欲や水利
費の負担意欲を直接取り扱った議論では，意欲には，自
発性，公共心，農民間の社会的な結びつき，水配分，義
務感，外的環境条件，得られる純利益，水利費負担額の
決定方法の透明性などの要因が影響を与えることが示さ
れている。また，全体的に，継続的な負担の実現には，
負担者の意欲が重要な要因になっているという認識が示
されている。
上記のような，意欲を直接取り上げた議論に加えて，
意欲という言葉は使っていないものの，農民の維持管理
に参加しようと思う気持ちに影響を与える要因について
の議論も見られる。
石井ら（2005）は，アジアモンスーン地域の 5つの小

規模ポンプ灌漑事業地区の農民水管理組織を対象にし
た，水利費負担の実態調査と負担方法の問題点の分析に
おいて，受益者負担を実現するためには，水利費賦課の
具体的内容，賦課対象者，賦課方法（受益農民への費用
の振り分け方法）が問題となる，と述べている。その上
で，今後，PIMの目指す受益者負担の考え方にしたがい
水管理を進めていく際には，具体的にどのような賦課方
式を採用すべきかを農民に示し，納得を図る必要があろ
う，と述べている。
佐藤ら（2007）は，農民参加による灌漑の基礎原理を
検討し，PIM実現の方法について提言を行う中で，平等
配水は，関係農民全員に維持管理活動へ協力・参加して
もらうための条件として特に重要な意味を持っているこ
とを強調している。
佐藤・石井（2007）は，組合員の水利組織に対する信
頼性を確保して，水利費の徴収率を高め，水利施設の維
持管理作業への全員参加を促すためには，①意志決定機
関としての水利組織は，当該水利事業の受益農民全員で
構成され，民主的に管理運営されなければならない，②
管理の方針や内容，組合費を含む管理事業の予決算など
は，すべて全組合員（受益農民）の承認によるべきであ
り，しかも透明性や説明性が備わっていなければならな
い，と述べている。
上記の 3つの議論からは，農民の維持管理に参加しよ
うと思う気持ちには，費用の振り分け方法や平等配水，
また，組織の一般的な運営原理である透明性，説明性な
どの要因が影響を与えることが分かる。
このように，農民の意欲に影響を与える個々の要因に
ついては議論されている。しかし，農民の労力負担意欲
とそれに影響を与える要因とが，どのような関係にある
のかについて焦点を当てた，包括的な議論は見られない。
したがって，現状では，意欲に影響を与える諸要因の
うち，どの要因に働きかけることが意欲を高めるために
より効果的であるのかを判断することはできない。その
ため，PIMの自立発展性の向上を目指してより効果的に
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農民の労力負担意欲を高めようとする場合には，働きか
ける要因の優先順位を定量的に判断し，働きかけるべき
要因を選択する方法が必要となる。

本章では，アジアモンスーン地域の開発途上国で PIM
が必要とされ，その導入が進められてきたものの，導入
した PIMの自立発展性の向上が課題とされるに至った
経緯を整理することで，本研究を今行う必要性について
明確にする。

　１　人口の増加と灌漑開発の進展
世界の開発途上国人口の 6割以上を有し，1960年代
後半から「緑の革命」が行われてきたアジアモンスーン
地域の開発途上国では，人口は 1961年から 2008年まで
の約 50年間で 2.4倍に増加した。その間，人口増加を
上回る 3.8倍に増加した穀物生産量は，主に単収が 3.3
倍に増加したことによって実現されてきた（Fig. 4）。
また，2009年時点で，穀物生産量の 52％を同地域
の代表的な主食である「コメ」が占め，その生産量 5
億 5600万 tのうち 2100万 tが輸出されている（FAO，

2011）。これは世界のコメ輸出量の 7割に相当する。そ
して，世界のコメ輸入量の 5割は，アジアモンスーン地
域以外の開発途上国が輸入し（Fig. 5），それらの国々で
は，コメは穀物輸入量の 1割を占めるとともに，その量
は年々増加している（Fig. 6）。このように，アジアモン
スーン地域の開発途上国で生産されるコメは，同地域の
みならず，地球規模で増え続ける人口に食糧を供給する
ためにも重要なものとなっている。
一般に，アジアモンスーン地域の開発途上国における
コメの単収の増加には，上述の「緑の革命」が大きく寄
与したと言われている。緑の革命とは，国際稲研究所
（International Rice Research Institute）などの国際機関や
各国政府によって 1960年代後半に開始された，①在来
品種に比べて肥料感応性（土壌の養分の吸収力）が高い，
②肥料を多投することにより穂の重量が増しても倒伏せ
ず収量の増加に結びつくように，短稈（茎が短くて太い）
である，③非感光性（日長と関係なく花芽が分化する）
である，④早生（栽培期間が短い）である，⑤病虫害抵
抗性が高い，などの特性を持つコメの「近代品種」を開
発・普及するとともに，従来に比べて肥料を多投し，灌
漑面積を拡大することによって，コメの大量増産を達成
したことを指す（David and Otsuka，1994）。
緑の革命の初期に開発・普及され，Miracle Riceと呼

Ⅲ　�アジアモンスーン地域の開発途上国における
PIM支援の必要性

データ）FAO (2011)

Fig. 4  アジアモンスーン地域の開発途上国の穀物生産量，穀
物単収，人口，灌漑面積，農地面積の推移

Transition of the production of cereals, the yield of cereals, the total 
population, the total area equipped for irrigation and the area of arable 
land/permanent crops in the Asian monsoon developing countries
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ばれた IR8などの近代品種は，当初は「高収量品種」と
呼ばれていた。しかし，それらの品種は常に高収量を実
現できるわけではなく，灌漑施設が整っている生産環境
でそれを実現できることから，近代品種と呼ばれるよう
になった。フィリピンの事例では，在来品種の天水田に
おける単収は最大約 2t／ ha，近代品種の天水田におけ
る単収は最大約 2.5t／ ha，在来品種の灌漑水田におけ
る単収は最大約 2.7t／ ha，近代品種の灌漑水田におけ
る単収は最大約 3.5t／ haであり，近代品種であっても，
灌漑施設が整っていない生産環境では，それが整ってい
る環境下の在来品種より収量が劣る場合があると言われ
ている（大塚，2003）。
緑の革命が始まる前のアジアモンスーン地域の開発途
上国では，多くの場合，6月頃から 11月頃までの「モ
ンスーン」と呼ばれる季節風が吹く雨期に稲を栽培し，
9月に入り，日長が 12時間以下になってから花芽を分
化する感光性の強い在来品種が使われていた。一方，冬
期は気温が制約条件となって稲作ができない日本のよう
な国とは異なり，東南アジアや南アジアで灌漑施設が
整っている地域では，日射量が十分で温度が高すぎない
冬から春に当たる乾期に稲を栽培する方が多収である
（秋田，2000）。そのため，緑の革命により非感光性かつ
早生であるという特質を持った近代品種が普及される
と，灌漑施設が整っている生産環境では，乾期作を含む
三期作も可能になった。
このことについて大塚（2003）は，正確な統計数値は

得られないが，アジアモンスーン地域における 1970年
代以降のコメの収穫面積の拡大は，近代品種の導入に
よって乾期の作付面積が拡大したことが大きな理由であ
る，と述べている。
上記のように，アジアモンスーン地域の開発途上国で
は，増え続ける人口に供給する食糧としてコメを増産す
る必要があった。そして，増産に直結する単収の増加や
収穫面積の拡大，それらの安定にとって，灌漑が極めて
有効な手段であったことから，灌漑施設の整備が積極的
に進められてきた。その結果，灌漑面積は 1961年から
2008年までの約 50年間で 2.4倍に増加し（Fig. 4），現在，
世界の灌漑面積の約 6割を占めている（FAO，2011）。
農林水産省（2011）が行った推計によると，世界の食
料需給は，今後とも穀物などの需要が供給をやや上回る
状態が継続する見通しとされている。また，コメの国際
価格（実質価格）は，2008年の 536ドル／ tから 2020
年には 555ドル／ tになると試算され，200～ 300ドル
／ tであった 2007年以前の水準に比べ，高い水準で，か
つ上昇傾向で推移する見通しであるとされている。この
ことからも，整った生産環境の下でコメを安定して生産
し，経済・社会の発展を支えるためには，灌漑の重要性
が高まることはあっても下がることはないと言えよう。

　２　水資源開発の限界状況
灌漑用水を含む水資源や，土地資源，生物資源などの
天然資源は，人々が生存し経済活動を行うための基盤で
あることから，Ⅰ章で述べたように世界人口が過去 50
年間で 2.2倍に増加する過程で，そのさらなる開発が必
要とされた。
一方，天然資源の開発が進むにつれて，熱帯林やオゾ
ン層の破壊，砂漠化や地球温暖化の進行，生物多様性
の喪失などの環境の破壊が，地球的規模で進んだ。そ
のような状況を受けて，1987年に国連の「環境と開発
に関する世界委員会」は，その報告書「Our Common 
Future」の中で，環境や資源を保全しつつ開発を進める
「持続可能な開発（Sustainable Development）」の実現へ
向けた対策の必要性を指摘した（World Commission on 
Environment and Development，1987）。
その後，持続可能な開発に対する認識が国際社会で

深まった 1992年に，ブラジルのリオデジャネイロに世
界 182カ国の代表が参集し，「環境と開発に関する国連
会議（地球サミット）」が開催された。ここで採択され
た，環境分野での国際的な取り組みに関する行動計画
「アジェンダ 21」には，灌漑を含む水資源の開発に関し
て，「淡水資源の質と供給を保護するため，水資源の開
発，管理および利用へ統合的アプローチを適用すること」
や，「持続可能な農業・農村開発を促進するため，住民
参加を確実に行うこと」が明記された（United Nations 
Environment Program，1992）。
この地球サミット以降，21世紀の持続可能な開発に

注）上記の値は，DACリスト（OECD，2009）掲載国から，①
アジアモンスーン地域の開発途上国 18カ国，②旧ソ連の 11
カ国，③旧ユーゴスラビアの 5カ国，を除いた 117カ国・地
域の合計である。

データ）FAO (2011)

Fig. 6  その他（アジアモンスーン地域以外）の開発途上国に
おけるコメなどの穀物輸入量
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は適切な水資源管理の実現が課題である，という認識が
国際社会の中で広まり，1996年には，地球規模で深刻
化しつつある水資源問題の解決策を見出すために，世界
的な水政策のシンクタンクである「世界水会議」が設立
された（国土交通省，2003）。
地球サミット開催 10年後の 2002年には，南アフリカ
のヨハネスブルグに世界 191カ国の代表が参集し，「持
続可能な開発に関する世界首脳会議（ヨハネスブルグ・
サミット）」が開催された。ここで採択された，持続可
能な開発を進めるための各国の指針となる「実施計画
（Plan of implementation）」には，灌漑を含む水資源の開
発に関して，「経済および社会開発の基礎となる天然資
源の保護と管理を達成するため，持続可能な水利用を促
進すること」が明記された（外務省，2002）。
さらに 2003年には，上述の世界水会議が主催して，
世界の水に関わる政策決定者，学識経験者，技術者，企業，
NGOなどさまざまな立場の人々が一堂に会し，将来の
水問題の解決について議論する「第 3回世界水フォーラ
ム」が，日本の京都で開催された。同フォーラムに合わ
せて開催され，170カ国・地域が参加した閣僚級国際会
議では，「閣僚宣言」が採択され，「限られた淡水資源お
よび環境に対する圧力が増大しつつあることを懸念す
る」とともに，「持続的ではない水管理を削減し，農業
用水の効率性改善のためにあらゆる努力を行うべきであ
る」ことが表明された（国土交通省，2003）。
このように，世界では，人口増加に合わせて増大する
水需要には，環境への圧力が懸念される新規の水資源開
発よりも，既存の水利用の効率性改善に重点を置くこと
によって対応し，持続可能な水利用を促進することが目
指されている。特に，農業用水は世界の水使用量の 7割
を占める（FAO，2010）ことから，その効率性改善と持
続的な水管理が強く求められる状況となっている。
ここで，アジアモンスーン地域の開発途上国におけ
る水資源開発の状況を，新規の大規模ダム建設を事例
に見ると，上述した環境問題に加え，開発が進んだ結
果，ダム適地が減少し建設コストが上昇するとともに
（Yudelman，1989），緑の革命の成功などによって穀物
価格が低下し，投資効率が悪化したことから，ダムの
建設数は 1970年代後半を境に減少に転じた（Barker and 
Molle，2004）。

Fig. 7は，アジアモンスーン地域の開発途上国のうち
灌漑面積が大きな 5カ国について，灌漑面積の伸び（対
前年比）を1999年から10年間示したグラフである。なお，
この 5カ国で，同地域の開発途上国の灌漑面積の 9割以
上を占める。
このグラフから分かるように，アジアモンスーン地域
の開発途上国では，灌漑面積の伸びは鈍化傾向にある。
その原因は，上述したように水資源開発が限界状況に達
した結果，灌漑面積を拡大する新規の灌漑プロジェクト
が抑制されたことなどであると考えられる。

このように，灌漑は増え続ける世界人口に食糧を供給
し，経済・社会の発展を支えるために必須なものである
が，その面積を拡大する「開発」局面は終わりを迎え，
現在では，既存の施設の機能を十分に発揮させ，それを
持続させる「水管理」に重点が移っている。

　３　�水利用の効率と持続性の向上を目指した取り組み
－PIMの導入－

これまでアジアモンスーン地域の開発途上国において
灌漑面積が拡大してきたのは，国際援助機関から支援
を受けた途上国政府が，大規模灌漑プロジェクトなど
を発案・実施してきた結果である（Faures and Mukherji，
2009）。
国際援助機関による支援の実績を，1944年に設立さ

れた世界最大の開発援助機関であるWB（世界銀行）に
ついて見ると，WBでは 1950年から 1993年までの融資
総額の 7％に相当する 310億ドルを灌漑分野に融資し，
そのうち 4割程度がアジアモンスーン地域に向けられて
いる（WB，1995）。また，1966年に設立されたアジア
地域の開発金融機関である ADB（アジア開発銀行）では，
灌漑排水分野への融資を開始した 1969年以降，2009年
までの間に，融資総額の 28％に相当する 525億ドルを

データ）FAO (2011)

Fig. 7  アジアモンスーン地域の開発途上国における灌漑面積
の伸びの推移
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同分野に融資している（ADB，2009）。
灌漑面積が数万，数十万 haにも及ぶ，いわゆる「大
規模な」プロジェクトが支持された理由について，
Ostrom（1992）は，①大規模なプロジェクトの方がより
大きな利益を生むという誤った先入観が持たれていた，
②大規模なプロジェクトの方が高率の政府補助金を得ら
れることがあったので，農民がそちらに賛成する場合が
あった，③大規模なプロジェクトの方が受益者は多いの
で，政策決定者がより多くの有権者の支持を得られる場
合があった，④援助機関の職員は，できるだけ多くの農
民や土地に水を配るプロジェクトを推進するように動機
付けられていた，ことを挙げている。
灌漑プロジェクトでは，建設された灌漑施設に十全の
機能を発揮させるため，水管理が不可欠である。上記の
ような大規模灌漑プロジェクトが実施される以前から存
在した，いわゆる「伝統的な」灌漑地区の多くは，灌漑
面積が数十 ha程度と小規模で，それぞれの地域におけ
るやり方で水管理が行われてきた（真瀬，1994）。これ
に対して，国際援助機関から巨額の融資を受けた途上国
政府が発案・実施してきた大規模灌漑プロジェクトでは，
完成した施設の多くは，政府自らによって水管理が行わ
れてきた。その理由について，Groenfeldt et al.（1999）は，
近代的な大規模灌漑プロジェクトの水管理には，多額の
資金，高い技術力，配水や費用徴収に係る法的権限など
が必要なので，政府だけがその能力を有すると信じられ
ていたからである，と述べている。
ところが，多数の小規模農民が灌漑プロジェクトの主
な受益者であるアジアモンスーン地域の開発途上国で
は，上流部の農民の過剰取水によって用水配分が計画し
たようにはうまくいかず，また施設を不法に破壊してで
も取水しようとする農民の行動を抑えることができな
かった（石井・佐藤，2003）。さらに，水管理を担う政
府機関の職員は，多数の小規模農民にきめ細かなサービ
スを提供する能力に欠けていた。その結果，政府が発案・
実施してきた大規模灌漑プロジェクトでは，灌漑施設の
急速な劣化や不平等な水配分などの問題が引き起こされ
るようになった（Vermillion and Sagardoy，1999）。
このようにして，多くのプロジェクトで灌漑の効果が
十分に得られなくなったので，当初計画で見込んでいた
穀物などの生産量は達成困難な過大なものとなった。同
時に，管理者である政府は水管理への支出を増やさざる
を得なくなったので，当初想定していた管理費は不十分
で過小なものとなった。その結果，支出（費用）が収入（便
益）を上回り，経済的な持続性は低下していった（Ostrom，
1992）。
上記のような，灌漑部門における水利用の効率と持続
性の低下という水管理の問題は，財政窮乏を抱える途上
国政府にとって重大な政治的懸案事項であった。そこで，
政府は管理費に充当する歳入を増やすために，受益者か
ら水利費を徴収したり，灌漑農地やそこから得られる生

産物に税金を掛けたりすることを検討した（Coward and 
Uphoff，1986）。しかし，そのような努力は，多くの国
の政府が水管理に必要な資金を調達することは難しいと
気付く結果に終わった（Vermillion and Sagardoy，1999）。
そこで，歳入を増やす代わりに，それまで政府自ら
が行ってきた水管理に灌漑用水の利用者である農民が
関わることにより，水管理に要する政府の歳出を減ら
そうという考え方が注目されるようになった。（Coward 
and Uphoff，1986）。水管理に関わる者に農民が選ばれ
た理由は，彼らが灌漑用水の直接の受益者であり，受
益者負担が求められた他に，Vermillion（1997）は，政
府職員の官僚主義的な管理に対して，農民は灌漑の効
果を上げようとする強い動機を持っていることを挙げ，
Groenfeldt（2000）は，灌漑用水に生計を依存している
農民は，慎重に水管理することに対する強い動機を持っ
ていることを挙げている。
このような背景のもと，1990年代初頭から，政府が

発案・実施した大規模灌漑プロジェクトにおいて，その
水管理に農民が参加する「PIM」が，灌漑開発に巨額の
融資を行ってきたWBを中心に積極的に進められるよ
うになった。
ところで，政府が発案・実施した大規模灌漑プロジェ
クトの水管理への農民の参加は，それが PIMとして積
極的に進められるようになる前から行われていた。例
えば，タイでは既に 1963年から，農業・協同組合省の
王室灌漑局（Royal Irrigation Department: RID）が主導
して，新規の灌漑プロジェクトにおいてWUA（Water 
Users’ Association）と呼ばれる農民水管理組織を設立し，
RIDとWUAが共同で水管理を行っていた（Duanduan 
and Piyasirinon，1992）。また，フィリピンでは 1984年
に，公共事業省の傘下にあった国家灌漑庁（National 
Irrigation Administration）が主導して，国営灌漑地区にお
いて IAs（Irrigators’ Associations）と呼ばれる農民水管理
組織を設立し，国家灌漑庁と IAsが共同で水管理を開始
した（Raby，2000）。さらに，メキシコでは 1980年代
前半に起こった財政危機を契機として，1988年に，そ
れまで政府の組織である灌漑区（Irrigation Districts）が
担ってきた大規模灌漑プロジェクトの水管理を，新たに
設立する水利用者の組織（Water Users’ Associationある
いはWater Users’ Organization）へ移管するプログラムが，
WBの支援を受けて開始された。その結果，1996年末
までに灌漑区の管理面積の 87％が水利用者の組織に移
管されるとともに，1980年代には灌漑区の水管理予算
の 80％を占めていた政府からの予算が，25％まで削減
されたと言われている（Palacios V.，2000）。
このメキシコの経験は，関係者の間で PIMの成功例
の一つとされたことから，1995年にWBの経済開発
研究所（Economic Development Institute。現在は World 
Development Instituteに統合。）とメキシコ政府が共同
で，第 1回 PIM国際セミナーを開催し，メキシコの事
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例は他国のモデルとして広く知られることになった。ま
た同年，上記の経済開発研究所が事務局となって，PIM
に関する意見・情報交換の場となる PIM国際ネット
ワ ー ク（International Network for Participatory Irrigation 
Management: INPIM）と呼ばれる非政府組織を設立し
（Groenfeldt et al.，1999），同研究所の安積発也氏が初代
事務局長となった。その後，同研究所は一連の PIM研
修プログラムを開発・実施し，それへの参加国をWB
の PIM関連の融資案件や融資計画に基づいて選抜した
（Groenfeldt et al.，1999）。
このようにして PIMは，WBのみならず，アジア，南米，

アフリカ各地域の国際銀行の灌漑排水事業への融資にあ
たって事実上の必要条件とされ，FAOや IWMIなどの
国際機関も技術の研究・開発に取り組んだことから（石
井・佐藤，2003），1990年代以降多くの開発途上国で導
入されることになった。

WBや IWMIでの在職経験を有するとともに，PIMに
ついて複数の著述がある人類学者 Groenfeldt（2006）は，
PIMという用語は，農民が中心となって行う水管理を
表す造語として 1990年代初頭にWBによって創り出さ
れたものであり，従来から存在したそのような水管理を
「PIM」と名付けたところにWBの貢献がある，と述べ
ている。
前出の Coward and Uphoff（1986），Ostrom（1992），真
勢（1994）の他，上記の第 1回 PIM国際セミナーが開
催される直前にWBが出版した報告書「Participation in 
Irrigation」（Meinzen-Dick and Reidinger，1995）においても，
Participatory Irrigation Managementという言葉を見ること
はできないことから，「PIM」は，INPIMが設立される
などした 1995年以降広く使われるようになったと考え
られる。
このように，PIMは，灌漑部門における水利用の効率

と持続性の低下という水管理の問題を解決するために取
り組まれ，今やアジアモンスーン地域のみならず，アフ
リカや中南米の開発途上国における灌漑開発において標
準的な考え方となっている。
なお，水管理問題の議論において，PIMとは別に「IMT

（Irrigation Management Transfer）」が使われる場合がある。
IMTは灌漑管理移管などと訳され，その意味は，「政府
機関から水利用者組合などの非政府組織への，水管理
の責任と権限の移転である。」（著者訳）とされている
（Vermillion and Sagardoy，1999）。

PIMと IMTの違いについて，Groenfeldt（2006）は，
灌漑用水の利用者である個々の農民が，直接的か間接的
かを問わず灌漑プロジェクトに参加するのが PIMの特
徴であるのに対し，受益者である個々の農民が参加する
かしないかを問わず，灌漑プロジェクトの管理を政府
から水利用者の組織に移管するのが IMTの特徴である，
と述べている。また，上述のメキシコの事例において，
政府の組織から農民の組織に水管理の主体が替わった結

果，個々の農民にとっては組織の意思決定過程が分かり
にくくなったと述べた上で，PIMの立場から見れば農民
は十分に参加していないが，IMTの立場から見れば移
管は完了している，と述べている。
「PIM」または「IMT」を表題に用いた，WB，INPIM，

IWMI，FAOなどの国際的な機関の報告書や指針を見る
と，これまでWBと INPIMでは PIMが用いられ（例えば，
Groenfeldt et al.，1999;　Raby，2000），IWMI と FAO
では IMTが用いられている（例えば，Vermillion and 
Sagardoy，1999;　Giordano et al.，2006）。しかし，近年，
前出の Groenfeldt（2006）が，「PIMには 2つの意味が
あり，1つはWBの従来の定義で，もう一つは政府の組
織から農民の組織への水管理の移管である。」と述べた
り，FAOの研究者が「PIM／ IMT」と表現したり（Facon，
2005），IWMIの研究者が「PIMは IMTを達成する手段
として用いられてきたので，2つの用語は置き換えて使
うことができる。」と述べたり（Mukherji et al.，2009）
している文献が見られることから，「PIM」と「IMT」は，
それぞれの意味（定義）は明確に示されているものの，
その意味に重なり合う部分が多い用語として取り扱われ
ていると考えられる。

　４　�第二世代の問題の発生とPIMの自立発展性の課題
開発途上国の灌漑プロジェクトにおいて実際に PIM

を導入する場合，国際援助機関や先進国から派遣された
技術者の支援を受けながら，途上国政府の灌漑部局の職
員が農民に働きかけて，彼らに水管理組織の設立を促す
とともに，その組織に水管理を担わせていくなどの方法
が多く見られる。具体的には，はじめに国際援助機関や
先進国の技術者，途上国政府の職員が対象地区の水管理
の現状を分析するとともに，ファシリテーターと呼ばれ
る進行役の支援を受けた農民が，自ら水管理に関わる問
題点を抽出，整理し，「農民水管理組織を設立し，農民
自らが水管理を行う」などの目標を設定する。そして目
標達成のために，水路の補修や水管理組織の会計処理な
どに関わる農民の能力強化を図る研修が行われるととも
に，農民集会での議論を通じて水管理組織の設立を促し，
設立された組織に完成後の水路の管理を担わせる，と
いった手順で進められる。このような手順が，水路の新
設・改良工事と合わせて進められる場合もある。
上記のような方法で，これまで多くの開発途上国が，
国際援助機関や先進国から財政的・技術的な支援を受け
ながら，PIMの実現へ向けた取り組みを行ってきた。
その結果，PIMが導入される前後を比較すると，不平
等な配水の改善や，配水に対する農民の満足度が上がっ
たことなどによる水利費徴収率の向上，さらには，水管
理を担当する政府機関の職員が減ったことによる灌漑プ
ロジェクトレベルでの政府の管理費支出の減少，などの
効果があがっていることが報告されている（Vermillion，
1997）。
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その一方で，「第二世代の問題」と呼ばれる，PIMを
導入したことにより新たに発生・顕在化した問題が見ら
れるようになった。
具体的には，PIMの実現を急ぐあまり，その受け皿

となる農民水管理組織を運営する農民の能力強化が不十
分なまま PIMを導入し，設立された組織が次第に機能
しなくなったり，もともと農業生産性が低く農民の家計
に余裕がなかった地域で水利費の徴収を始めたことによ
り，家計が圧迫されたり，水利費の徴収率が漸減したり
するなどの問題が発生した（Svendsen et al.，2000）。ま
た，農民水管理組織を設立したことにより灌漑プロジェ
クト内の農民が話し合う場が提供されたので，それまで
直接顔を合わせる機会が少なかった上下流部の農民間で
の，用水確保を巡る利害対立が顕在化した例も報告され
ている（Teamsuwan et al.，2010）。
このような問題により，国際援助機関や先進国から支
援を受けて導入した PIMの自立発展性は低下し，現在
では，多くの研究者や援助関係者が，今のところ全体と
して PIMは十分に成功しているとは言い難いと述べて
いる。
例えば，Facon（2007）は，FAOによる大・中規模灌

漑プロジェクトの評価結果をもとに，① PIMはその主
目的を達成することに失敗している，②設立された農民
水管理組織は弱体で水管理の決定にほとんど影響を与え
ていない，③計画と実際の配水が異なる状況は変わって
いない，と述べている。Munoz et al.（2007）は，世界
43カ国の IMTの事例を分析し，全体的に見て，世界中
で行われた IMTの結果は成功と失敗が混ざり合ってい
る，と述べている。Mukherji et al.（2010）は，大規模灌
漑プロジェクトにおいて PIMを導入したアジア 20カ国
の 108の事例を分析し，かなり多めに見積もっても 4割
以下しか成功しておらず，成功している場合であっても，
それは極めて特殊な諸条件の上に成り立っており，それ
らの条件は，他地区で再現できても，相当難しいか多額
の資金を必要とするものである，と述べている。

PIMが十分に成功していない理由について，Mukherji 
et al.（2010）は，伝統的な灌漑プロジェクトと同じよう
に農民は水管理ができる，という考え方自体が間違って
いること，また，政府職員に農民参加を促進するインセ
ンティブが与えられていないことを挙げている。石井・
佐藤（2003）は，成功しない理由は多く数え上げること
ができようが，と述べた上で，①水管理における農民組
織の継続的活動に，それぞれの国，地域の条件に応じた
適切なインセンティブを与えることが難しい，②トップ
ダウンからボトムアップへという PIMには決定権の委
譲が含まれるが，PIMを推進するべき政府，現場の役人
の，農民を低いものと見る伝統的な態度は簡単には改ま
らず，政府職員の中には，高等教育を受けた自分たちが
決定権を保持することが適切であると考える伝統的な態
度が根強い，③農民だけでは対応しきれない規模の施設

修理などをどのように取り扱うかという問題が適切に取
り扱われていない，ことを挙げている。
このように，PIMは，それを実現することにより水

利用の効率や持続性を向上させることができると広く考
えられ（Giordano et al.，2006），アジアモンスーン地域
の開発途上国においてその導入が進められてきた。しか
し，第二世代の問題の発生に見られるように，単に政府
機関から農民水管理組織に水管理を移管してしまえば済
むものではなく，農民が水管理を開始した後で，導入し
た PIMの自立発展性の向上という課題に直面し，それ
に取り組むための支援が必要な状況となっている。

前章で述べたように，PIMの自立発展性の向上が課
題とされる中，本章では，日本型 PIM支援プロジェク
トの優良事例における農民水管理組織の設立支援につい
て，タイ国チャオプラヤデルタで行われたMWMS（水
管理システム近代化計画）を対象にして，その現状を分
析する。
なお，本章の内容は，MWMSにおいて著者が行った，
農民水管理組織の設立支援の実証結果に基づくものであ
る。

　１　MWMS開始時点でのタイ国の農民水管理組織
世界の主要なコメ生産地の一つであるタイ国では，大
規模灌漑プロジェクトにおける幹線用水路，支線用水路
の水管理は，政府の一部局である RIDが担ってきた。一
方，小用水路（末端水路）の水管理は，農民に水管理組
織を作らせて行わせることとし，RIDは 1963年から組織
の設立促進を開始した（Duanduan and Piyasirinon，1992）。
その結果，MWMS開始直前の 1998年時点で，タイ国
全土において約 14,000の農民水管理組織が記録される
に至った（RID，1999）。しかし，それらの組織は水管
理において重要な役割を担うことが期待されていたもの
の，その機能を十分に発揮しておらず，特に，水需給が
逼迫する乾期の水配分において，その問題は深刻な状況
にあった（永代ら，1999）。
そのような状況の中，持続する PIMの実現を目指し
て，「圃場レベルの水管理を担う農民水管理組織が設立，
育成，強化され，RIDと農民水管理組織が支線用水路の
水管理を協力して行うこと」などを目的とした技術協力
プロジェクト「MWMS」が，1999年 4月から 5年間行
われた（Shioda et al.，2002）。

MWMS開始時点でのタイ国の農民水管理組織は，次
の 4つに区分されていた（Table 1）。

WUG（Water Users’ Group）は，4つの中で最も小規
模な組織であり，一般的には 1つの小用水路の水管理を
担う。

Ⅳ　�日本型 PIM支援プロジェクトの優良事例にお
ける農民水管理組織の設立支援の現状分析
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IWUG（Integrated Water Users’ Group）は，複数のWUG
から構成される上位の連合体であり，一般的には 1つの
支線用水路の水管理を RIDの職員と協力して担う。

WUA（Water Users’ Association）とWUC（Water Users’ 
Cooperative）は，水管理については IWUGと同じ機能を
持ち，農業用資材の販売などの水管理以外の機能を持つ
点が異なる。また，WUAとWUCは，前者は資材販売
などで得られた利益をメンバー個人に還元しないが，後
者は還元する，という点で区分されている。

　２　方法および対象
　　ａ　現状分析の方法
本章では，MWMSにおいて農民水管理組織の設立支

援が行われた 1999年 4月から 2001年 6月までの対象地
区の状況を，観察・記述する方法で分析した。その際，
①設立支援開始前の水配分，水利施設，農民水管理組織
の状況，②設立支援の方針の策定，③方針に基づく設立
支援の実践，④実践を通して明らかになった問題点，に
分けて分析した。
その上で，2001年 6月に農民水管理組織が設立され
てから 2009年までの組織の活動状況を，組織が持続的
に機能しているかという視点から，時間間隔を空けて観
察・記述する方法で分析した。
　　ｂ　対象地区の概要　

MWMSが行われたタイ国チャオプラヤデルタは，国
土の約 3分の 1を流域とするチャオプラヤ川の下流に広
がる約 120万 haの地域である。
チャオプラヤデルタにおける幹線・支線用水路の水
管理は，RIDの出先機関である地方灌漑局と，その傘
下にある 25の維持管理事務所が担っている（柚山ら，
2000）。MWMSでは，それらのうちチャオプラヤデルタ
上流東岸域のロッブリ県にある，コカティアム維持管理
事務所が管轄するコカティアム維持管理事業地区の支線
用水路 18Rの受益地（以下，18R地区という。）において，
農民水管理組織の設立支援を行った（Fig. 8）。

18R地区は，チャオプラヤ川から取り入れた水を，延
長 134kmのチャイナート・パサック幹線用水路を通し
て重力灌漑されている，約 14万 haの水田地域内にある。
MWMS開始時点では，幹線用水路から分岐した支線用
水路 18R（延長 9.972km）は，1950～ 60年代に建設さ

れた 21路線の小用水路（主に土水路）により 2,660ha
の水田を灌漑していた。また，チャオプラヤデルタには
雨期と乾期があるので，18R地区では，Table 2に示す
ように上流部と下流部，雨期と乾期の別によって，水
稲，深水稲，浮き稲が栽培されていた。そして，地区内
の 1,844haの農地を対象に行った調査によると，約 1/3
が自作地，約 2/3が小作地であった（Table 3）。
行政的には，18R地区の上流部はムアン郡コカティア

ム村，下流部はタウン郡バンリー村に属する。

Fig. 8　対象地区位置図
Location of the survey area
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区分（略号）
WUG IWUG WUA WUC

名称 Water Users’ Group Integrated Water Users’ Group Water Users’ Association Water Users’ Cooperative
管理区域（原則） 小用水路受益地 支線用水路受益地 IWUGと同じ IWUGと同じ
設立開始年度（西暦） 1974 1989 1963 1977

総数 12,057 1,701 69 61
総管理面積（ha） 491,000 458,000 90,000 89,000

注）Duanduan and Piyasirinon（1992）および RID（1999）をもとに作成

Table 1　タイ国における農民水管理組織（1998年時点）
Classification of water users’ organization in Thailand (as of 1998)

場所
季節

雨期 乾期

支線用水路 18R上流部 水稲 水稲

支線用水路 18R下流部 深水稲，浮き稲 水稲

Table  2　18R地区における水稲栽培区分
Classification of rice cropping in the 18R area
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　３　結果
　　ａ　�設立支援開始前の水配分，水利施設，農民水管

理組織の状況
18R地区が位置するチャオプラヤデルタでは，1970
年代に急増した乾期作と都市化の進行に伴い，乾期には
すべての需要を満たせるほどの水量は確保できず，各維
持管理事業地区への乾期の水配分は，雨期の末期のチャ
オプラヤ川上流ダム群の貯水残量によって決定されてい
た（Fujiki et al，2001）。
このような状況のもと，コカティアム維持管理事務
所の職員（以下，RID職員という。）からの聞き取りに
よれば，18R地区内の各水田は，雨期は毎年作付けでき
るものの，乾期は 3年に一度程度の作付けとなってい
た。また，幹線用水路から支線用水路 18Rへの分水量が，
実際には計画を大きく下回る場合もあった。そして，Ⅲ．
１で述べたように，日射量が十分で温度が高すぎない冬
から春に当たる乾期に稲を栽培する方が多収である（秋
田，2000）。そのため，18R地区では，乾期の作付けを
強く望む上流部の農民の過剰取水によって，用水配分が
計画したとおりにはうまくいかず，また水路を不法に破
壊してでも取水しようとする農民の行動を抑えることが
できないでいた。
その結果，MWMSが開始された 1999年時点で，支線
用水路は機能していたものの，上流部の一部を除いて，
ほとんどの小用水路は水が届かず維持管理されないので
機能していなかった。そのため，支線用水路から各小用
水路の取入れ口へ入った水は，主に田越し灌漑によって
各水田へ送られていた。
幹線用水路から支線用水路への分水量は，支線用水路
の最上流部に設置された水位標により観測されていた
が，それよりも下流で隣の支線用水路 19Rへの送水路
が分岐していたことから，実際に 18R地区へ配水され
ている量は測定されていなかった。
水管理については，支線用水路は RID職員が，各小

用水路は農民水管理組織のメンバーが，それぞれ行うこ
ととされていた。しかし，MWMS開始時点では，地区
内の計 317haを管理する 3つのWUGしかなく，活動も
ほとんど行われていなかった。また，支線用水路内の各
水位調整ゲートや各小用水路の取入れ口ゲートの操作

は，明確な規程に基づかず，RID職員の経験と農民から
の要望に基づいて行われていた。
　　ｂ　設立支援の方針

MWMSでは，農民水管理組織の設立支援を始めるに
あたり，18R地区の現状分析の結果および日本の重層的
農民組織による水管理の経験と知見をもとに，次に示す
設立支援の方針を策定した。
（1）小用水路の取入れ口ごとに 1つのWUGを設立
MWMS開始時点で存在していた 3つのWUGのうち

2つは，1本の小用水路の受益地を上下流で二分して設
立されており，その小用水路全体の水管理を担う組織は
なかった。しかし，同じ小用水路の水を使うすべての農
民は，各水田への水配分について共通の利害関係を持つ
とともに，共同で利用する小用水路を協力して維持管理
しなければ，継続して水を使うことはできない。また，
現状分析の結果から，18R地区では，1人の農民が複数
の小用水路の受益者になることはほとんどないと考えら
れた。
そこで，小用水路の取入れ口ごとに 1つのWUGを設
立することにした。
（2）	�支線用水路の受益地全域で同時期にWUGまたは

暫定WUGを設立
MWMSでは，農民水管理組織の設立支援の他に，既

設の小用水路を土水路からコンクリートライニング水
路に改良するため，小用水路建設事業（Ditch and dike 
project）への支援も行われた。
これまでそのような水路の改良や新設の工事が行われ
る場合，RIDは工事の進捗に合わせてWUGの設立を進
めてきた。また，支線用水路の受益地内にあるすべての
小用水路の工事が終わるまでには，予算などの制約から
数年掛かる場合が多い。したがって，工事が完了するま
での間は，支線用水路の受益地内にWUGが存在する部
分と存在しない部分とが混在することになっていた。
これに対して MWMSでは，小用水路の工事が行わ
れる区域ではWUGを，行われない区域では暫定的な
WUG（以下，暫定WUGという。）を，それぞれ同時期
に設立することにした。これは，支線用水路 18Rの水
管理について共通の利害関係を持つすべての農民が，水
管理について話し合い，決定する場に代表者を送ること
ができるようにするためである。
なお，暫定WUGは，小用水路の工事が行われる時に

正式なWUGとして発足することにした。
（3）WUGと IWUGを同時設立
上記（2）で述べたように，これまでは，すべての

工事が完了するまでの間は，支線用水路の受益地内に
WUGが存在する部分と存在しない部分とが混在した
ので，上位の連合体であり支線用水路の水管理を担う
IWUGは，すべてのWUGが設立された後に設立される
手順になっていた。
これに対して MWMSでは，WUGまたは暫定WUG

項目
面積
（ha）

割合
（%）

自作地  593.0 32.2

小作地 1,220.5 66.2

不　明   30.6  1.6

計 1,844.1 100.0

注 1）上表の農地の耕作者は 436人
注 2）JICA（1999）をもとに作成

Table 3　18R地区における農地所有状況
Land holding in the 18R area
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を設立した後，速やかに IWUGを設立（同時設立）す
ることにした（Fig. 9）。これは，支線用水路 18Rの水
管理について共通の利害関係を持つすべての農民の代表
者が，水管理について話し合い，決定する場をできるだ
け早く設けるためである。例えば，水路の建設により利
水条件が変わる当初から，共通の利害関係を持つすべて

の農民の代表者が話し合うことにより，先に設立された
WUGの農民が，自分たちに有利な利水条件を既得権で
あると理解することを防ぐことが可能になる。また，す
べてのWUGが設立された後になって，先に設立された
WUGの農民が「既得権の侵害に繋がるような話し合い
を行う IWUGには加入しない」，と主張することを防ぐ

注）Shioda and Onimaru（2007）をもとに作成

Fig. 9　WUGと IWUGの設立手順
Procedure for establishing WUGs and an IWUG
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ことも期待される。
上記（2）と（3）の方針は，集落と土地改良区が共同
で水管理を行っている，日本の重層的農民組織（岩田・
岡本，2000）の経験と知見をもとにしたものである。
（4） 水管理の費用を「組合費」として徴収
一般に，タイ国の農民は，「灌漑用水は国王から賜る
ものであり無料である」という，伝統に基づく意識を持っ
ていると考えられていた。これは，「灌漑」を意味する
タイ語「chonla prathaan」（チョンラ・プラターン）が，
文語で「水」を意味する「chon（la）」と，王語で「賜
る」を意味する「prathaan」とから構成されている（冨
田，1997）ことや，政府の灌漑担当部局（RID）の英名に，
王室を意味する Royalが付くことからも伺い知ることが
できる。
このような背景のもと，MWMSでは小用水路の水管

理に必要な経費を賄うため，農民に費用負担を求めるこ
とにしたが，PIMを導入した国でしばしば用いられて
きた「水利費（Water fee）」という意味の言葉を使うと，
あたかも水を有料にするかのような印象を農民に与え，
反発を招くことが予想された。
そこで，そのような言葉の代わりに，維持管理費を含
めたWUG，IWUGの「組合費（Membership fee）」であ
ると説明して，農民の理解を求めることにした。
（5） IWUGに監事を設置
これまで RIDが設立を進めてきた IWUGの組織には，
日本の土地改良区の「監事」（財産および理事の業務執
行を監査する者）に相当する役職が含まれていなかった。
そこで，MWMSでは監事を設け，IWUGの運営およ

び財政の状況を監督・検査し，IWUGの役員会に報告す
るとともに，総会の場でメンバーに報告する役割を担わ
せることにした。
（6） 農民の決定を尊重
RID職員の中には，水管理に関することは高等教育を

受けた自分たちが決定し，それに従うよう農民を指導す
るべきである，と考える姿勢が見られた。しかし，農民
による水管理が成功しない理由を彼らの教育水準の低さ
に求める考え方は，単純すぎて，問題の本質が理解され
ず，解決のための有効な手段を見つけることはできない
と考えられた。そこで，農民は他人が決定したことより
は，自ら決定したことの方に持続的に従うであろうと考
え，RID職員は農民を支援し助言を与えるものの，最終
的には農民の決定を尊重してWUG，IWUGを設立して
いくことにした。
（7） 水配分における役割分担を明確化
18R地区における IWUGの最も重要な役割は，RID
職員と協力して，各小用水路への水配分を適切かつ継続
して行うことであった。
一般に水配分，すなわち水管理における操作管理の内
容は，「決定」，「（狭義の）操作」，「監視」の 3つに分け
られる。MWMSでは，次に示す理由から，水配分にお

ける IWUG，WUG，RID職員の役割分担を，水路のレ
ベルと操作管理の内容に応じて，Table 4に示す形に明
確化した（佐藤，2001）。
はじめに支線用水路 18Rについて，「決定」は，本来

的には農民自身が担う役割であるが，農民は水資源の情
報や水利施設の構造的・水理的知識などの水に関する技
術的な知識を持っていないので，彼らの決定を技術的に
支援する役割を担うため，RID職員が参加し，IWUGと
ともに行うことにした。
「操作」は，特に乾期の水利用者（農民）による各水
位調整ゲートおよび各小用水路の取入れ口ゲートの違法
操作を防ぐため，「決定」された内容に従って RID職員
が行うことにした。
「監視」は，水配分の状態に最も関心を持つのは水利
用者である農民自身なので，IWUGが行うことにした。
次に小用水路については，支線用水路に比べれば技術
的な支援は必要ないし，幹線用水路から支線用水路への
分水量が計画を大きく下回り，小用水路に配分された水
が十分でない場合でも，その範囲の中で対策を決定し，
相互の調整を図ることが可能なのは農民なので，「決定」，
「操作」，「監視」のすべてをWUGが行うことにした。
（8） 水配分に関する役割分担の実践方法
水管理について，農民は条件が明確に与えられれば，

その範囲の中で最善の対策をとることが可能になる。幹
線用水路から支線用水路への分水量が計画を大きく下
回る場合でも，それが予定された量であれば，IWUGは
WUG間の調整を図り，各小用水路への水配分を決定す
ることができる（佐藤，2001）。
この考え方に基づき，MWMSでは，水配分に関する

役割分担を次の方法により実践することにした。
① これまで 18R地区では，農民は水配分に関する要望を，
直接，または集落の有力者を通じて RID職員に伝え
ていた。MWMSでは，IWUGが RID職員とともに水
配分を決定するので，各WUGのメンバーが水配分に
関する要望がある場合には，WUGのリーダーを通じ
て IWUGに伝えることにした。
② これまでは，幹線用水路から 18R地区への配水量が
観測されていなかったので，それが計画を下回ってい
るか否かを客観的に判断することはできなかった。そ
こで，MWMSでは，支線用水路 18Rの流量を観測す
ることとし，それに必要な，18Rを横断する観測用の

維持管理の内容
水路のレベル

支線用水路 18R 小用水路
決定 IWUG，RID職員 WUG

操作 RID職員 WUG

監視 IWUG WUG

Table 4　水配分における IWUG，WUG，RID職員の役割分担
Roles of IWUG, WUG and RID for water distribution
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橋と水位標を設置するとともに，RID職員用の観測手
引き書を作成し，流量観測の研修を行うことにした。
③ これまで支線用水路 18Rの配水計画は，RID職員が
農民代表に伝え，農民代表が集落に設置された拡声器
を使うなどして各農民に知らせていた。MWMSでは，
各小用水路の取入れ口の脇に掲示板を設置して，そこ
に配水計画を掲示することにより，農民が自ら計画を
確認できるようにすることにした。
　　ｃ　設立支援の実践
上記の方針に基づいて，次のとおり農民水管理組織の
設立支援を実践した。
（1）農民意向調査の実施
MWMS開始 7ヶ月後の 1999年 10月に，18R地区内
の 4つの集落において，4つのWUGのメンバーとなる
農民 132人のうち 81人について，WUG，IWUGの設立
に対する意向などを面接調査により把握した。その結果，
全員が設立の必要性を理解していると回答した（JICA，
1999）。
（2）WUG，IWUGの設立に向けた集落説明会の開催
意向調査の結果を受けて，2000年 5～ 6月に，18R
地区内にある 2つの村の 7つの集落に住んでいる，18R
地区内の水田を耕作しているすべての農民を対象に，暫
定WUGを含むWUGの設立に向けた説明会を開催した。
説明会では，RID職員などがWUGの必要性や参加する
ことにより得られる利益などを説明した後，WUG設立
について同意を求めた。その結果，すべての集落におい
て出席者の多数の賛同が得られるとともに，IWUGの設
立について話し合う場へ参加する集落代表者，副代表者
が互選された。
（3）IWUGの設立に向けた準備
IWUGの設立について話し合うため，2000年 7月に，

18R地区内の 7つの集落すべての代表者と副代表者を参
集した会合が開催された。会合では，近い将来 IWUG
として正式に設立すること目指した暫定的な IWUGの
設立が決定されるとともに，その代表者，副代表者，会
計，書記などの役員が互選された。

2000年 7～ 12月にかけて，暫定的な IWUGの役員全
員が参加する会議が月 1回の頻度で開催され，RID職員
なども出席して，正式な IWUGの設立に向けた話し合
いが行われた。その中で，RID職員などの支援を受けて，
IWUGの定款案が策定された。この定款案は，2001年 1
～ 3月に，18R地区の上下流部の 2ヶ所で農民に説明さ
れ，意見聴取も行われた。そして，暫定的な IWUGの
役員会において定款案が修正され，それに基づく具体的
な水管理の内容が集落代表者に説明された。さらに，同
時期に，暫定的な IWUGの役員などを対象に，水管理
に関する能力強化のための研修も行われた。
（4）WUG，IWUGの設立
小用水路の改良工事と合わせて 14のWUGが設立さ
れるとともに，工事が行われていない地域では 7つの

暫定WUGが設立され，2001年 6月に，18R地区内の
水田を耕作しているすべての農民に参加を求めて IWUG
設立のための集会が開催された。集会では IWUGの定
款について討議するとともに，組合費については 5バー
ツ／ rai／年（1バーツ＝約 3円，1rai＝ 0.16ha）とす
ることが参加者の多数決で決定された。そして，14の
WUGと 7つの暫定WUGから構成される IWUGが正式
に設立された（Fig. 10）。
また，IWUGには，支援方針に基づいて 2名の監事が
置かれた（Fig. 11）。
　　ｄ　設立支援の問題点

18R地区におけるWUG，IWUGの設立支援の実践を
通して，次に示す問題点が明らかになった。
（1）顕在化した上下流問題
IWUG設立以前の 18R地区では，上流部が有利な不
平等な水配分が行われ，上下流部の農民間で用水確保
を巡る利害対立（以下，上下流問題という。）が発生し
ていた。しかし，下流部の農民は排水路から自前の小型
ポンプで揚水することにより水を得られており，また，
18R地区全体の水管理を担う農民水管理組織がなく，上
下流部の農民の居住地が 10km程度離れていて直接顔を
合わせる機会も少なかったので，問題は顕在化していな

Fig. 10　18R地区における各WUGの位置図
Location of the WUGs in the 18R area
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かった。
ところが，IWUGが設立されたことによって，支線用
水路 18Rの水管理について共通の利害関係を持つすべ
ての農民の代表者が，水管理について話し合い，決定す
る場ができたことから，上下流問題は顕在化した。

MWMSでは，このような問題の発生を予想し，農民
間の調整を図って問題の悪化を防ぐために，IWUGの副
代表を上下流部の農民から 1名ずつ選出していたが，問
題の解決には至らなかった。
（2）活動を保障する法制度の不備
タイ国には，小用水路の工事や農民水管理組織の設
立について規定した法律（Field Dikes and Ditches Act;　
People’s Irrigation Act;　State Irrigation Act;　Cooperatives 
Society Act）はあったものの，日本の水利権に相当す
る法制度はなかった。このことから，18R地区では，
WUG，IWUGへの参加を拒む一部の農民に対して，彼
らが灌漑用水を利用することを法的に妨げることはでき
なかった。また，参加している農民に対しても，組合費
の負担を求めたり，計画外の取水に対する罰金の支払い
を求めたりする法的根拠はなく，IWUGの役員は説得を
続けるしかなかった。
　　ｅ　設立後の IWUG，WUGの活動状況

2001年 6月に IWUGが設立された後，IWUG，WUG
が次の活動を行っていることが観察された。

（1）設立 9ヶ月後（2002 年 3月）の状況
2002年 3月時点で，18R地区の既存の農民水管理組
織では見られなかった次の活動を IWUG，WUGが行っ
ていることが観察された。
①  2000年 7月に暫定的な IWUGが設立されてから 1年

8ヶ月の間，IWUGの役員会が月に 1回のペースで継
続して開催された。各役員は無報酬であり，オートバ
イのガソリン代などの交通費も自己負担であったが，
自発的に役員会に出席していた。
② Ⅳ . 3. b.（4）で述べたように，農民は，灌漑用水は
無料であるという意識を持っていると考えられていた
が，IWUGはWUGを通じて組合費の徴収開始に成功
した。
③ 各WUGのメンバーは，WUGリーダーの呼びかけに
応じて，担当する小用水路の草刈りや泥上げなどの維
持管理を開始した。
このように，水管理について共通の利害関係を持つ者
が話し合い，決定する仕組みが整うとともに，役員と農
民は組合費の徴収や維持管理を開始したので，設立され
た IWUG，WUGは持続的に機能するものと見込まれた。
（2）設立 1～ 3年後（2002 ～ 2004 年）の状況
Table 5は，IWUGが設立された翌年から 3年間（2002
～ 2004年）の，暫定WUGを除く 14のWUGの組合費
の徴収率（金額ベース）である。なお，MWMSによる

Fig. 11　18R地区における IWUGの組織図
Organization chart of the IWUG in the 18R area
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農民水管理組織に対する支援活動は，開始から 5年経っ
た 2004年 3月に終了したので，Table 5の 2004年の値は，
MWMSによる支援が行われていない時期のものである。

3か年平均 75％という徴収率は，徴収していても
50％に達しないタイ国の他の重力灌漑地区に比べて，非
常に高い値である（Shioda and Onimaru，2007）。
なお，IWUGの役員からの聞き取り調査によると，暫
定WUGについては小用水路の改良工事が未だ行われて
いないことから，組合費の徴収は開始されていなかった。
（3）設立 5年後（2006 年）の状況
Teamsuwan et al.（2010）は，2006年乾期までに 18R地
区の現地調査を複数回行い，その結果に基づいて，水配
分における監視とフィードバックが適切に行われていな
いので，上流部の農民に有利な不平等な水配分になって
いること，また，IWUGの財政管理について合理的な方
法が定められていないことが問題であると述べている。
その上で，問題は発生しているものの，18R地区の

IWUGはタイ国の他のWUGや IWUGよりも長期間機
能しているので，成功例と見なすことができる，と述べ
ている。
（4）設立 8年後（2009 年）の状況
Ⅵ章で述べるように，2009年 10～ 11月に，18R地
区の農民を対象とした質問紙調査を行った。調査に先
立ち現地を踏査した結果，18R地区では支線用水路 18R
から取水する新たな取入れ口が追加され，計 25路線の
小用水路により 2,770haの水田を灌漑し，IWUGメンバー
は 691人とされていた（RID，2009）。また，IWUGは，
RIDが小用水路建設事業の現場詰め所に使っていた建物
を譲り受け，そこを役員やWUGリーダーなどの会合場
所として利用していた。支線用水路 18Rは取入れ口か
ら末端まで機能しており，コンクリートライニング水路
への改良工事が行われた各小用水路も，経年劣化してい
るものの通水機能を維持していた。一方，IWUGの役員
からの聞き取り調査によると，上下流問題は解決してい
なかった。
上記のように，組織の設立から 8年が経過した時点で，
上下流問題は発生しているものの，IWUGが機能してい
ることが確認された。

　４　考察
　　ａ　�組織が持続的に機能する仕組みとしてのWUG

と IWUGの同時設立
18R地区では，水管理について共通の利害関係を持つ
者が話しあい，決定する仕組みを持った組織を設立する，
という支援方針を立てた。そして，それを具体化するた
めに，小用水路の水管理を担うWUGと，上位の連合体
であり支線用水路の水管理を担う IWUGを同時設立した。
佐藤ら（2007）は，PIMの基礎原理に関する研究の中で，
農業用水の利用では，幹線用水路，支線用水路，末端用
水路のあらゆるレベルで用水確保を巡って農民の利害対
立が存在するが，そのような対立のゆえに，農民の水利
用グループ結成と持続的活動が可能であると考える，と
述べている。そして，その理由として，一つの地域の農
民がグループを結成して他のグループに対して主張し，
対抗しない限り，自分たちの共通の利益を確保すること
ができないからである，と述べている。さらに，どのグ
ループも水管理に関して内部に対立を抱えているので，
共同の議論や作業が対外的に自分たちの共通利益を確保
することに繋がらなければ，内部対立によって，その組
織は崩壊してしまうことになる，と述べている。
この原理に基づいて，18R地区における農民水管理

組織を見ると，各小用水路の水を利用している農民は，
WUGを設立したので，支線用水路内の他の小用水路の
水を利用している農民に対して，用水確保に関する自分
たちの共通利益を主張し，対抗する体制が整った。そし
て，WUG設立後，上位の連合体である IWUGを速やか
に設立（同時設立）したので，IWUGの会合などの場に
おいて，実際に共通利益を主張し話し合うことができる
ようになった。さらに，支線用水路 18Rの水を利用し
ている農民は，IWUGを設立したので，幹線用水路内の
すべての支線用水路への水配分を決める RIDに対して，
そして RIDに影響を与える幹線用水路内の他の支線用
水路の水を利用している農民に対して，用水確保に関す
る自分たちの共通利益を主張・対抗することができるよ
うになった。このように，小用水路レベル，支線用水路
レベルでそれぞれ農民がまとまることが，用水確保に関
する彼らの共通利益を確保することに繋がる，という仕
組みを最初に作ったことが，組織の設立から 8年が経過
した時点で，IWUGが持続的に機能していることが確認
されたことに繋がったと理解することができる。
なお，WUGと IWUGが同時設立されていなければ，
上記の共通利益の確保ができないのみならず，Ⅳ．3．b．
（3）で述べたように，先に設立されたWUGの農民が，
自分たちに有利な利水条件を既得権であると理解して，
「既得権の侵害に繋がるような話し合いを行う IWUGに
は加入しない」と主張し，IWUGの設立が難しくなる可
能性があったと考えられる。さらに，先に設立された
WUGの内部でも，他のWUGの農民に自分たちの共通
利益を主張・対抗する必要がなければ，WUG内部でま

年
（西暦）

徴収率
（％）

2002 77.2
2003 70.5
2004 76.6

3か年平均 74.7

注 1）上表は，14のWUG（メンバー計 330名，対象面積計
816ha）の値である。

注 2）Shioda and Onimaru（2007）をもとに作成

Table 5　IWUGの組合費の徴収率（金額ベース）
Collection rates of the membership and O&M fees of the IWUG

(based on the amount of money)
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とまる必要がないので，利水条件の有利な農民が自分勝
手に取水し，内部対立によりWUGが崩壊する可能性が
あったと考えられる。
一方，最も有利な利水条件にある農民は，自分の利水
条件の悪化に繋がるので，農民水管理組織の構成員とな
るメリットは少ないと考えたかも知れない。
この点について，佐藤ら（2007）は，「政府が灌漑へ

の投資を行う目的は，第 1に経済的発展で，もちろん，
最終的にはそれを通じた国（地域）および住民生活の発
展，改善を図ることである。個々の農民の利益が増大す
ること自体は望ましいが，灌漑事業のように，全体とし
ての利用可能水量が限られている条件の下では，同時に
全員の欲求を満たすことはできない。そして，灌漑プロ
ジェクトとしての最大の収量は，地区内の全耕地に用水
が均等に配分されたときに実現する。地区全体としての
経済的利益と受益農民の均等（平等）な取り扱いという
社会的要請が一致するのである。」と述べている。
このことから，最も有利な利水条件にある農民も含め
て農民水管理組織が設立されるように支援することは，
水管理における政府の目標を達成するために必要なこと
であると言えよう。
　　ｂ　�チャオプラヤデルタにおける農民水管理組織の

支援方針
18R地区におけるWUG，IWUGの設立支援の実践結

果に基づいて，PIMの自立発展性の向上という視点から，
チャオプラヤデルタにおける農民水管理組織の支援方針
をまとめると次のとおりになる。
方針 1：  小用水路の取入れ口ごとに 1つのWUGを設

立する。
方針 2：  支線用水路の受益地全域で同時期にWUGま

たは暫定WUGを設立する。
方針 3：  WUGと IWUGを同時設立する。
方針 4：  水管理の費用を「組合費」として徴収する。
方針 5：  IWUGに監事を設置する。
方針 6：  農民の決定を尊重する。
方針 7：  水配分における役割分担を，Table 4に示し

たとおり明確化する。
方針 8：  各小用水路の取入れ口の脇に掲示板を設置す

るなどの方法で，農民が水管理に関する意思
決定をする際に必要な情報を提供する。

上記に加え，Ⅳ．３．ｄで述べた設立支援の問題点を
解決するために，次の 2つの支援方針を提案する。
方針 9：  上下流の農民が同意できる水配分のルールを

試行錯誤的に決める。
上下流問題は 18R地区に固有のものではなく，チャ

オプラヤデルタの他の地区でも発生する問題である（例
えば，Fujiki et al.，2001）。また，前項で述べたように，
農業用水の利用では，幹線用水路，支線用水路，末端用
水路のあらゆるレベルで用水確保を巡って農民の利害対
立が存在するが，そのような対立のゆえに，農民の水利

用グループ結成と持続的活動が可能であると考えられて
いる（佐藤ら，2007）。
このことから，上下流問題は，その発生を回避するた
めの支援方針を検討するのではなく，その悪化を防ぐ方
針を検討することが現実的であると考える。
ここで，これまで重層的農民組織による水管理が持続
的に行われてきた日本を見ると，かつて日本では，「見
試し（みためし）」と呼ばれる，水利秩序の再編が生じ
た際に何年間か試験的に地区内に通水し，試行錯誤的に
関係者の同意できる施設の構造・規模ならびに操作運用
を定めることが行われてきた（農業土木学会，2003）。
そこで，見試しをチャオプラヤデルタに応用し，水路の
改良工事などにより水配分の再編が生じた後，何年間か
掛けて，IWUGの会合などの場において上下流の農民が
同意できる水配分のルールを試行錯誤的に話しあい，決
定することにより，上下流問題の悪化を防ぐことができ
る可能性があると考える。
方針 10： WUG，IWUGの活動を保障するとともに，

農民にWUG，IWUGの設立に対するインセ
ンティブを与えるための，法制度を作る。

WUG，IWUGの活動を保証し，実効性を持たせるため，
次の項目を含む法制度を作ることを提案する。
① 小用水路の水を利用する者は，WUG，IWUGのメン
バーとする。
②  WUG，IWUGは，メンバーに対して組合費を賦課し
罰金を徴収することができる。
また，MWMSでは，小用水路の改良工事が行われた

地域の農民は，WUG，IWUGの設立に対して積極的な
態度を示したが，工事が行われなかった地域の農民は，
そのような態度は示さなかった。これは，工事によって
利水条件を改善することが，組織の設立に対するイン
センティブになったためであると考えられる。そこで，
WUG，IWUGの設立に対するインセンティブとなる，
次の 2つを提案する。
③ 農民が設立を発意したWUG，IWUGは，小用水路の
新設・改良・更新工事を RIDに要望することができ
る制度を作る。
④ 農民が設立を発意したWUG，IWUGは，水路の維持
管理への技術的・財政的支援を RIDに要望すること
ができる制度を作る。
上記の 10項目の方針は，必ずしもすべての国や地域
に適用できるものではないと考える。しかし，社会的・
風土的特性などの地域特性が 18R地区と類似である，
チャオプラヤデルタの他の地区におけるWUG，IWUG
の支援には，十分適用可能であると考える。

　５　本章のまとめ
MWMS開始前の 18R地区の農民水管理組織は，水管

理に重要な役割を果たすことを期待されていたものの，
実現はしていなかった。
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これに対してMWMSでは，水管理について共通の利
害関係を持つ者が話しあい，決定する仕組みを持った組
織を設立する，という支援方針を立てた。そして，それ
を具体化するために，小用水路の水管理を担うWUGと，
上位の連合体であり支線用水路の水管理を担う IWUG
を同時設立した。また，水配分に関する役割分担を水路
のレベル（支線用水路，小用水路）と操作管理の内容（決
定，操作，監視）に応じて明確化した上で，水管理を
開始した。その結果，設立から 8年が経過した 2009年
時点で，上下流問題が発生しているものの，IWUGが機
能していることが確認された。このように長期にわたり
WUGと IWUGが機能し続けている例は，タイおよびア
ジアモンスーン地域の他の開発途上国ではほとんど見ら
れず，MWMSは支援事業の優良事例と言える。
また，本章では，設立支援の過程で明らかになった問
題への解決策を含めて，チャオプラヤデルタにおける農
民水管理組織の支援方針を提案した。今後は，この方針
を実際にチャオプラヤデルタの他の地区に適用し，持続
的に機能する仕組みを持った農民水管理組織が設立され
ることが求められる。

本章では，日本型 PIM支援プロジェクトにおける自
立発展性の評価について，前章で取り上げたMWMSを
含む，8つの日本型 PIM支援プロジェクトを対象にして，
その現状を分析する。

　１　現行の評価手法
日本型 PIM支援プロジェクトは，技術協力プロジェ
クトの評価手法により評価されている。技術協力プロ
ジェクトは，専門家派遣，研修員受入れ，機材供与を
組み合わせた，ODAの一事業であり，JICAが実施機
関となって，1957年に開始されたプロジェクト方式技
術協力を再構築し，2002年から開始された（外務省，
2008b）。 
評価の現状分析を行った 2008年度当初時点において，
技術協力プロジェクトの評価は，JICA事業評価ガイド
ライン改訂版（国際協力機構企画・調整部事業評価グルー
プ，2004）に基づき，①プロジェクトの現状把握と検証，
②評価 5項目による価値判断，③提言の策定，教訓の抽
出とフィードバック，という 3つの枠組みで構成され
ていた。なお，上記のガイドライン改訂版は，2010年
6月に再度改訂されたが（国際協力機構評価部，2010），
この 3つの枠組みは基本的に変わっていない。
上記②の評価 5項目とは，Ⅱ．2で述べたように，

OECDの DACで提唱された開発援助事業の評価基準で
あり，妥当性，有効性，効率性，インパクト，自立発展
性の 5項目である。このうち本章で取り扱う自立発展性

は，Ⅰ．2で述べたように効果の持続性を，それ以外の
4項目について，妥当性はプロジェクトの正当性や必要
性を，有効性はプロジェクトの効果を，効率性はプロジェ
クトのコストと効果の関係を，インパクトはプロジェク
トによる波及効果を問う視点である。

Fig. 12に，上記の枠組みに基づいて行われる，実際
の評価調査の流れを示す。また，評価は，実施する時期
とプロジェクトの協力期間との関係により，事前評価，
中間評価，終了時評価，事後評価の 4種類に分類される。
はじめに，「プロジェクトの現状把握と検証」では，
評価の目的を確認した上で，評価対象プロジェクトの情
報整理を行う。その際，Fig. 13に例を示したプロジェ
クト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix: 
PDM）が活用される。

PDMは，「もし活動が行われれば，成果が達成され」，
「もし成果が達成されれば，プロジェクト目標が達成さ
れ」，「もしプロジェクト目標が達成されれば，上位目標
に貢献するであろう。」という仮説の連鎖に基づき，プ
ロジェクトの構成要因を論理的に示した枠組みである。
また，成果，プロジェクト目標，上位目標の達成度は，「指
標」欄に示された指標（例：米の生産高）と目標値（例：
A t以上）により測定される。PDMはプロジェクトの計
画段階で作成され，実施中は運営管理に用いられるとと
もに必要に応じて修正され，評価でも活用される。
中間評価以降の評価調査では，評価のデザインと呼ば
れる評価調査の計画を，評価 5項目ごとに評価設問など
を整理した評価グリッド（Fig. 14）にまとめる。評価設
問とは，評価調査で何を知りたいのかを具体的に表した

Ⅴ	 �日本型 PIM支援プロジェクトにおける自
立発展性の評価の現状分析

注）  国際協力機構企画・調整部事業評価グループ（2004）をも
とに作成

Fig. 12　評価の枠組みと評価調査の流れ
The framework for evaluation and the flow of evaluation survey
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もので，PDMの指標を活用し，「農産物の生産高は向上
したか」などの問が設定される。この評価グリッドに基
づいて，現地における聞き取り調査，質問紙調査，現場
観察などによりデータが収集される。
次に，「評価 5項目による価値判断」では，収集したデー
タの分析と解釈が行われる。具体的には，データの分析
結果をもとに評価 5項目の視点から価値判断を行うとと
もに，貢献要因と阻害要因を特定する。そして，それら
の結果をもとに全体の結論を導き出す。
最後に，「提言の策定，教訓の抽出とフィードバック」
では，評価 5項目による価値判断を受けて提言と教訓を
導き出す。そして，すべての結果を評価調査結果要約表
と評価報告書に取りまとめ，関係者へ報告する。 

　２　方法および対象
　　ａ　現状分析の方法
本章では，前節で述べた 3つの枠組みごとに，実際に
報告された評価結果を観察・記述する方法で現状を分析
した。
はじめに，「プロジェクトの現状把握と検証」では，

PDMと評価グリッドがそのツールである。そこで，
PDMの指標欄に記載された指標と，評価グリッドの自
立発展性に区分された評価設問を抽出・分析した。その
際，PDMの成果の指標については，栽培技術など PIM
に直接関係しない指標は除外した。記載されている指標
は，複数の文で表現されていることから，要約して整理
した。また，前節で述べた JICA事業評価ガイドライン
改訂版には，自立発展性に関する評価の視点として，政
策・制度，組織・財政，技術，社会・文化・環境，その
他が示されている。そこで，詳しい分析を行う予備的グ
ループを与えるため，整理した指標を上記の視点から区
分した。
さらに，評価グリッドの評価設問は，カウンターパー
ト（Counterpart: C/P）機関（技術移転の対象となる相手
国の機関）に関する設問と，農民組織に関する設問の 2
つに区分するとともに，PDMの指標と同様に，自立発
展性に関する評価の視点から区分した。
「評価 5項目による価値判断」については，自立発展
性の視点から価値判断した結果が，評価調査結果要約表
と評価報告書に記載されている。そこで，その中から
PIMの実現に関係する記述を抽出・分析した。貢献要因
と阻害要因，全体の結論についても同様とした。また，

指標 入手手段 外部条件
上位目標
X地域の作物生産の増大 米の生産高が A t以上 統計資料 農業政策が維持される
プロジェクト目標
X地域内の Y地区における灌漑効率の向上 乾期灌漑面積が B ha以上 実測調査 作物の市場価格が暴落しない
成果（アウトプット）
1.水利組合による配水計画の策定・実行

2.水利組合による継続的な施設の管理

1.計画値と実測値の差が
C％以上

2.水利費徴収率が D％以上

1.聞き取り調査

2.水利組合の記録

災害によって施設が壊滅的被
害を受けない

活動
1-1.水利組合の設立
1-2.配水計画策定の研修
…
2-1.維持管理指針の作成
2-2.施設補修の研修
…

投入
日本側　　　　　　　　　相手国側
　長期専門家　　　　　　　カウンターパート
　機材　　　　　　　　　　建物・施設
　研修員受入　　　　　　　運営費

農民が水利組合を辞めない

前提条件
農民が参加する

注）国際開発高等教育機構（2007）をもとに作成

Fig. 13　PDMの例
Example of PDM

注）  国際協力機構企画・調整部事業評価グループ（2004）をも
とに作成

Fig. 14　評価グリッドのフォーマット例
Example of the format of evaluation grid

5項目
その他の基準

評価設問 判断
基準・
方法

必要な
データ

情報源
データ
収集
方法大項目 小項目

妥当性
有効性
効率性
インパクト
自立発展性
その他
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いずれも文章で表現されていることから，要約して整理
した。
「提言の策定，教訓の抽出とフィードバック」につい
ては，提言と教訓が評価調査結果要約表と評価報告書に
記載されている。そこで，その中から PIMの実現に関
係する記述を抽出・分析し，要約して整理した。
　　ｂ　現状分析の対象

JICAは，協力期間が 2002年度以降におよぶ技術協力
プロジェクトを網羅したデータベースを公開している。
そこで，評価の現状分析を行った 2008年度当初時点に
おいて，このデータベース（JICA，2008）に含まれて
いる日本型 PIM支援プロジェクトを抽出し現状分析の
対象とした。Table 6に，対象とした 8つのプロジェク
トの協力期間，プロジェクト目標，成果，対象地区数・
面積，支援区分を示す。 
また，前節で述べた 4種類の評価のうち，2008年度
当初時点で公開されている最新の評価結果を対象とし
た。具体的には，Table 6の No.1, 2, 3プロジェクトは終
了時評価，No.5, 6プロジェクトは中間評価，No.4, 7, 8
プロジェクトは事前評価の結果を対象とした。中間評価
以降の評価で行われる評価グリッドの作成，評価 5項目
による価値判断，提言の策定，教訓の抽出とフィードバッ
クについては，No.4, 7, 8プロジェクトを現状分析の対
象外とした。

　３　結果および考察
　　ａ　プロジェクトの現状把握と検証
（1）PDMの指標
Table 7に，対象 8プロジェクトの PDMの指標を示す。

また，自立発展性に関する評価の視点から区分した結果
を，Table 7の右側に，上段から「自立発展性に関する
評価の視点による区分」，中段に「政策・制度」，「組織・
財政」，「技術」，「社会・文化・環境」，「その他」，下段
に必要に応じてさらに細分化して示す。
　（i）指標の相互関係の認識
Ⅴ .１で述べたように，PDMは成果，プロジェクト
目標，上位目標の間に連鎖関係を持つ。しかし，それぞ
れの達成度を測定して自立発展性の判断根拠を与える指
標については，その相互関係を示していない。
例えば，No.1プロジェクトでは，Table 7に示した

3つの成果の指標「水利組合活動に関する会合の出席
率」，「水利費徴収率」，「水利組合の定期的に適切に記帳
された会計帳簿」の目標値が同時に達成された場合に，
Table 6に示した成果「水利組合の効率的な運営が行わ
れる。」が達成されたと判断される。そこで，指標の相
互関係を検討するため，上記の 3つの指標の中の「水利
費徴収率」について，その目標値を達成するため活動す
る場合を考える。
開発途上国では，PIM導入前の水利費徴収率は全般的
に低い（Vermillion，1997）。また，水利費は水管理に必

要な経費を賄うために徴収されるが，社会的背景を軽視
したまま徴収しようと試みて，農民の激しい反発を招い
た事例も報告されている（国際協力事業団国際協力総合
研修所，2002b）。
ここで，目標値の達成を目指して，水利組合の役員や
彼らを支援する政府職員が水利費の徴収を強く進めたと
しよう。その場合，進め方に反発した組合員が，組合に
対する信頼を失い，その後の組合の活動や会合に参加し
なくなる可能性がある。その結果，別の指標「水利組合
活動に関する会合の出席率」の目標値の達成は困難にな
る（Fig. 15）。
このように，指標の相互関係を十分に認識していない
と，1つの指標の目標値を達成するための活動が，別の
指標の達成を意図せず阻害することになりかねない。
　（ii）透明性，公平性，説明責任の実現
農民水管理組織の持続的な活動には，水利費徴収にお
ける透明性，公平性，説明責任の実現が必要であるとさ
れている（佐藤（勝）・佐藤（政），2006）。この観点から，
Table 7の「組織・財政」欄に区分された指標を見ると，
1つのプロジェクト（No.4）で指標「組合の予算と収支
が農民に開示」が設定されているだけである。
しかし，どのプロジェクトであっても，徴収された水
利費が何に使われたのか（透明性），組合員間で受益と
負担が公平になるように使われたのか（公平性），など
の情報が組合役員から組合員へ伝えられない限り（説明
責任），組合員は受益に応じた負担であることを理解で
きない。その場合，組合員の水利費支払い意欲が持続す
る可能性が低くなるという問題が生じる。
　（iii）水利費徴収率による自立発展性の判断
Table 7の「組織・財政」欄に区分された指標のうち
財政面に関するものを見ると，2つのプロジェクト（No.1, 
3）で指標「水利費徴収率」が設定されている。Ⅱ .２
で述べたように，WB（1996）でも，灌漑排水セクター
における自立発展性の財政面の指標に，水利費徴収額／
計画維持管理費額，水利費徴収額／計画維持管理・更新
費額の 2つを示している。このように，財政面の指標に
水利費の徴収率や徴収額が使われるのは，比較的測定し
やすく，定量的に表すことができるためと考えられる。
一方，対象地区の収量が低い時に水利費徴収率が低
くなる事例が報告されている（佐藤（勝）・佐藤（政），
2006）。また，そのような理由により水利費徴収率が低
い（支払う能力がない）場合であっても，農民に支払う
意欲があれば，労力負担で代替することにより水管理が
適切に行われる場合もあり得る。
このように，財政面の指標に水利費徴収率（額）を単
独で使用すると，支払い意欲を測定することができない
ことから，自立発展性の判断を誤るという問題が生じる。
　（iv）指標の不統一性
Table 7の「その他」欄に区分された上位目標とプロ
ジェクト目標の指標を見ると，それぞれのプロジェクト
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プロジェクト名
（仮称）

協力期間 プロジェクト目標
成果

（PIMの実現に関係する成果を抜粋）

対象
地区数
・面積

支援区分
注 1）

No.1 1996.11～
2001.11
（F/U注 2）：
2001.11～
2003.11）

・ 営農活動の改善により，プロジェク
トサブサイトでの農業生産性が向上
する。

・ サブサイトにおいて水利組合の効率
的な運営が行われる。注 3）

1地区，
750ha

改善

No.2 1999.4～
2004.3
（延長：
2004.4～
2005.9）

・ 乾期に灌漑用水の効率的利用を通じ，
モデルエリアの乾期畑作物の作付面
積が拡大され，併せて作物多様化が
促進される。

・ 圃場レベルの灌漑排水施設の操作・
維持管理を担当する水利用者グルー
プが，設立・育成・強化され，王室
灌漑局注 4）と水利用者グループが，支
線用水路レベル以降の灌漑排水施設
の操作・維持管理を協力して行える
ようになる。

1地区，
2,560ha

設立・強化

No.3 2004.4～
2007.3

・ モデルエリアにおいて，水利組合が
地方政府による支援及び協調を通じ
て活性化することにより，灌漑施設
の適正な運用及び管理を行うモデル
が確立される。

・ モデルエリアの水利組合の組織が強
化される。
・ モデルエリアの圃場において，末端
まで効率的に灌漑用水が配分される。
・ モデルエリアの灌漑施設が適切に維
持管理される。また，現地の実態に
合わせて改善される。
・ 地方政府職員及びその他の関係者が，
水利組合に対し適正な指導を行うた
めの知識・経験を習得する。

5地区，
計 289ha

改善

No.4 2005.6～
2010.3

・ 対象地域において米の生産性が向上
する。

・ 対象地域において機能的な水利組合
が設立される。

1地区，
660ha

設立・強化

No.5 2005.6～
2010.6

・ モデルサイトにおいて，農民リーダー
及び水利技術者の能力向上を通じて，
農民参加による水管理が推進され，
収量・コストの両面で農業生産性が
向上する。

・ モデルサイトにおいて農民組織によ
る水管理が改善され，作物の多様化
が図られる。

3地区，
計 673ha

改善

No.6 2006.1～
2009.7

・ 水資源気象省注 4）および同省地方事務
所注 4）の技術力が向上する。
・ パイロットサイトにおける活動に参
加した農民が自主的に末端水路の水
管理を実施できるようになる。

・ 農民が水資源気象省地方事務所注 4）と
協力しながら末端水路の水管理活動
を開始する。

4地区，
計注 5）

2,360ha

設立・強化

No.7 2007.6～
2011.5

・ 農業生産性を向上させるために，政
府職員と農民組織の能力向上を図る
総合的な研修体制が確立される。

・ モデルサイトにおいて，農民組織の
運営管理に関して政府職員と農民組
織の能力が強化・改善される。
・ モデルサイトにおいて，灌漑施設管
理，水管理に関する政府職員と農民
組織の能力が強化・改善される。

3地区，
計 380ha

改善

No.8 2007.10～
2010.12

・ パイロットサイトにおいて，水利組
合を主体とした灌漑施設の適切な維
持管理・運用の下，効率的な水配分
が実施される。

・ 各パイロット地区の水利組合が持続
的な活動に向けて強化される。
・ 効率的な水配分を可能とする国家灌
漑庁注 4）と水利組合間の協調体制が整
備される。

8地区を
予定注 6）

設立・強化

注 1）「改善」は既存の農民水管理組織の活動の改善を支援，「設立・強化」は農民水管理組織の設立（再編を含む）と強化を支援す
ることを示す。
注 2）F/U：フォローアップ（追加的な支援）
注 3）アンダーラインは，PIMの実現に関係する部分を示す。
注 4）C/P機関（技術移転の対象となる相手国の機関）
注 5）モデルサイト（技術者の OJTを実施）1地区 260ha，パイロットサイト（育成された技術者が事業を実施）3地区 2,100haの計
注 6）8つの国営灌漑システムの中からプロジェクトサイト（水利組織を支援する場）を選定する予定
注 7）上表は，JICA（2008），各プロジェクトの公表されている最新の PDM（2008年度当初時点），No.1, 2, 3は終了時評価報告書，No.4, 7, 

8は事前評価／実施協議報告書，No.5, 6は中間評価報告書，をもとに作成
注 8）上表に示したプロジェクトの他に，C/P機関の技術者のみを対象として，PIMに関する技術力向上を目的の一部にしたプロジェ
クトが 1つある。

Table 6　協力期間が 2002年度以降におよぶ日本型 PIM支援プロジェクトの概要（2008年度当初時点）
Outline of JICA technical cooperation projects for PIM after 2002 JFY (as of the beginning of 2008 JFY)
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プロジェクト名
（仮称）

指標
（△は上位目標の指標，

●はプロジェクト目標の指標，
それ以外は成果の指標。

成果の指標は，PIMの実現に関係する部分）

自立発展性に関する評価の視点による区分
政
策
・
制
度

組織・財政 技術 社
会
・
文
化
・
環
境

その他
組
合
（
員
）
の
数

会
合
へ
の
出
席

会
合
開
催

組
合
規
則
制
定

水
利
費
徴
収
率

左
記
以
外

操
作

維
持
管
理

水
管
理
／PIM

左
記
以
外

所
得

生
産
量
・
面
積

灌
漑
面
積

左
記
以
外

No.1 △米の生産量，貧困発生率 ○ ○
●灌漑地域における平均単収 ○
水利組合活動に関する会合の出席率 ○
水利費徴収率 ○
水利組合の定期的に適切に記帳された会計帳簿 ○

No.2 △農業所得，持続的営農システム ○ ○
●乾期畑作物の栽培面積 ○
●（政府管理の）支線用水路の配水計画が策定・実行 ○
設立された水利組合（連合）数 ○
政府と水利組合連合が配水計画を協力して決定 ○
計画に基づき政府が施設を操作 ○
計画に基づき施設を操作・管理する組合割合 ○ ○

No.3 △（組合強化）指針案の取り組みを開始する組合割合 ○ ○
●乾期灌漑水稲の作付面積割合 ○
●水利組合強化指針案の策定 ○ ○
水利組合役員（組合員）の総会出席率 ○
水利費徴収率の増加割合 ○
組合の自主的な水利調整による水配分実績値 ○
組合が管理する水路延長 ○
組合策定の作付スケジュールに沿った作付面積割合 ○
乾期水稲の収量 ○

No.4 △農家所得，事業の成果が他地区で適用 ○ ○ ○
●米の生産量 ○
営農計画に従って適切に水配分 ○
水利組合規則が制定 ○
組合の会合が定期的に開催 ○
組合の予算と収支が農民に開示 ○
農民が堆砂取りや草刈り等の組合の活動に参加 ○

No.5 △作付率と収量の増加，灌漑費用・生産費用の削減 ○ ○
●畑作物の作付率の増加割合 ○
●畑作物の単収の増加割合 ○
●灌漑用ポンプの運転時間の減少割合 ○
（PIMに関する）ガイドライン，マニュアルの作成 ○
PIMを実践した研修受講済み技術者の割合 ○
PIMに参加した研修受講済み農民リーダーの人数 ○
水配分計画の実行 ○
操作マニュアルの実行 ○
施設の維持・補修ガイドラインの実行 ○
政府と農民組織等との（水管理の）話合いの場の設置 ○

No.6 △灌漑面積，米の単収 ○ ○
●研修の到達目標をクリアした技術者の割合 ○
●研修実施・運営システムに満足した研修生の割合 ○
●水管理を行う農家グループの数 ○
●学習した水管理を開始した農民数 ○
草刈り，土砂上げ，話し合い等の水管理活動が開始 ○

No.7 △農業所得，農業生産性 ○ ○
●一連の研修の開催数 ○
●農民の研修・普及に対する満足度の増加率 ○
●農民組合の能力評価の増加率 ○ ○
●研修アドバイザリー委員会の継続的な開催 ○
農民組合の組合員数の増加率 ○
総会・定期会合への組合員参加数の増加率 ○
農民組合内の部会設立数 ○
修得した技術・手法を実践した研修受講職員割合 ○
組合が灌漑スケジュールを作成・利用 ○ ○
組合が灌漑スケジュールに基づく適切な水管理を実施 ○

No.8 △近隣地区を含め実施した方策を採用した水利組合数 ○ ○
●作付率が向上した組合数 ○
●灌漑面積の計画と実績の差が減った組合数 ○
●水配分に関する組合員の満足度が向上した組合数 ○
操作・管理の規約が存在する組合の増加数 ○
理事会（総会）出席率が基準値以上の組合の増加数 ○
操作・管理への出席率が基準値以上の組合の増加数 ○ ○
正式登録された組合の増加数 ○
水配分計画・作付計画を遵守している組合の増加数 ○ ○
政府・組合間で合意された水配分計画・作付計画 ○ ○
政府・組合間の（水配分）調整会議の実施回数 ○
水配分計画・作付計画策定会議への組合からの出席率 ○
モニタリングレポートの提出期限を遵守した事務所数 ○

注）2008年度当初時点で公表されている，各プロジェクトの最新の PDMをもとに作成

Table 7　PDMから抽出・整理した指標
Extracted indicators from PDM
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で「所得」または「生産量・面積」に関する指標が設定
されている。灌漑は，作物の栽培に必要な水を，耕地に
人為的に供給することである（農業土木学会，2003）。
対象 8プロジェクトは，いずれも灌漑に関係するプロ
ジェクトであることから，作物の生産量・面積が増えた
ことや，それにより農民の所得が向上したことを測定す
る指標が設定されていることは，合理的である。
一方，すべてのプロジェクトが PIMの実現を目指し

ているにもかかわらず，上記の「所得」，「生産量・面積」
以外に区分された上位目標とプロジェクト目標の指標を
見ると，「研修実施・運営システムに満足した研修生の
割合」（No.6）と「農民の研修・普及に対する満足度の
増加率」（No.7）が，研修に満足した程度，という点で
類似の内容と見なせるほかは，7プロジェクト（No.2, 3, 
4, 5, 6, 7, 8）で設定された指標が，それぞれ異なる内容
となっている。
開発途上国では，国や地域によって，求められる施設
の整備・管理水準が異なることから，目標が同じであっ
ても，その達成度を測定する指標が異なることは合理性
を持つ。しかし，統一された指標がまったくないと，基
準となるものがないので，教訓を同種プロジェクトに
フィードバックする際に，関係者の間で達成度に関する
共通認識が形成されにくい。その結果，活用に値するか
否かの判断が分かれ，教訓の活用が難しくなるという問
題が生じる。
さらに，PIMの目的は「灌漑効率の向上」と「灌漑
施設の持続性確保」であることが知られている（佐藤，
2007）が，上記のように統一された指標がまったくない
ことから，PIM支援の目的自体について，プロジェク
ト関係者の共通認識が形成されていないことも考えられ
る。
　（v）総合的な指標の利点・欠点
水管理における操作管理は，農民に水を届けるための，
灌漑の中心をなす要素であり，Ⅳ .３.ｂ .（7）で述べ
たように，その内容は決定，操作，監視の 3つに分けら
れる（佐藤，2001）。
この観点から，Table 7の「技術」欄に区分された指
標を見ると，上記のように分類せずに，水管理や PIM

という用語を使って一括りに（総合的）に示しているプ
ロジェクト（No.5, 6, 7）がある。
このような総合的な指標は，指標の総数を減らし，評
価に伴う負担を軽くする利点がある。しかし，これらの
指標では，指標に含まれるどの要素が目標値の達成に貢
献・阻害したのかを知ることはできない，という問題が
ある。
（2）評価グリッドの評価設問
Table 8に，対象 5プロジェクトの評価設問を示す。
また，Table 8の右側の上段に「C/P機関に関する設問」
と「農民組織に関する設問」の区分，下段に自立発展性
に関する評価の視点による区分を示す。
　（i）社会・文化の視点
開発途上国の灌漑の現状は国により異なることから，

PIM導入に際しては，各国・地域の社会的・風土的特性
などの地域特性を考慮する必要がある（永代ら，1999）。
この観点から，Table 8の「農民組織に関する設問」の「社
会・文化・環境」欄を見ると， 1つのプロジェクト（No.1）
で「農民間の争いや反対派グループの有無」という社会
面に着目した問が設定されているだけである。
地域特性については，Ⅱ．1で述べたように，社会的
要素を明示的に説明できる可能性を持った「ソーシャル・
キャピタル」が提唱され，その計測手法も提案されてい
るが（国際協力事業団国際協力総合研修所，2002a），社会・
文化・環境に関する評価設問がない現状を見ると，依然
としてそれらの評価設問を加えることは，大きな負担で
あるのかもしれない。
しかし，本項（1）（i）で述べた，社会的背景を軽視

したまま水利費を徴収しようと試みて農民の反発を招い
た事例から見ても，プロジェクトの活動が地域に根ざし，
農民に受け入れられるものとなっているか否かの判断材
料を得るためには，社会・文化・環境に着目した評価設
問を加える必要がある。
　（ii）評価設問の設定時期
Table 8の「農民組織に関する設問」の「組織・財政」
欄を見ると，中間評価が行われ，実施中の 2つのプロジェ
クト（No.5, 6）において，該当する問が設定されていない。
両プロジェクトは，Table 7の PDMの指標の「組織・
財政」欄を見ても財政に関する指標が設定されていない
ことから，モニタリングも行われていないと推察される。
このように，プロジェクトの協力期間中に評価されず，
終了時に評価されるだけでは，必要な対策を講じる時間
が十分に取れないであろう。
　　ｂ　評価5項目による価値判断（自立発展性の視点）

Table 9に，対象 5プロジェクトの自立発展性に関す
る評価結果，貢献要因と阻害要因，評価の結論を示す。
（1）ガイドラインの適用限界
Ⅴ．２．ａで述べたように，JICA事業評価ガイドラ

イン改訂版には，自立発展性に関する評価の視点（政策・
制度，組織・財政，技術，社会・文化・環境，その他）

Fig. 15　指標が相互に関係している事例
Example of the relationship between indicators
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プロジェクト名
（仮称） 評価設問

C/P機関注 1）に
関する設問

農民組織に
関する設問

政
策
・
制
度

組
織
・
財
政

技
術
社
会
・
文
化
・
環
境

そ
の
他

政
策
・
制
度

組
織
・
財
政

技
術

社
会
・
文
化
・
環
境

そ
の
他

No.1 政策的支援 ○ ○
人員配置，定着状況［C/P機関の職員］注 2） ○
類似組織との連携［C/P機関と地方自治体との連携］ ○
必要経費の資金源（C/P機関および地方自治体） ○
公的補助の有無［C/P機関および地方自治体に対する補助］ ○
関連施設や供与機材の維持管理財源［C/P機関］ ○
プロジェクトで移転された技術の定着度［C/P注 1），協力農家，水利組合員］ ○ ○
供与機材の保守管理に係る技術レベル ○
住民による灌漑施設の維持管理レベル ○
農民間の争いや反対派グループの有無［反水利組合派の農民グループ］ ○
研修などへのアクセスの平等性 ○ ○
C/P機関の運営管理体制とレベル ○
水利組合の運営管理体制とレベル ○

No.2 C/P機関における活動の継続・モニタリングのためのシステム ○
実施機関の運営システム（C/P機関） ○
農民（水利組合）の意志決定能力，農民の参加，農民の意向 ○
プロジェクト効果を持続・発展させるために C/P機関で必要な予算確保に向けた努力 ○
水利組合運営費徴収のための持続的な仕組み ○
組合費徴収率が低い理由 ○
農業機械の維持管理費を賄うための基金 ○
C/P機関の技術力（新たな手法，必要な技術，知識を教える能力） ○
研修済み職員による他の技術職員や農民への手法・技術・知識の移転・開発の仕組み ○
新たな手法を獲得する機会［C/P，農民］ ○ ○
供与機材の維持管理 ○ ○
対象河川全流域へのテレメタリングシステム展開政策の継続 ○
現在の水管理政策の継続（水の効率的利用） ○ ○
水利組合のための法律・規則の枠組み ○
末端施設の建設・管理に関する地方分権化政策の効果 ○ ○
乾期畑作物奨励政策の継続 ○

No.3 政策的支援の継続可能性【水利組合強化政策の継続見込み】注 3） ○
組織運営財源確保の可能性【実施機関の予算確保の継続可能性】 ○

〃 【実施機関の財政支援の継続可能性】 ○
活動継続に必要な組織運営能力【実施機関の力量】 ○

〃 【モデルエリア水利組合の力量】 ○
移転された技術の定着度【C/Pの定着度】 ○

〃 【移転された技術の活用度】［C/P，水利組合，農民］ ○ ○
〃 【資機材維持管理能力】 ○

移転された技術の継続的活用・波及の見込み【水利組合支援に対するモデルエリア内外のニーズ】 ○ ○
No.5 C/P機関は，プロジェク

ト終了後にプロジェクト
の成果をどのように持続
させるつもりであるか。

【能力開発のための C/P機関の計画】 ○
【成果を持続させるために取られる措置（研修等）】 ○
【C/P機関による灌漑管理公社，農協へのサービス向上計画，プ
ロジェクト終了後のモデルサイト利用計画】

○

州政府，灌漑管理公社，農協は，モデルサイトの機能をどのように維持するのか。【灌漑管
理公社，農協によるモデルサイト維持計画】

○ ○

No.6 協力内容が今後も相手国側の政策として支援されるか（今後の灌漑農業の位置づけはどうか）。 ○ ○
プロジェクト終了後，C/P機関はその役割を
適切に果たすに足る能力を有するか。

【①組織面（位置づけとスタッフ配置の見通し）】 ○
【②資金面（C/P機関の活動予算の確保の見通し）】 ○

C/P機関内では，本プロジェクトがどのように認識されているか。 ○
常勤 C/Pは十分な技術力を有するか。 ○
研修を受講した C/P機関の技術者は 【①十分な技術力を有するか】 ○

〃 【②習った技術を活用しているか。活用の機会があるかどうか。】 ○
対象地域に移転された技術は他地域へ普及できる技術であるか。 ○ ○
技術を対象地域に普及するメカニズムはプロジェクトに組み込まれているか。 ○
パイロットサイトにおける活動に参加した農民が適切に末端水路の水管理を継続できるか。 ○
供与資機材の維持管理が協力終了後も適切に行われる見通しはあるか。 ○ ○
自立発展性に影響を与える貢献・阻害要因は何か。 ○ ○

注 1）C/P機関（技術移転の対象となる相手国機関）
注 2）［　］内は，評価設問には記載されていないが，評価報告書本文に記載されている事項。ここでは補足説明のため記載した。
注 3）【　】内は，評価設問に関係して記載されている詳細項目など
注 4）No.1は，評価グリッドは作成されていないが，該当する事項が「調査内容」に整理されていたことからそれを使用した。
注 5）No.1, 2, 3は終了時評価報告書，No.5, 6は中間評価報告書をもとに作成

Table 8　評価グリッドの評価設問（自立発展性に区分された評価設問）
Evaluation questions on evaluation grid (only related to sustainability)
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が示されている。Table 9の各プロジェクトも，その視
点から評価されているため，「自立発展性に関する評価
結果」欄の記載内容は，政策・制度（No.2の 2），No.3
の 1）），組織・財政（No.1の 4），No.2の 1），No.3の 3）），
技術（No.1の 1）と 2），No.3の 2）），社会（No.1の 3）），
その他（No.5の 1））に区分することができる。
一般に，灌漑プロジェクトの機能発揮のためには，水
管理（操作管理，維持管理，組織・財政管理）が必要で
ある。そこで，改めて Table 9の「自立発展性に関する
評価結果」欄を見ると，「水利組合による灌漑システム
の維持管理はかなり進歩」（No.1の 2））という維持管理
に関する記述や，「各水利組合でレベルは異なるが，会
議運営や会計管理を役員自身が徐々に実施」（No.1の 4））
などの組織・財政管理に関する記述はあるが，操作管理
に関する記述はない。しかし，操作により実現される平
等配水は，関係農民全員に維持管理活動へ協力・参加し
てもらうための条件として特に重要な意味を持っている
（佐藤ら，2007）。

このように，上述のガイドラインは，質の高い評価を
実施していくために役立つ「手引き」（国際協力機構企画・
調整部事業評価グループ，2004）であり，評価者が PIM
支援の専門家ではあっても PIM評価の専門家ではない
と考えられる現状では，大変有効である。しかし，技術
協力プロジェクト全般に適用される視点だけでは，持続
的な活動を実施するための根幹となる視点が抜け落ち，
自立発展性を的確に判断できない危険性がある。
（2） 貢献要因と阻害要因の具体的な分析
Table 9の No.2プロジェクトの各欄を左から見ると，
自立発展性に関する評価結果は「組合費徴収率も比較的
高く，活動に支障なし」とされ，その貢献要因は「農民
参加型灌漑管理計画が多く取り入れられていた」ことで
あると特定され，評価の結論は「ほぼ計画どおりに成果
は達成される見込み」であると導かれている。すなわち，
PIM導入がプラス要因として働き，組合費徴収率が高く
なったことが，成果達成と判断された大きな根拠と見な
せる。

プロジェクト名
（仮称）

自立発展性に関する評価結果 貢献要因と阻害要因注 1） 評価の結論

No.1 1） 水利組合員レベルでは技術指導の効果が発現
2） 水利組合による灌漑システムの維持管理はか
なり進歩。しかし，ラテラルごとに用水路レ
ベルで組合自身が維持管理するのに十分な技
術レベルには未達成。継続的な支援が必要

3） 反水利組合派の農民グループの存在は，円滑
な活動への影響が懸念。対話を試みながら，
上位レベルでも対応が必要

4） 各水利組合でレベルは異なるが，会議運営や
会計管理を役員自身が徐々に実施。今後に経
験を重ね，自己解決能力を高めていくことが
肝要

1） プロジェクト開始後のダムの嵩上げ工事やエ
ルニーニョなどの天候の悪条件が，効果の発
現に悪影響

1） 残りの期間で目標を
達成することは困難。
（PIM以外の活動も含め
て）2年程度のフォロー
アップが必要

No.2 1） 水利用者グループ連合は組合費徴収率も比較
的高く，活動に支障なし。ただし，地方分権
化政策の推進に伴い経費負担増が考えられる
ため，一層効率的な会計管理が必要

2） 法律に基づいた水利組織の登録手続き方法な
どについては，引き続き技術支援が必要

1） 農民参加型灌漑管理計画が多く取り入れられ
ていたため，農民のインセンティブが確保さ
れ，活動が円滑に進行。施設管理や水管理に
対する意識向上，新技術導入にもつながった。

1） ほぼ計画どおりに成果
は達成される見込み

No.3 1） 水利組合強化の必要性は現在の政策と合致
し，継続する見込み

2） 水利組合，特に役職員は必要な知識と技術を
既に習得。技術は徐々に対象地域に広まりつ
つある。

3） 水利組合強化に関する新制度創設から間もな
いため，関係機関の役割分担や責任の所在（制
度的環境と組織間調整）については不確定な
面もあり，本プロジェクトの自立発展性に関
しては今後に向けた課題が存在

1） 当該国には水利組合の組織化・強化を一括し
て担う機関がないことから，関係機関の関与
を最大限引き出せる現実的な実施体制を構
築。各機関の特徴を生かした貢献を引き出す
上で有効

2） モデルエリアで活動実績を有する NGOを活
用。現地コミュニティに関する知見や信頼関
係は，プロジェクト実施に有益

3） 多数の機関が関与していたことから，役割分
担や責任の所在が不明確になる場合があり，
阻害要因になり得た（回避したが，留意が必
要）

1） 目標は達成される見込
み

No.5 1） 農民リーダー向けの PIM普及については，研
修という形に限定せず，コストをかけずに普
及するためのツール開発等も検討の余地あり

1） 水利費が減額される予定。活動に反映できる
事項を検討する必要

1） 活動を加速する必要

No.6 ［C/P機関に関する記述のみ］ ［該当する記述なし］ 1） 目標は達成される見込
み

注 1）原文では，貢献要因は「効果発現に貢献した要因」，阻害要因は「問題を惹起した要因」として記述されている。
注 2）No.1, 2, 3は終了時評価報告書，No.5, 6は中間評価報告書をもとに作成

Table 9　自立発展性に関する評価結果，貢献要因と阻害要因，評価の結論（PIMの実現に関係する部分の要約）
Evaluation result on sustainability of PIM; hindering or contributing factors on PIM; evaluation result on PIM
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一方，評価時点で組合費徴収率が高くても，それは評
価年に特有の条件，例えば，仮に農外所得があって農家
所得が多かったために「本当は払いたくないけれど，今
は金銭的に余裕があるから払っても良い」と農民が考え
ていたためかもしれない。そのような場合には，農家所
得が少ない年には組合費を支払わないのみならず，労力
負担という形で活動に参加する可能性も低くなる危険性
がある。
このように，「貢献要因と阻害要因を特定する」現行
の評価の枠組みに大きな問題はないが，実際の評価にお
いて，評価時点で観察された現象がなぜ生じているのか
という貢献要因と阻害要因，要因の相互関係，現象と要
因の因果関係が明らかにされないと，自立発展性を的確
に判断し，合理的な結論を導くことは難しい。
　　ｃ　提言の策定，教訓の抽出とフィードバック

Table 10に，対象 5プロジェクトの提言と教訓を示す。

（1）阻害要因と提言の対応関係
提言は，評価対象プロジェクトに関して関係者が取る
べき具体的な措置，提案，助言とされる（国際協力機構
企画・調整部事業評価グループ，2004）。評価 5項目に
よる価値判断で特定された阻害要因を排除する，具体的
な措置や提案は，提言に示されることになる。改めて
Table 9の「貢献要因と阻害要因」欄を見ると，明らか
に阻害要因として記述されているのは，No.1プロジェ
クトの「ダムの嵩上げ工事や天候の悪条件」だけである。
しかし，Table 10の No.1プロジェクトの「提言」欄には，
対応する記述はない。
阻害要因を排除するための提言が具体的に示されてい
ないと，事業を改善することは難しい。さらに，プロジェ
クト関係者は，改めて阻害要因を排除する具体策を検討
しなければならない。
（2）プロジェクトの目標に応じた教訓の抽出

プロジェクト名
（仮称）

提言 教訓

No.1 1） 未達成であった成果については，更なる協力が必要
2） 今後建設される水路は，設計，施工などに農家の参加が必
要

3） 妥当な水利費を検討し，住民への説明・啓蒙が必要

1） ベースライン調査は，精通した専門家により検討・実施し，
結果をモニタリングにも活用する必要

2） プロジェクトの成功には，実施機関に社会文化的な状況把
握の必要性を認識させるとともに，専門家を投入して把握
に努める必要

3） 初期段階での関係者（水利組合加盟者数など）の把握が必
要

4） 評価指標は受益者も含めて設定し，質的向上も評価する必
要

5） PDMの概念的，抽象的な表現は，定義づけや認識の統一
が必要

No.2 1） 日本の土地改良区は PIMのモデルとして活用が期待できる
ことから，水利用者グループ連合のリーダーを日本での研
修に参加させるなど，上位目標達成に向けた新たな工夫が
必要

1） モデルエリアで成功した水利組織活動の活性化は，今後，
当該国内をはじめ各国で積極的に活用されていくべき。施
設整備と組織の立ち上げをセットにしたことが成功に導い
た1つの要因。ノウハウを共有するため，更なる分析を行い，
普及に耐え得る理論を構築することが必要

No.3 1） 達成していない指標については，理由を分析し，対応策を
講じ，モニタリングすることが必要

2） 水利組合強化取り組み指針の普及に関するロードマップ策
定が不可欠

3） 関係者間の調整は今後とも必要不可欠
4） 水利組合および関係機関の一層の能力強化が必要
5） 本プロジェクトを成功事例として紹介し，各地の状況に応
じて活用されるよう働きかける必要

6） 住民を対象とした活動経験や力量を持つ NGOなど，既存
の組織との連携・活用の強化が必要

1） 政府機関のみでは対応できない例もあることから，対象
地域での活動経験や，住民との信頼関係を構築している
NGOなどとの連携も含めた実施体制の構築が肝要

2） 活動に関する詳細かつ正確な情報を把握しておくことは，
プロジェクト全体管理にとって非常に有用

No.5 1） 農民リーダーに対する研修内容の質の向上
2） 農民に対する研修以外の普及ツールの検討
3） PIM実践ガイドのアウトライン，内容の検討
4） モデルサイト活動のモニタリングの実施
5） 農民ニーズに基づく施設改善支援と，プロジェクト終了後
の成果普及施策支援に関する検討

［教訓の記述なし］

No.6 1） 本プロジェクトで採用している農民参加型水管理のための
ファシリテーション方法（先進地視察と視察結果の共有，
農民自身による課題分析と水管理計画の策定など）は，シ
ンプルかつ適切。この手法の国内他地域への普及に向けた
検討が必要

1） 水路工事の経費は相手国負担が基本。しかし，「試験工事」
として一部日本側が負担することは，農民による水管理活
動を展開していくためにも必要な措置として妥当であり，
農民の主体的な水管理活動を促す「きっかけ」作りとして
も有効

注）No.1, 2, 3は終了時評価報告書，No.5, 6は中間評価報告書をもとに作成

Table 10　提言と教訓（PIMの実現に関係する部分の要約）
Recommendations and lessons learned on PIM
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教訓は，評価対象プロジェクトの経験から特定できる
もので，同種プロジェクトの参考になる事項とされる（国
際協力機構企画・調整部事業評価グループ，2004）。

Table 10の「教訓」欄を見ると，PIM実現を成功に導
いたことに関する具体的な記述は，「施設整備と組織の
立ち上げをセットにしたことが成功に導いた一つの要
因」（No.2の 1））と，「水路工事の経費を試験工事とし
て一部日本側が負担することが有効」（No.6の 1））の 2
つである。残りは，「ベースライン調査は，精通した専
門家により検討・実施し，結果をモニタリングにも活用
する必要」（No.1の 1））など，PIMの実現支援に特化し
ない，より広範な分野の支援に関係する事項である。
このような事項は，広範な分野のプロジェクトを改善
する際の参考になる。しかし，PIMに関する具体的な記
述がないと，他のプロジェクトの形成・実施に参考とな
る情報がフィードバックされないことから，日本型 PIM
支援プロジェクト全体を改善していくことは難しい。
（3）教訓の前提条件
農民が小作農で小作地がしばしば変わる場合，長期的
に見て誰が水管理に参加するかが問題となり，農民は
参加を思いとどまることが報告されている（Ounvichit et 
al.，2008a）。そのような地区では，農民が同じように小
作農であっても小作地が変わらない地区とは，異なる
PIM実現の進め方が求められる。
この観点から Table 10の「教訓」欄を見ると，対象
農民が自作農か小作農かなど，評価対象プロジェクトの
水管理の前提条件に関する情報は示されていない。前
提条件が示されていない教訓は，同種プロジェクトに
フィードバックされ利用されても，前提条件が合致して
いない場合には，有効に機能しない。

　４　本章のまとめ
本章では，日本型 PIM支援プロジェクトにおける自

立発展性の評価について，前章で取り上げたMWMSを
含む，8つのプロジェクトを対象にして，その現状を分
析した。その結果，現行の自立発展性の評価では，
①  PDMには指標の相互関係が示されていないことから，
その関係を十分に認識していないと，1つの指標の目
標値を達成するための活動が，別の指標の達成を意図
せず阻害することになりかねない，
② 活動が地域に根ざし，農民に受け入れられるものと
なっているか否かの判断材料を得るためには，社会・
文化・環境に着目した評価設問を加える必要がある，
③ 評価のガイドラインの視点から価値判断しているが，
それだけでは，平等配水など持続的な活動を実施する
ための根幹となる視点が抜け落ち，自立発展性を的確
に判断できない危険性がある，
④ 「貢献要因と阻害要因を特定する」現行の評価の枠組
みに大きな問題はないが，実際の評価において，要因
の相互関係や，評価時点で観察された現象がなぜ生じ

ているのかという現象と要因の因果関係が示されてい
ないので，自立発展性を的確に判断し，合理的な結論
を導くことは難しい，
⑤ 「教訓」にPIMに関する具体的な記述がないことから，
必要な情報がフィードバックされず，日本型 PIM支
援プロジェクト全体を改善していくことは難しい，
などの問題のあることが明らかになった。
このことから，Ⅰ．４で述べた「評価の現状を分析す
ることにより，農民の労力負担意欲に影響を与える要因
を明らかに」するために，現行の評価は必ずしも有効で
はないと考えられる。

ODA予算の削減が進む中，上記の問題に取り組むこ
とは関係者にとって大きな負担かもしれない。しかし，
PIMの自立発展性を向上させるためには，事業実施中に
所要の対策を講じられるように，自立発展性を的確に判
断できる手法の確立が必要である。

前章において，現行の自立発展性の評価は，農民の労
力負担意欲への影響要因を明らかにするために，必ずし
も有効ではないと考えられた。
そこで本章では，既往研究に基づいて，農民の労力負

担意欲に影響を与えると考えられる要因を整理・検討す
る。その上で，MWMSが行われたタイ国チャオプラヤ
デルタの 18R地区で質問紙調査を行い，その結果を使っ
て意欲と影響要因との関係を分析することにより，意欲
を高めるための方法を明らかにする。

　１　方法および対象
　　ａ　要因分析の方法
本章では，はじめに，労力負担意欲を含めて農民の労
力負担行動に影響を与えると考えられる要因を整理し
た。次に，労力負担意欲に着目して，それに影響を与え
ると考えられる要因を整理・検討し，そのうち主要な要
因については，さらに検討を加えた。
具体的には，農民水管理組織に関する入手可能な既往
研究の中から，維持管理に影響を与える要因について記
述した部分を抽出し，それらの要因の中で外部からの働
きかけによって要因の状態を変化させ得るものを選択し
た。これは，働きかけることができる要因を対象にした
方が，目的とする労力負担意欲を高める方法について検
討する上で効果的だからである。
そして，主な要因（労力負担行動，労力負担意欲，意
欲に影響を与えると考えられる要因のうち主要な要因）
と，その要因に影響を与える上記の「選択した要因」と
の関係について記述した。その際，主な要因に影響を与
える個々の「選択した要因」間の関係は，事例地区のデー
タで関連性を確認するに留めた。これは，「選択した要因」
のうちどの要因に働きかけるかを検討する上で，働きか

Ⅵ　農民の労力負担意欲への影響要因の分析
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ける要因と別の要因との間に，本来目的とする労力負担
意欲の向上を阻害するような関連性が見られるかどうか
確認すれば十分だからである。
その上で，事例地区において，Ⅵ．1．cで述べる質

問紙調査により，整理・検討した各要因の指標のデータ
を入手し，要因間の関連性を分析した。
最後に，分析結果に基づき，労力負担意欲を高める方
法について検討した。
　　ｂ　事例地区の現状および対象者
本章では，Ⅳ章で述べたように農民水管理組織が持続
的に機能する仕組みを持って設立され，日本型 PIM支
援プロジェクトの優良事例と言われる「18R地区」（タ
イ国のコカティアム維持管理事業支線用水路 18R受益
地）を事例地区とした。
次項で述べる質問紙調査を行った 2009年時点で，

18R地区では幹線用水路から分岐した支線用水路 18R
（延長 9.972km）が，計 25路線の小用水路により 2,770ha
の水田を灌漑していた。上流部にある 14路線はコンク
リートライニング水路であるが，他の路線は土水路であ
る（Fig. 16）。また，Ⅳ章で述べたように，日本の技術
協力プロジェクト「MWMS」の支援を受けて，小用水
路ごとのWUGと上位の連合体である IWUGが設立さ
れ，水管理の 3要素（操作管理，維持管理，組織・財政
管理）のうち維持管理は，小用水路などの末端レベルの
施設をWUGが，支線レベルの施設を RIDの出先機関
であるコカティアム維持管理事務所が，それぞれ担当し
ていた。なお，MWMSの終了時評価報告書では，本地
区で成功した農民水管理組織の活動は，各国で展開され
る PIMの優良事例として活用されるべきであり，成功
に導いた要因を分析し，普及に耐え得る理論を構築する
必要があると述べられている（国際協力機構農業開発協
力部，2003）。
コンクリートライニング水路と土水路とでは，維持管
理を初めとする水管理の条件が大きく異なることから，
本章では，18R地区のうちコンクリートライニング水路
を維持管理する計 14のWUG（水田面積計 818ha，メン
バー計 319人）に属する農民を分析の対象とした。
　　ｃ　質問紙調査の方法
（1）データ入手方法
質問紙は，Ⅵ．1．aの方法で整理・検討した各要因

に対応すると考えられる質問事項から構成した。その際，
長すぎる質問紙は拒否率の上昇，信頼性の低下を招く場
合があると言われている（直井，2007）ので，1要因 1
質問を基本とし，必要に応じて質問を追加した。
質問紙は，前項で述べた計 14のWUGのメンバーか

ら抽出した 202人（標本抽出率 63％）を対象にして，
2009年 10～ 11月に調査会社の調査員による個別面接
調査により回収した。対象者は，総数を 200人とした場
合に，WUGのメンバーに占める対象者の割合が，でき
るだけ均等になるように各WUGに抽出数を割り付けた

上で，各WUGの名簿から無作為に抽出した。抽出した
者から回答が得られなかった場合は，その分の抽出を繰
り返した。質問すべてに回答した対象者は 194人であっ
たが（有効回答率 96％），それ以外の対象者についても，
西口（2007）に従い，欠損値が影響しない分析では使用
し，影響する分析では対象から外して，202人全員のデー
タを使用した。
回答者の属性と稲作の概要を Table 11に示す。
（2）データ分析方法
分析に使用するデータが，順序尺度の回答選択肢から
得られた質的データであることから，要因（変数）間の
関連性は，クロス表とケンドールの順位相関係数 τbを
使って分析した。τbは，－ 1～＋ 1の範囲の値をとり，
変数間に関連性がなければ 0となる。

注）RID（2009）をもとに作成

Fig. 16　18R地区の灌漑排水施設模式図（2009年時点）
Scale diagram of irrigation and drainage facilities in the 18R area (as 
of 2009)
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なお，分析には SPSS社製の PASW Statistics 18を使っ
た。

　２　結果
　　ａ　労力負担行動に影響を与える要因
　（1） 要因の整理
維持管理の「費用」負担を議論した既往研究によれば，
費用負担を実現するためには費用の振り分け方法が問題
になると言われている（石井ら，2005）。また，費用の
徴収には，支払い意欲，支払い能力，徴収方法の 3つが
要因になっていると言われている（佐藤（勝）・佐藤（政），
2006）。
本章では，「労力負担の振り分け方法」，「労力負担意
欲」，「労力負担能力」，「労力負担の履行方法」の 4つが，
農民の労力負担行動に影響を与える独立的要因であると
考える。なぜなら，①農民水管理組織のメンバー間で，
納得できない農民がいるほど振り分け方法が不公平であ
れば，その農民は負担を回避しようとする，②振り分け
られた負担が公平であっても，そもそも農民に負担しよ
うと思う気持ち（意欲）がなければ，負担しようとしな
い，③負担が公平かつ意欲があっても，農民に負担する
能力（体力，時間，技能など）がなければ，負担するこ
とはできない，④以上の 3項目が満足されても，多くの
農民が参加しにくい日時に作業が行われるなど負担の履
行方法が不適切であれば，実際には多くの農民が負担で
きないからである。
（2）事例地区における要因間の関連性
Table 12に，労力負担行動とそれに影響を与えると考

えられる上記の 4つの要因とのクロス表および順位相
関係数を示す。順位相関係数の値は，意欲が約 0.4，振
り分け方法が約 0.3，履行方法が絶対値で約 0.2であり，
これら 3つの要因と労力負担行動との間に関連性が見ら
れ，意欲の値が最大であった。
また，Table 13に示したように，意欲と他の 3つの要

因との順位相関係数の値は，ほぼ－ 0.1～ 0.0（有意差
なし）であり，働きかけにより意欲が向上しても，その
ことが原因となって他の 3つの要因が労力負担行動を阻
害するような関連性は見られなかった。
一方，労力負担能力の順位相関係数の値はほぼ 0.0（有

意差なし）であり，労力負担行動との間に関連性は見ら
れなかった（Table 12）。これは，18R地区で農民に振り
分けられた負担が，草刈りや泥上げなどの水路の掃除を
中心に年 2回程度と小さかったことから（Fig. 17），能
力が低くても行動に支障が出なかったと理解するべきで
あろう。
　　ｂ　労力負担意欲に影響を与える要因
（1）要因の整理
本章では，外部からの働きかけによって要因の状態を
変化させ得るという側面から見て，労力負担意欲には次
の要因が影響を与えると考える。
　（i）灌漑施設・用水に対する受益意識
灌漑施設・用水から利益を受けているという意識を「受
益意識」と表すと，それは労力負担意欲に影響を与える
であろう。なぜなら，維持管理の労力負担は，将来の持
続的な利益を期待して行うものだからである。
　（ii）所属組織に対する義務感
ほとんどの集団にはそこに所属する者が守るように期
待される規範（行動や判断の基準）がある。そして，人
は集団に属していること（集団成員性）を意識すると，
その規範に従おうという意図を持つようになると考えら
れている（柿本，2000）。
このことから，所属組織の規範に従おうという意図を

「所属組織に対する義務感」と表すと，農民が集団成員
性を意識している場合，義務感は労力負担意欲に影響を
与えることになる。なぜなら，ごく一般的には，種類，
頻度，方法はさまざまであるものの，PIMへの支援に
より新たに設立される農民水管理組織では，労力負担は
メンバーの義務とされている（Vermillion and Sagardoy，
1999）からである。
　（iii）配水に対する不安・期待
灌漑施設・用水が使えなくなる事態を予想した時の漠
然とした不快な気分を「配水に対する不安」と表すと，
それは労力負担意欲に影響を与えるであろう。なぜなら，
自分が労力負担をしないと，そのような事態が起こる危
険性が高まるからである。
不安とは逆に，灌漑施設・用水の状況が現在よりも改
善されると当てにすることを「配水に対する期待」と表
すと，それも労力負担意欲に影響を与える。なぜなら，

項目 調査結果
性別 男 148人（73.3％），女 54人（26.7％）
年齢 平均 58.8歳（標準偏差 10.2歳）

自・小作注）

雨期：自作 49人（24.2％）
小作 148人（73.3％）
無回答 5人（2.5％）

乾期：自作 51人（25.2％）
小作 146人（72.3％）
乾期作付けなし 1人（0.5％）
無回答 4人（2.0％）

作付面積注） 雨期：平均 2.9ha（標準偏差 2.1ha）
乾期：平均 2.9ha（標準偏差 1.9ha）

過去 3年の乾
期作付け期数

1期 184人（91.1％）
2期 10人（5.0％），
3期 7人（3.4％）
乾期作付けなし 1人（0.5％） 

注）「自作」とは自分の所有地への作付面積（以下，自作面積という）
が借地への作付面積（以下，小作面積という）以上の者，「小作」と
は自作面積が小作面積未満の者とした。また，「雨期」の作付面積は
調査を実施した 2009年の雨期，「乾期」の作付面積は過去 3年間に
作付けした直近の乾期の面積とした。

Table 11　回答者の属性と稲作の概要
Attributes of respondents and their rice cropping
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労力負担は，施設と水の状況の改善に繋がるからである。
なお，農民が抱く期待と不安は，過大・過小なものと
ならないことが必要である。例えば，上流側の農民の過
剰な取水が原因で水が届かなくなる場合には，維持管理
さえすれば十分な水が来るなどの過大な期待（過小な不
安）は実現せず，期待が外れた農民の労力負担意欲をか
えって低下させる可能性があるからである。そのような
事態を避けるためには，農民が自分を取り巻く水配分の
仕組みと現状を正しく理解している必要がある。

　（iv）灌漑事業に対する所有者意識
灌漑施設・用水を自分たちのものとして使えるという
意識を「灌漑事業に対する所有者意識」と表すと，それ
は労力負担意欲に影響を与えるであろう。なぜなら，所
有者意識があれば，労力負担が自分たちの利益として
帰ってくると信じることができるからである。
　（v）労力負担の必要性意識
農民による労力負担の前提は，自分たちが労力負担を
しなければならないと理解していることである。そのこ

要因 質問文の要約

回答 「労力負担行動」とのクロス表（％） 「労力負担
行動」との
順位相関
係数注 3）τb

尺度区分 回答選択肢注 1）

回
答
数
（人）

ほとんど
毎回参加
している
（N=159）

時々参加
している

（N=41）

参加して
いない

（N=2）

計注 2）

労力負担
行動

問 22. 所属するWUGが小用水路
の維持管理を行う際に，どの程度
の頻度で参加してきましたか？

3件法
注 4）

ほとんど毎回参加している 159 － － － －
－時々参加している  41 － － － －

参加していない   2 － － － －

労力負担の
振り分け
方法

問 21. 所属するWUGが小用水路
の維持管理を行う際に求められ
た作業の内容や回数は，妥当なも
のであると納得していますか？

5件法

納得している 168  83.9  15.5   0.6 100

0.294**どちらかと言えば納得している 30  60.0  40.0   0.0 100
どちらとも言えない 1   0.0 100.0   0.0 100
どちらかと言えば納得していない 3   0.0  66.7  33.3 100

労力負担
意欲

問 26. 負担能力に問題がなく，振
り分け方法が妥当であった場合，
必要に応じて小用水路の維持管
理に参加しても良いと思います
か？

5件法

思う

どちらかと言えば思う

思わない

144

57

1

 89.6

 52.6

  0.0

 10.4

 45.6

  0.0

  0.0

  1.8

100.0

100

100

100

0.426**

労力負担
能力

問 25. 小用水路の維持管理に参加
するよう求められた場合，自分と
他のメンバーとを比べると，他の
メンバーの何割程度の作業を行
えると思いますか？

4件法

他の人と同じくらい

他の人の 3分の 2程度

他の人の 3分の 1以下

178

 23

  1

 78.1

 87.0

  0.0

 20.8

 13.0

100.0

  1.1

  0.0

  0.0

100

100

100

-0.039 

労力負担の
履行方法

問 23. 小用水路の維持管理に参加
を求められた際に，作業しづら
かったと感じた経験はあります
か？

3件法
注 5）

良くある
時々ある
ない

  1

 26

175

  0.0

 61.5

 81.7

100.0

 38.5

 17.1

  0.0

  0.0

  1.1

100

100

100

-0.184**

注 1）回答数が 0人であった回答選択肢は記載を省略した。
注 2）四捨五入の関係で各セルの計が 100にならない場合がある。
注 3）*，**は，それぞれ無相関の検定において 5％，1％水準で 0と有意差が認められることを示す。なお，*は該当がなかった。
注 4）他に回答選択肢「参加を求められたことがない」，「覚えていない」を設けたが，回答数は 0人であった。
注 5）他に回答選択肢「覚えていない」を設けたが，回答数は 0人であった。また，回答選択肢は逆転項目とした。

Table 12　労力負担行動とそれに影響を与える要因との関連性
Relationship between maintenance activity and the influencing factors

労力負担の
振り分け
方法

労力負担
意欲

労力負担
能力

労力負担の
履行方法

労力負担の
振り分け方法

1

労力負担意欲 0.037  1

労力負担能力 0.085  -0.065 1

労力負担の
履行方法

-0.301** -0.069 -0.005 1

注）*，**は，それぞれ無相関の検定において 5％，1％水準で 0と有意
差が認められることを示す。なお，*は該当がなかった。

Table 13　労力負担行動に影響を与える要因間の順位相関係数
Rank correlation coefficient between factors influencing maintenance 
activity

Fig. 17　振り分けられた負担の種類と回数
Types of assigned work and frequency distribution of participation

72

126

2 2

1 2 3

193

55

6
0

100

200
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とを「労力負担の必要性意識」と表すと，それは労力負
担意欲に影響を与えるであろう。なぜなら，必要性意識
がなければ，政府など支援側へ維持管理するように求め
るだけだからである。
　（vi）WUGメンバーに対する信頼感
人が協力して行動する場合，協力の必要性が十分に分
かって協力する気になった人が，実際に協力するかどう
かにとって重要なのは，他の人も自分と同様に協力して
くれるであろうという，他人に対する信頼感を持てるか
どうかであると考えられている（山岸，1990）。

WUGメンバーに対するこのような信頼感は，労力負
担意欲に影響を与えることになる。なぜなら，農民が労
力負担をしてもよいと思う気持ちに傾いても，他のメン
バーに対する信頼感がなければ，自分だけが負担をして
も馬鹿をみるのではないかと考えてしまうからである。
（2）事例地区における要因間の関連性
Table 14に，労力負担意欲とそれに影響を与えると考
えられる上記の 8つの要因とのクロス表および順位相関
係数を示す。順位相関係数の値は，「配水に対する期待」
以外はほぼ 0.2～ 0.4であり，各要因と労力負担意欲と
の間に正の関連性が見られ，「灌漑施設に対する受益意
識」，「配水に対する不安」の値が約 0.4と他の要因に比
べて高く，「労力負担の必要性意識」がそれに続いた。
また，Table 15に示したように，これらの要因（灌漑

施設に対する受益意識，配水に対する不安，労力負担の
必要性意識）と他の要因との順位相関係数で有意差があ
るものはすべて正の値を示しており，働きかけにより要
因の状態が高まっても，そのことが原因となって他の要
因が労力負担意欲の向上を阻害するような関連性は見ら
れなかった。
一方，「配水に対する期待」については，Table 14の

クロス表による分析の結果，意欲との関係が線形ではな
かったので順位相関係数は算出できなかった。
　　ｃ　集団成員性の意識に影響を与える要因
前項で述べたように，労力負担意欲に影響を与える要
因のうち「所属組織に対する義務感」には，「集団成員
性の意識」が影響を与える。
そして，農民が集団成員性の意識を高く保つためには，
自分と農民水管理組織の他のメンバーとが，少なくとも
妥協できる程度に「平等に扱われている」と判断できる
ことが重要であると考えられる。なぜなら，他のメンバー
よりも不利に扱われている組織には，属し続ける気持ち
にならないからである。
ここで，平等に扱われているという観点から，前項ま
でに整理した要因を見ると，「労力負担の振り分け方法」
がそれに該当する。また，本章では水管理の 3要素のう
ち維持管理に着目しているが，他の 2要素（操作管理，
組織・財政管理）についても，平等な配水，平等な議決
権など，平等に扱われているという観点から見ると，そ
れらに関係する要因が集団成員性の意識に与える影響を

無視できない。
そこで本項では，操作管理および組織・財政管理に関
係する要因の中から，集団成員性の意識に影響を与える
と考えられるものを検討・分析する。
（1）要因の整理
　（i）操作管理に関係する要因
佐藤ら（2007）によれば，平等配水は，農民の維持管
理への参加条件として特に重要な意味を持つ。
本章では，集団成員性の意識に影響を与える「平等配
水」の具体的内容は，水配分の主要なプロセスである配
水の基本原則，具体的な決定，結果の確認に対応して，「配
水計画の妥当性の確認」，「水配分の決定への参加」，「平
等配水の確認」であると考える。
　（ii）組織・財政管理に関係する要因
佐藤・石井（2007）によれば，組合員の維持管理への
全員参加を促すためには，組織の管理の方針や内容，予
決算などは，すべて全組合員の承認によるべきであり，
しかも，透明性や説明責任が備わっていなければならない。
このことから，「運営・会計の透明性」，「役員の説明

責任」，「権利の平等性」が確保されるという，組織の一
般的な運営原理も，集団成員性の意識に影響を与えると
考えるべきである。
（2）事例地区における要因間の関連性
はじめに，Table 16に，所属組織に対する義務感と集
団成員性の意識とのクロス表および順位相関係数を示
す。順位相関係数の値は約 0.4であり，両者の間に正の
関連性が見られた。また，Table 17に示したように，集
団成員性の意識と，義務感以外の，労力負担意欲に影響
を与える 7つの要因との順位相関係数の値は，有意差が
あるものはすべて正であり，意欲の向上を阻害するよう
な関連性は見られなかった。
次に，Table 18に，集団成員性の意識とそれに影響を
与えると考えられる 6つの要因，すなわち上記（1）で
整理した「平等配水の確認」，「水配分の決定への参加」，
「配水計画の妥当性の確認」，「運営・会計の透明性の確
認」，「役員の説明責任の確認」，「権利の平等性の確認」，
並びに「労力負担の振り分け方法」とのクロス表および
順位相関係数を示す。なお，「平等配水の確認」につい
ては，小用水路（WUG）レベルと支線用水路（IWUG）
レベルに分けて分析した。

Table 18の順位相関係数の値は，「水配分の決定への
参加」と「配水計画の妥当性の確認」が約 0.2，その他
は約 0.3であり，各要因と集団成員性の意識との間に正
の関連性が見られ，中でも「WUG内での平等配水の確
認」の値が高かった。また，Table 19に示したように，
「WUG内での平等配水の確認」と他の要因との順位相
関係数はすべて正の値を示しており，集団成員性の意識
の向上を阻害するような関連性は見られなかった。
このことから，18R地区の農民水管理組織では，農民
が平等に扱われていると判断できること，特に平等配水
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の実現が，集団全体としての集団成員性の意識を高める
ことに効果的であり，それが労力負担意欲の向上に繋が
ると判断される。

　３　�労力負担意欲を高めるために働きかけるべき要因
の新たな選択方法

前節で示した，クロス表と順位相関係数を使って，農
民の労力負担意欲を高める可能性を持つ諸要因の中から
効果的なものを選択する方法は，基礎的な数学の知識が

あれば計算過程の理解が可能であるとともに，統計解析
ソフトがなくても実際に計算することができるので，開
発途上国の現場で PIMの支援に従事する技術者にとっ
て有用である。
ところが次に述べるように，相関を表す既存の指標が
要因選択には使えず，別の指標が必要となる場合が存在
する。
　　ａ　既存の指標以外の指標が必要となる場合
今，2つの要因 A，Bが，1つの農民水管理組織に所

要因 質問文の要約

回答 「労力負担意欲」とのクロス表（％）

「労力負担
意欲」との
順位相関
係数注 3）τb

尺度区分 回答選択肢注 1）

回
答
数
（人）

負担能力に問題がなく，振り分け方法が妥
当であった場合，必要に応じて小用水路の
維持管理に参加しても良いと思いますか？
思う

（N=144）

どちらかと
言えば思う
（N=57）

思わ
ない
（N=1）

計注 2）

灌漑施設
（小用水路）
に対する受
益意識注 4）

問 11. コンクリートライニン
グ水路ができる前後を比べ
ると，必要な時期・量の水が
得られるようになったと思
いますか？

5件法
思う

どちらかと言えば思う

155

46

 81.9

 37.0

 18.1

 60.9

  0.0

  2.2

100

100
0.421**

灌漑用水に
対する受益
意識

問 37. 来年 1年間，支線用水
路を水が流れなかった場合，
自分に悪影響が出ると思い
ますか？

5件法
注 5）

思う
どちらかと言えば思う
どちらかと言えば思わない

186
15
  1

 74.2
 33.3
100.0

 25.3
 66.7
  0.0

  0.5
  0.0
  0.0

100
100
100

0.214**

所属組織に
対する義務
感

問 29. 所属するWUGが小用
水路の維持管理を行った日
に，あなたは欠席したとしま
す。翌日，あなたの担当部分
が刈り残されているのを見
つけたら，どうしますか？

5件法

自分だけで刈る
他のメンバーと刈る
リーダーに伝えて指示に従う
次回刈る
その時にならないとわからない

174
  4
  7
  5
 12

 75.9
 50.0
 42.9
 80.0
 25.0

 24.1
 50.0
 57.1
 20.0
 66.7

  0.0
  0.0
  0.0
  0.0
  8.3

100
100
100
100
100

0.258**

配水
に対する
不安注 6）

問 17. 作付けする水田への水
配分について，解消したいと
思っている不安はあります
か？

5件法

大いにある
少しある
どちらとも言えない
あまりない
ない

119
  9
 25
 43
  5

 85.7
 55.6
 64.0
 37.2
 80.0

 13.4
 44.4
 36.0
 62.8
 20.0

  0.8
  0.0
  0.0
  0.0
  0.0

100
100
100
100
100

0.368**

配水
に対する
期待

問 16. 2～ 3年後を想像した
場合，作付けする水田への水
配分は，どのようになると思
いますか？

4件法
注 7）

今より良くなる
良いまま
悪いまま
今より悪くなる

 37
 68
 49
 28

 67.6
 42.6
 93.9
 92.9

 32.4
 57.4
  4.1
  7.1

  0.0
  0.0
  2.0
  0.0

100
100
100
100

N.L.注 8）

灌漑事業
に対する
所有者意識

問 39. コカティアム維持管理
事業は，本来農民のものだと
お考えですか？

2件法
そう考える

そう考えない

179

 23

 73.7

 52.2

 26.3

 43.5

  0.0

  4.3

100

100
0.159*

労力負担の
必要性意識

問 27. 小用水路の水を使って
いる農民は，その維持管理に
参加する必要があると思い
ますか？

5件法
思う

どちらかと言えば思う

119

 83

 83.2

 54.2

 16.8

 44.6

  0.0

  1.2

100

100
0.316**

WUG
メンバーに
対する
信頼感注 9）

問 32. 小用水路の水配分・維
持管理について，所属する
WUGのメンバーは頼りにな
ると思いますか？

5件法

頼りになる 178  74.2  25.8   0.0 100

0.221**
どちらかと言えば頼りになる  17  47.1  52.9   0.0 100
どちらとも言えない   1   0.0 100.0   0.0 100
どちらかと言えば頼りにならない   1   0.0   0.0 100.0 100

注 1） 回答数が 0人であった回答選択肢は記載を省略した。
注 2） 四捨五入の関係で各セルの計が 100にならない場合がある。
注 3） *，**は，それぞれ無相関の検定において 5％，1％水準で 0と有意差が認められることを示す。
注 4） 「灌漑施設（小用水路）に対する受益意識」の回答数は，無回答の 1人を欠損値としたため，計 201人である。その結果，労力負担意欲の「どち
 らかと言えば思う」は N=56である。
注 5） 他に回答選択肢「答えられない」を設けたが，回答数は 0人であった。
注 6） 「配水に対する不安」の回答数は，複数回答した 1人を欠損値としたため，計 201人である。その結果，労力負担意欲の「思う」は N=143である。
注 7） 他に回答選択肢「答えられない」を設け，回答数が 20人であったため，回答数は計 182人である。その結果，労力負担意欲の「思う」は N=126，「ど
 ちらかと言えば思う」は N=55である。
注 8） 「N.L.」は，クロス表による分析の結果が線形ではないため算出不可であることを示す。
注 9） 「WUGメンバーに対する信頼感」の回答数は，複数回答した 2人を欠損値とし，回答選択肢「答えられない」を設けて回答数が 3人であったため，
 計 197人である。その結果，労力負担意欲の「思う」は N=140，「どちらかと言えば思う」は N=56である。

Table 14　労力負担意欲とそれに影響を与える要因との関連性
Relationship between willingness for maintenance activity and the influencing factors
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属する農民の労力負担意欲に独立的に影響を与えてい
るとする。そして，農民への質問紙調査によって，意
欲，要因 A，要因 Bの現状について異なる質的データ
が得られ，それを 2× 2のクロス表に整理した結果が
Table 20のとおりだったとする。この場合，意欲との相
関を表す指標は Table 21に示すとおり両要因とも同じ
値になるので，働きかけるべき要因として A，Bに優劣
はつかない。
ここで，Table 20を見ると，要因 Aに働きかけるこ

とによって意欲が「高く」なる最大人数は，要因 Aが「低
く」意欲も「低い」9人である。同様に，要因 Bに働き
かけることによって意欲が「高く」なる最大人数は，14
人である。
なお，Table 20において，要因 Aが「高い」にも関

わらず意欲が「低い」6人は，他の要因が主な原因で意
欲が「低い」ので，要因 Aをさらに高めても意欲が「高
く」なることを期待できない。また，要因 Aが「低い」
にも関わらず意欲が「高い」1人は，既に意欲が「高い」
ので，要因 Aについては現実的に働きかけの効果を持
たない。このことは，要因 Bについても同様である。
このように，要因 A，Bでは，相関係数などの値は同

じでも，働きかけにより意欲が向上する人数は異なる場
合があるので，働きかけるべき要因の選択には別の指標
を検討する余地がある。
　　ｂ　新たな指標を使った要因選択方法
今，3つの要因 A，B，Cが，1つの農民水管理組織に
所属する農民の労力負担意欲に独立的に正の影響を与え
ている場合を考える。そして，各要因および意欲の現状
を，Table 20と同様の 2× 2のクロス表（Table 22）に

灌漑施設
に対する
受益意識

灌漑用水に対
する受益意識

所属組織に対
する義務感

配水に対する
不安

配水に対する
期待

灌漑事業
に対する
所有者意識

労力負担の必
要性意識

WUGメン
バーに対する
信頼感

灌漑施設に対する受益意識 1
灌漑用水に対する受益意識 0.144* 1
所属組織に対する義務感 0.272** 0.344** 1
配水に対する不安 0.387** 0.111 0.116 1
配水に対する期待 N.L.注 2） -0.185** -0.155* N.L.注 2） 1
灌漑事業に対する所有者意識 0.037 0.301** 0.308** 0.166* -0.112 1
労力負担の必要性意識 0.247** 0.015 0.069 0.337** -0.113 0.081 1
WUG ﾒﾝﾊﾞｰに対する信頼感 0.132 0.273** 0.248** 0.116 -0.130 0.487** 0.148* 1

注 1）*，**は，それぞれ無相関の検定において 5％，1％水準で 0と有意差が認められることを示す。
注 2）「N.L.」は，クロス表による分析の結果が線形ではないため算出不可であることを示す。

Table 15　労力負担意欲に影響を与える要因間の順位相関係数
Rank correlation coefficient between influencing factors on willingness for maintenance activity

要因 質問文の要約

回答 「所属組織に対する義務感」とのクロス表（％）

「所属組織に対
する義務感」
との
順位相関
係数注 3）

τb

尺度
区分

回答
選択肢注 1）

回
答
数
（人）

所属するWUGが小用水路の維持管理を行った日に，あなたは欠席し
たとします。翌日，あなたの担当部分が刈り残されているのを見つけ
たら，どうしますか？
自分だけ
で刈る

（N=174）

他のメン
バーと
刈る

（N=4）

リーダー
に伝え指
示に従う

（N=7）

次回刈る

（N=5）

その時に
ならない
とわから
ない

（N=12）

計注 2）

集団成員性の
意識

問 35. 日常生活で，
IWUGのメンバーで
あると意識すること
はありますか？

5件法

良くある 169  91.7   1.2   2.4   2.4   2.4 100

0.374**時々ある  30  63.3   6.7  10.0   3.3  16.7 100

ほとんどない   2   0.0   0.0   0.0   0.0 100.0 100
ない   1   0.0   0.0   0.0   0.0 100.0 100

注 1）回答数が 0人であった回答選択肢は記載を省略した。
注 2）四捨五入の関係で各セルの計が 100にならない場合がある。
注 3）**は，無相関の検定において 1％水準で 0と有意差が認められることを示す。

Table 16　所属組織に対する義務感と集団成員性の意識との関連性
Relationship between farmers’ consciousness of group membership and their sense of duty

労力負担意欲に影響を与える要因
集団成員性の意識との
順位相関係数 τb

灌漑施設に対する受益意識 0.182**
灌漑用水に対する受益意識 0.460**
配水に対する不安 -0.051 
配水に対する期待 -0.119 
灌漑事業に対する所有者意識 0.221* 
労力負担の必要性意識 -0.095 
WUGメンバーに対する信頼感 0.256**

注）*，**は，それぞれ無相関の検定において 5％，1％水準で 0と有
意差が認められることを示す。

Table 17　 集団成員性の意識と労力負担意欲に影響を与える要
因との順位相関係数

Rank correlation coefficient between farmers’ consciousness of group 
membership and the factors influencing willingness
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要因 質問文の要約

回答 「集団成員性の意識」とのクロス表（％）
「集団成員性
の意識」
との順位
相関係数注 3）

τb

尺度区分 回答選択肢注 1）

回
答
数
（人）

日常生活で，IWUGのメンバーであると意識するこ
とはありますか？

良く
ある

（N=169）

時々
ある

（N=30）

ほとんど
ない
（N=2）

ない

（N=1）
計注 2）

IWUG内で
の平等配水
の確認

問 15. IWUG 内 の 他 の
WUGのメンバーとあなた
を比べてみると，あなたが
許容できる程度に平等に配
水されたと思いますか？

5件法
注 4）

思う 121  91.7   8.3   0.0   0.0 100

0.300**
どちらかと言えば思う 73  78.1  20.5   1.4   0.0 100

どちらかと言えば思わない 4   0.0  75.0  25.0   0.0 100

思わない 3  33.3  33.3   0.0  33.3 100

WUG内での
平等配水の
確認

問 14. 所属するWUGの他
のメンバーとあなたを比べ
てみると，あなたが許容で
きる程度に平等に配水され
たと思いますか？

5件法
注 4）

思う 127  92.9   7.1   0.0   0.0 100

0.347**
どちらかと言えば思う  68  73.5  25.0   1.5   0.0 100

どちらかと言えば思わない   4  25.0  50.0  25.0   0.0 100

思わない   2   0.0  50.0   0.0  50.0 100

水配分の
決定への
参加

問13. 支線用水路からいつ，
どこへ，どのように配水す
るかを決める時に，賛成・
反対したことはあります
か？

4件法
注 5）

何度もある 153  88.9  10.5   0.0   0.7 100

0.217**
時々ある  39  64.1  30.8   5.1   0.0 100

ない   5 100.0   0.0   0.0   0.0 100

方法がない   4  75.0  25.0   0.0   0.0 100

配水計画の
妥当性の
確認

問 12. 支線用水路から各小
用水路への配水の「計画」
は，妥当であったと思いま
すか？

5件法
注 6）

思う 116  91.4   8.6   0.0   0.0 100

0.240**
どちらかと言えば思う  78  76.9  21.8   1.3   0.0 100

どちらかと言えば思わない   2  50.0   0.0  50.0   0.0 100

思わない   1   0.0   0.0   0.0 100.0 100

運営・会計
の透明性の
確認

問 44. メンバーから集めた
お金は，IWUG の役員に
よって隠しごとやごまかし
なく適切に管理されてきた
と思いますか？

5件法
注 7）

思う 139  89.9  10.1   0.0   0.0 100

0.268**
どちらかと言えば思う  60  71.7  26.7   1.7   0.0 100

どちらかと言えば思わない   2  50.0   0.0  50.0   0.0 100

思わない   1   0.0   0.0   0.0 100.0 100

役員の説明
責任の確認

問 43. メンバーから集めたお
金を何に使ったのか，IWUG
の役員はメンバーに十分説
明してきたと思いますか？

5件法
注 7）

思う 162  89.5   9.3   0.6   0.6 100

0.316**どちらかと言えば思う  39  61.5  35.9   2.6   0.0 100

どちらとも言えない   1   0.0 100.0   0.0   0.0 100

権利の平等
性の確認注 8）

問 42. IWUGがメンバーか
ら集めたお金で予算を決め
る時に，他のメンバーと平
等に賛成・反対できますか？

3件法

平等にできる 187  87.2  12.3   0.5 － 100

0.265**できるけれど平等ではない  10  50.0  50.0   0.0 － 100

できない   1   0.0 100.0   0.0 － 100

労力負担の
振り分け
方法

問 21. 所属するWUGが小
用水路の維持管理を行う際
に求められた作業の内容や
回数は，妥当なものである
と納得していますか？

5件法

納得している 168  89.3  10.1   0.0   0.6 100

0.335**

どちらかと言えば納得している  30  56.7  36.7   6.7   0.0 100

どちらとも言えない   1   0.0 100.0   0.0   0.0 100

どちらかと言えば納得して
いない

  3  66.7  33.3   0.0   0.0 100

注 1）　回答数が 0人であった回答選択肢は記載を省略した。
注 2）　四捨五入の関係で各セルの計が 100にならない場合がある。
注 3）　**は，無相関の検定において 1％水準で 0と有意差が認められることを示す。
注 4）　他に回答選択肢「答えられない」を設け，回答数が 1人であったため，回答数は計 201人である。その結果，集団成員性の意識の「時々ある」は

N=29である。
注 5）　他に回答選択肢「覚えていない」を設け，回答数が 1人であったため，回答数は計 201人である。その結果，集団成員性の意識の「時々ある」は

N=29である。
注 6）　他に回答選択肢「答えられない」を設け，回答数が 5人であったため，回答数は計 197人である。その結果，集団成員性の意識の「良くある」は

N=167，「時々ある」は N=27である。
注 7）　他に回答選択肢「答えられない」を設けたが，回答数は 0人であった。
注 8）　「権利の平等性の確認」の回答数は，複数回答した 1人を欠損値とし，回答選択肢「知らない」を設けて回答数が 3人であったため，計 198人であ
る。その結果，集団成員性の意識の「良くある」は N=168，「時々ある」は N=29，「ほとんどない」は N=1である。

Table 18　集団成員性の意識とそれに影響を与える要因との関連性
Relationship between farmers’ consciousness of group membership and the influencing factors
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整理したとする。ここで，iは A，B，Cを表す。また，
Hi，Liは要因 iがそれぞれ「高い」，「低い」農民の数を
表し，h，lは意欲がそれぞれ「高い」，「低い」農民の数
を表す。各セルには，前項で説明したそれぞれの意味を
記入してあり，各セルに区分される農民の数をそれぞれ
Hih，Hil，Lih，Lilで表す。さらに，Lilの値を要因 iの
「対象者数」と呼び，Hih／ Hiの値を「効率」と呼んで
eiで表す。
今，3つの要因について，対象者数と効率の組み合わ
せが Fig. 18に示すとおりであるとする。なお，ここで
は人数以外の要素は捨象し，対象者数と効率の関係だけ
を見ている。

Fig. 18の場合，意欲を高めるために働きかけるべき
最も効果的な要因はBである。なぜなら，働きかけによっ
て 3つの要因の「高い」人数がそれぞれ増えた場合に，
増えた人数のうち意欲が「高く」なる者の割合が現状の
割合と変わらないとすれば，意欲を高めてくれる農民の
数の最大値は各要因について Lil× eiであり，要因 Bが
最も大きいからである。
以下，この新たな指標 Lil× ei（対象者数と効率の積）
を「最大有効人数」と呼ぶことにする。
上記の議論は，働きかけに要する時間や費用，働きか
けの難易や成功率など，多くの条件を捨象し，問題を単
純化している。しかし，農民の意欲の向上を図ろうとす
る際に，どの要因に対する働きかけの内容から検討する
べきかを示すのには十分であろう。
現実の地区のデータを扱う場合には，最大有効人数（Lil

× ei）が大きい要因から順に，働きかけの内容とその実
行可能性を検討して，実行可能性が高いと考えられる要
因を選択するとともに，選択した要因と他の要因との間
に，意欲の向上を阻害するような関連性が見られないこ
とを確認する必要がある。
　　ｃ　�「最大有効人数」を使った要因選択方法の適用

事例
Table 23は，Ⅵ．2．b．（2）の Table 14で示した労
力負担意欲とそれに影響を与える要因とのクロス表を
もとに，尺度区分が同じ（5件法）である 6つの要因

について，前項の方法により整理した対象者数，効率，
最大有効人数などである。対象者は，6つの要因に対
応する質問事項にすべて回答した 195人とした。なお，
Table 23と Table 14では対象者数が異なることから，順
位相関係数は小数第二位で一致していないものがある。

Table 23において順位相関係数 τbの値が高い要因は，
全体的に最大有効人数 Ll× eの値も大きい。しかし，6
つの要因の中で「配水に対する不安」はその値が 33と

IWUG内
での平等
配水の確認

WUG内
での平等
配水の確認

水配分の
決定への
参加

配水計画の
妥当性の
確認

運営・会計
の透明性の
確認

役員の
説明責任
の確認

権利の平等
性の確認

労力負担の
振り分け
方法

IWUG内での平等配水の確認 1
WUG内での平等配水の確認 0.644** 1
水配分の決定への参加 0.359** 0.273** 1
配水計画の妥当性の確認 0.660** 0.641** 0.322** 1
運営・会計の透明性の確認 0.482** 0.538** 0.245** 0.625** 1
役員の説明責任の確認 0.351** 0.380** 0.327** 0.521** 0.469** 1
権利の平等性の確認 0.323** 0.281** 0.318** 0.297** 0.284** 0.447** 1
労力負担の振り分け方法 0.145* 0.177* 0.378** 0.155* 0.164* 0.313** 0.260** 1

注）*，**は，それぞれ無相関の検定において 5％，1％水準で 0と有意差が認められることを示す。

Table 19　集団成員性の意識に影響を与える要因間の順位相関係数
Rank correlation coefficient between factors influencing farmers’ consciousness of group membership

 
意欲（人）

計
意欲（人）

計
高い 低い 高い 低い

要
因
Ａ

高い 14  6 20 要
因
Ｂ

高い  9  1 10

低い  1  9 10 低い  6 14 20

計　 15 15 計　 15 15

Table 20　要因 A，Bと意欲とのクロス表
Contingency table of factors A/B by willingness

相関を表す代表的指標 要因 Aと意欲 要因 Bと意欲
ケンドールの順位相関係数 τb 0.566 0.566
φ係数 0.566 0.566
ユールの連関係数 Q 0.909 0.909
標本オッズ比Ω 21 21

Table 21　要因 A，Bと意欲との相関を表す指標
Correlation coefficients between factors A/B and willingness

Table 22　要因 iと意欲とのクロス表
Contingency table of factor i by willingness
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最も大きく，次いで「労力負担の必要性意識」が 29，「灌
漑施設に対する受益意識」が 22と続くので，この順に
働きかけの内容とその実効可能性を検討することが効果
的であると考える。

　４　考察
　　ａ　労力負担意欲を高める方法
Ⅵ．２．ｂで示したとおり，農民の労力負担意欲には，
灌漑施設に対する受益意識など 7つの要因が直接影響を
与える。そして 18R地区では，「灌漑施設に対する受益
意識」，「配水に対する不安」，「労力負担の必要性意識」
が高い農民ほど，意欲が高かった。また，前節で示した
新たな指標「最大有効人数」を使った場合には，「配水
に対する不安」，「労力負担の必要性意識」，「灌漑施設に
対する受益意識」の順に，働きかけの内容などを検討す
ることが効果的であると考えられた。
このことから，「灌漑施設に対する受益意識」と「労
力負担の必要性意識」を高める働きかけが，18R地区に
おいて農民の意欲を高めるために有効であることがわか
る。
一方，「配水に対する不安」については，もちろん，

意欲を向上させるために，農民の不安を煽るような働
きかけをすることは不適切である。しかし，18R地区で
は，小用水路建設後 10年程度が経過し，水路脇の道路
を走る車の荷重により水路法面の土が押し出されるなど
して，コンクリートライニングが部分的に破損している
箇所が見られる。さらに，破損箇所を適切に補修してい
ないため，そこから水が入ってコンクリート背面の土が
流され，さらに破損が拡大するなどの状況も見られる。
このことを反映して，質問紙調査で将来的な配水への
不安があると回答した農民の 8割以上が，小用水路の破
損について不安を抱いていた（Table 24）。
一方，同じ小用水路から取水しているにも関わらず，
その不安はないと回答した者が，対象とする小用水路
14路線のうち 12路線において存在した（Fig. 19）。
このことから，不安はないと回答した農民であっても，
それは自分に関わる施設の現状を正しく理解していない
ためである可能性がある。
そこで，18R地区では，①不安がない農民に対して，
施設全体の現状を正しく理解させるための働きかけを行
う，②不安がある農民に対して，労力負担をすれば施設
と水は継続して使えることを理解させるための働きかけ
を行うことが有効であると考える。
　　ｂ　�「既得の利益を減らさない」というインセンティ

ブの視点
18R地区では，MWMSによる支援を受けて小用水路

Fig. 18　対象者数と効率の組み合わせ
Combinations of the number of object farmers and the efficiency 
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労力負担意欲に
影響を与える要因

τb
注 1）

対象
者数

Ll

効率
e

最大有効
人数

Ll× e注 2）

1.灌漑施設に対する受益意識 0.442 28 0.817 22
2.灌漑用水に対する受益意識 0.236 10 0.744  7
3.所属組織に対する義務感 0.266 14 0.756 10
4.配水に対する不安 0.368 39 0.855 33
5.労力負担の必要性意識 0.309 36 0.828 29
6.WUGメンバーに対する信頼感 0.201 10 0.740  7

注 1） 要因と労力負担意欲との順位相関係数。すべて 1％水準で有意差
が認められる。
注 2） 小数点以下切り捨て
注 3） 対象者のうち意欲が高い者は 139人，低い者は 56人

Table 23　 労力負担意欲に影響を与える 6つの要因の最大有効
人数

The maximum number of effective person for 6 factors influencing 
farmers’ willingness

内容 回答数 (人 )
回答者計に占め
る割合 (％ )

小用水路の破損 104 81.3
小用水路の補修予算の不足  13 10.2
泥の堆積など小用水路の通水阻害  10  7.8
水の不足   7  5.5
水の過剰   3  2.3
計画通りに配水されない   2  1.6
その他   1  0.8

注）回答者は計 128人，複数回答あり

Table 24　配水に対する不安の内容
Details of concerns about water distribution in the future

Fig. 19　水路の破損に対する不安がある者の割合
Ratios of farmers concerned about damage on ditch
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の建設事業と同時期に農民水管理組織が設立され，その
ことが組織活動活性化の成功要因であると評価されてい
る（国際協力機構農業開発協力部，2003）。
ここで，Ⅵ．２で示した「灌漑施設に対する受益意識
は労力負担意欲を通して労力負担行動に影響を与える」
という結果に基づいて，上記の「成功要因」とされる現
象を見ると，これは農民を支援する側が，農民に，建設
事業実施の条件は「農民水管理組織の活動に参加する」
ことであると理解させた上で，利水条件が改善され「収
入が増える」というインセンティブを与えたことから，
結果的に農民の意欲が高まり，「組織の活動に参加する」
ことに繋がったものと理解できる。
このことから，収入の増加などの「利益を増やす」と
いう視点から検討したインセンティブを与えると，農民
の労力負担行動が起こることが分かる。これは，これ
まで言われてきた立場，「PIMの最終目標は，農民の収
入を増やすことである」（Kohara，2009），に立って PIM
への支援を行うことと同じ意味である。
しかし，利益を増やすという視点から検討したインセ
ンティブは，増えた利益が既得のものとなった後は，そ
の効力を失う。したがって，持続的な労力負担行動を実
現するためには，別のインセンティブが必要になる。
前項で述べたように，18R地区では将来的な配水に対

する不安が大きい農民ほど労力負担意欲が高かった。こ
のことから，農民に，小用水路の機能が維持される条件
は「労力を負担する」ことであると理解させた上で，利
水条件が保たれ「収入が維持される」というインセンティ
ブを与えると，結果的に農民の意欲が高まり，「労力を
負担する」ことに繋がると考えられる。これは，農民に
与えるインセンティブを検討する際に，収入の維持など
の「既得の利益を減らさない」という視点を加えること
が，持続的な労力負担行動の実現に繋がる，と表現する
ことができる。
そして，この概念は，利益を増やすというインセンティ
ブの視点と対立的に存在するものではなく，維持管理し
なければ施設は経年的に劣化し，利水条件が悪化すると
いう灌漑が持つ特性のもとで，利益を維持することまで
含めた「広義の利益増大」というインセンティブの視点
であると言っても良い。
　　ｃ　農民参加の条件としての平等配水の実現
これまで維持管理にとって平等配水が重要であること
は，佐藤ら（2007）が論理的には明らかにしていたが，
実測はされていなかった。また，維持管理と平等配水は，
ごく一般的にはそれぞれが行われる時間が一致しないの
で，両者の関係を直接観測することは困難である。
これに対して本章では，Ⅵ .２で示したように，質問
紙調査によって労力負担意欲と平等配水との関連性を定
量的に測定した。そして，18R地区では平等配水の実現
が構成員全体の集団成員性の意識を高めることに効果的
であって，それが労力負担意欲を向上させ，最終的に労

力負担行動に繋がることを示した。
このように，平等配水は関係農民全員に維持管理へ参
加してもらうための条件として重要な意味を持っている
ことが，実際の地区において確認された。
　　ｄ　労力負担の効果の体験
労力負担意欲を高める目的で農民にインセンティブを
与える場合には，影響が大きな要因から順に，その内容
と実行可能性を検討し，最も効果的・効率的なものを選
択する必要がある。その際，支援側がインセンティブを
与えても，そもそも自分が利益を得られることを理解し
ていなければ，農民は支援側が期待するとおりには労力
負担をしない。
これを改善するためには，農民に自分たちの労力負担
の効果を体験させることが有効であると考える。なぜな
ら，自ら労力負担をしたことが施設の機能回復に繋がっ
たことを身をもって知れば，施設と水の状況が改善でき
ることに確信が持てるようになるからである。
この側面から見ると，PIMへの支援では，農民に労
力負担の効果を体験させることを目的に，農民が水管
理組織の一員として労力負担をすることを条件に，一
定の期間彼らを技術的・財政的に支援することも有効
であろう。

　５　本章のまとめ
本章では，農民の労力負担意欲に影響を与える要因を
整理・検討した上で，18R地区の農民 202人から得られ
た質的データに基づく順位相関係数を使って，意欲と影
響要因との関係を分析することにより，意欲を高める方
法を検討した。
その結果，
① 意欲には，灌漑施設に対する受益意識，配水に対する
不安，所属組織に対する義務感など 7つの要因が直接
影響を与える，
②  18R地区では，灌漑施設に対する受益意識が高い農
民や，水路の破損に起因する将来的な配水への不安が
大きい農民ほど意欲が高い，
したがって，
③ 従来取り上げられてきた「利益を増やす」ことだけで
はなく，不安の解消などの「既得の利益を減らさない」
というインセンティブの視点を加える必要がある，
ことが明らかになった。
さらに，相関を表す既存の指標が使えない場合でも，
要因と意欲のクロス表を応用した新たな指標「最大有効
人数」（対象者数と効率の積）を使うと，意欲に影響を
与える諸要因の中から，意欲を高めるために働きかける
べき要因を選択できることが明らかになった。これにつ
いては，働きかけた後の効率 eが不変であるかなどを含
め，今後検討すべき課題はあるが，単なる現状の把握で
はなく，働きかけるという立場からの判断指標を使った
方法として，この選択方法を提案したい。
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本章では，前章までに明らかにした内容を総括すると
ともに，今後 PIMの自立発展性を向上させるために取
り組むべき課題を示す。

　１　総括
アジアモンスーン地域の開発途上国では，灌漑プロ
ジェクトの水管理を政府の職員に代わって農民が担う
PIMの導入が進められている。しかし，設立した農民
水管理組織が機能しなくなるなどの問題が発生し，導入
した PIMの自立発展性の向上が課題とされている。水
管理を構成するいくつかの要素のうち水路の維持管理
は，それが継続的に実施されなければ次第に水路の機
能が失われていくという意味で重要である。ところが，
農民が維持管理を継続的に担うかどうかは，その労力負
担を行う意欲が高いかどうかにかかっているので，農民
の労力負担意欲を高めることは大きな課題である。そ
して，意欲を高めるためには，意欲を高める要因に応
じたインセンティブを農民に与えるなどの方法が必要
である。
そこで本研究は，農民の労力負担意欲とそれに影響を
与える要因との関係を分析することにより，意欲を高め
る方法を明らかにすることを目的にした。
本研究では，はじめに，PIMの先行成功例として知

られる日本の重層的農民組織の知見を活かした，「日本
型 PIM支援プロジェクト」の優良事例を対象に，農民
水管理組織の設立支援の現状を分析した。これは，持続
的に機能する仕組みを持った組織が設立されていること
が，意欲を高める働きかけの受け皿として必要だからで
ある。優良事例は，タイ国で行われ著者がその実施に当
初から関わったMWMSとした。次に，MWMSを含む
8つの日本型 PIM支援プロジェクトの自立発展性の評価
の現状を分析した。これは，評価において特定された貢
献・阻害要因を分析することにより，労力負担意欲への
影響要因を明らかにできる可能性があるからである。最
後に，MWMSが行われた支線用水路 18R地区で質問紙
調査を行い，その結果を使って意欲と影響要因との関係
を分析することにより，意欲を高めるための方法を検討
した。
まず，MWMSでは，水管理について共通の利害関係
を持つ者が話しあい，決定する仕組みを持った組織を設
立する，という支援方針を立てた。そして，それを具体
化するために，小用水路の水管理を担うWUGと，上位
の連合体であり支線用水路の水管理を担う IWUGを同
時期に設立した。また，水配分に関する役割分担を水路
のレベル（支線用水路，小用水路）と操作管理の内容（決
定，操作，監視）に応じて明確化した上で，水管理を開
始した。その結果，設立から 8年が経過した 2009年時
点で，上下流問題が発生しているものの，IWUGが機能

していることが確認された。このように長期にわたり
WUGと IWUGが機能し続けている例は，タイおよびア
ジアモンスーン地域の他の開発途上国ではほとんど見ら
れず，MWMSは支援事業の優良事例と言える。
次に，日本型 PIM支援プロジェクトの自立発展性の
評価の分析では，①評価指標の相互関係が示されていな
いことから，その関係を十分に認識していないと，1つ
の指標の目標値を達成するための活動が，別の指標の達
成を意図せず阻害することになりかねない，②貢献・阻
害要因は示されているが，要因の相互関係や，評価時点
で観察された現象がなぜ生じているのか（現象と要因の
因果関係）が示されていないことから自立発展性を的確
に判断できないことが明らかになった。したがって，現
行の評価は，労力負担意欲への影響要因を明らかにする
ために必ずしも有効ではないと考えられた。
そこで，既往研究に基づき労力負担意欲への影響要因
を整理・検討した上で，18R地区の農民 202人から得ら
れた質的データに基づく順位相関係数を使って，意欲と
影響要因との関係を分析した。その結果，①意欲には，
灌漑施設に対する受益意識，配水に対する不安など 7つ
の要因が直接影響を与える，② 18R地区では，灌漑施
設に対する受益意識が高い農民や，水路の破損に起因す
る将来的な配水への不安が大きい農民ほど意欲が高い，
したがって，③従来取り上げられてきた「利益を増やす」
ことだけではなく，不安の解消などの「既得の利益を減
らさない」というインセンティブの視点を加える必要が
あることが明らかになった。さらに，相関を表す既存の
指標が使えない場合でも，要因と意欲のクロス表を応用
した新たな指標「最大有効人数」（対象者数と効率の積）
を使うと，意欲に影響を与える諸要因の中から，意欲を
高めるために働きかけるべき要因を選択できることが明
らかになった。
以上のことから，労力負担意欲を高める効率的な方法
は，はじめに，灌漑施設に対する受益意識など 7つの「意
欲に影響を与える要因」の中から，新たな指標「最大有
効人数」を使って働きかけるべき要因を選択すること，
次に，既得の利益を減らさないというインセンティブの
視点を加えて，選択した要因に対する働きかけの内容を
検討することであるとの結論に達した。
このように本研究では，既往研究において示されてい
なかった，農民の労力負担意欲を高める方法を提示した。
この方法を使って農民に働きかけることは，農民がより
持続的に維持管理に参加するようになるので，PIMの自
立発展性の向上に貢献する。

　２　今後の課題
以上の総括に基づいて，今後 PIMの自立発展性を向
上させるために取り組むべき課題について述べる。
本研究では，PIMの自立発展性の向上を目指して農民
の労力負担意欲を高める場合に，新たな指標「最大有効

Ⅶ　結　言
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人数」を使って意欲への影響要因を選択してから働きか
ける方法を示した。一方で，そのような働きかけるべき
要因を選択する際に問題を単純化するため，働きかけに
要する時間や費用，働きかけの難易や成功率などの条件
を捨象した。
そこで，まずは，働きかけるべき要因に応じたインセ
ンティブの内容やその付与方法など，実際に農民に働き
かける段階で必要となる，具体的な働きかけの内容，手
法，実行可能性を検討する必要がある。
次に，本研究では，農民の労力負担行動に影響を与え
ると考えられる要因のうち，労力負担意欲に着目したが，
Ⅵ .２.ａで述べたとおり，労力負担行動には，意欲の
他にも労力負担能力，労力負担の履行方法，労力負担の
振り分け方法が影響を与える。さらに，維持管理には労
力負担の他に費用負担もあり，水管理には操作管理，組
織・財政管理もある。このように，本研究で明らかにし
た内容は，PIMの自立発展性に関わる諸要因の中で，最
も基本的な一部分である。
したがって，今後は，労力負担行動に影響を与える意
欲以外の要因の分析から順次進めていくことが，PIMの
自立発展性を向上させるために必要である。
さらに，本研究では日本型 PIM支援プロジェクトの

優良事例と言われる MWMSについて現状を分析した
が，自立発展性に関わる要因をより明瞭にするためには，
不成功の事例を分析し，比較することも必要であると考
える。
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Farmers’ Willingness to Perform Maintenance Activities
in Participatory Irrigation Management

ONIMARU Tatsuji

Summary

To improve the sustainability of Participatory Irrigation Management (PIM), developing countries in the Monsoon 
Asian Region must enhance farmers’ willingness to perform maintenance activities. Therefore, the purpose of this paper 
is to analyze the relationship between this willingness and factors that influence it. First, the present situation supporting 
the establishment of “water users’ organizations”, an outlet necessary for promotion of farmers’ willingness, was 
analyzed for the Modernization of Water Management System Project (MWMS) in Thailand. Second, the present 
situation of the evaluation of eight Japanese assistance projects for PIM including MWMS was analyzed. Finally, a 
survey was conducted in the 18R area where the MWMS was implemented and results used to analyze the relationship 
between willingness and factors influencing this willingness.

First, Water Users’ Groups (WUGs), organizations in charge of water management of irrigation ditches, and 
an Integrated Water Users’ Group (IWUG), federation of the abovementioned organizations in charge of water 
management of a lateral canal, were established concurrently in the MWMS. Results confirmed that the IWUG was still 
operational in 2009, eight years after its establishment. Therefore, MWMS is superior because there are few examples 
of long-term success in other developing countries.

Second, although contributing and obstructing factors were indicated in the existing evaluation, the interactions 
between these factors and the causal relationships observed at the time of the evaluation were not indicated in the 
sustainability evaluation. Therefore, accurate judgment of sustainability was not possible.

Hence, the factors influencing farmers’ willingness to perform maintenance activities were summarized and 
examined based on past studies. The relationship between willingness and influencing factors was analyzed with a rank 
correlation coefficient based on the qualitative data obtained from 202 farmers in the 18R area. The results revealed 
that [1] farmers’ willingness was influenced by 7 factors including awareness of benefits and anxiety about water 
distribution, [2] the farmers that were more concerned about unreliable water distribution due to broken ditches showed 
increased willingness, and [3] “preventing the loss of benefits obtained” should be introduced as an important incentive. 
Furthermore, even if the existing correlation coefficients cannot be used, a new index “maximum number of valid 
people (product of number of subjects and efficiency)” obtained from a cross table of willingness and the factors can be 
used.

Keywords:  participatory irrigation management, maintenance, willingness to perform maintenance activities, sustainability, factors 
analysis, incentives




